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命 令 書（写）

再審査申立人 学校法人明泉学園

再審査被申立人 Ｓ１高等学校教職員組合

主 文

Ⅰ 初審命令主文第５項を次のとおり変更する。

５ 再審査申立人は、本件申立てに係る再審査被申立人の組合員（常勤

講師であるＡを除く。）に関する平成８年度３月賞与から平成９年度

３月賞与までの４回の賞与及び平成１０年度３月賞与から平成１１年

度３月賞与までの４回の賞与の計８回の各賞与について、以下の措置

をとらなければならない。
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(1) 平成８年度３月賞与から平成９年度３月賞与まで及び平成１０年

度３月賞与の５回の各賞与ごとに、２等級格付者の部長ら、養護教

諭及び司書に一般教諭（再審査被申立人及び明泉学園教職員組合の

組合員、並びに出産、病気などの休暇及び休業の実績のある者を除

く。）を加えた勤務評価の平均を算出した上、これを下回らない範

囲で上記各組合員らの勤務評価を再査定し、再査定後の勤務評価に

基づき、平成１０年度３月賞与については管理職等の支給区分を用

いて、各賞与額を再計算し、既支給額との差額を支払うこと。

(2) 平成１１年度夏期賞与及び年末賞与について管理職等の成果比例

配分率を用いて算出した額と既支給額との差額及び同年度３月賞与

について管理職等の配当額と既支給額との差額を支払うこと。

(3) 上記各差額について各賞与支給日から支払済みまで年５分に相当

する金員を付加して支払うこと。

Ⅱ その余の再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要等

１ 事案の概要

(1) 再審査被申立人Ｓ１高等学校教職員組合（以下「組合」）は、主にＳ

１高等学校（以下「Ｓ１高校」）に勤務する教職員によって組織された

労働組合であり、再審査申立人学校法人明泉学園（以下「学園」）は、

Ｓ１高校を設置する学校法人である。

組合は、平成１０年３月１７日（以下、平成の元号は省略する。）、

東京都労働委員会（以下「都労委」）に対し、学園の以下の行為が不当

労働行為に当たるとして救済申立てをした（都労委１０年(不)第１４
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号）。

ア ９年度春闘要求に係る団体交渉（以下「団交」）に誠実に対応しな

かったこと

イ 組合員Ｂ（以下「Ｂ」）に対する退職強要問題に係る団交に誠実に

対応しなかったこと

ウ 組合員Ｃ（以下「Ｃ」）、同Ｄ（以下「Ｄ」）、同Ｘ（以下「Ｘ」）、

同Ｅ（以下「Ｅ」）、同Ｆ（以下「Ｆ」）、同Ｇ（以下「Ｇ」）、同Ｈ（以

下「Ｈ」）、同Ａ（以下「Ａ」）及び同Ｉ（以下「Ｉ」）に対する８年

度３月及び９年度夏期賞与において低額の支給をしたこと

エ Ｃ、Ｄ、Ｘ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ａ、Ｉ、組合員Ｊ（以下「Ｊ」）及

び同Ｋ（以下「Ｋ」）に対する９年度年末賞与において低額の支給を

したこと

オ 校務分掌において組合員らをスタッフ部門担当から排除したこと

カ ８年度及び９年度においてＣを、９年度においてＦ、Ｇ及びＨをク

ラス担任から外したこと

キ ９年度においてＣを卓球部顧問から、Ｅを同部副顧問から外したこ

と

ク Ｃの９年度給与の支給に際し、給与格差を是正しなかったこと

(2) 組合は、１０年６月２６日、都労委に対し、学園の以下の行為が不当

労働行為に当たるとして救済申立てをした（都労委１０年(不)第４９

号）。

ア Ｃに対し１０年５月２０日付けで書面による厳重注意処分（以下「厳

重注意」）としたこと

イ Ｃ、Ｉ、Ｊ、Ｄ及びＧに対し１０年５月２１日付けで厳重注意とし

たこと

(3) 組合は、１１年３月１９日、都労委に対し、学園の以下の行為が不当
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労働行為に当たるとして救済申立てをした（都労委１１年（不）第１６

号）。

ア Ｃ、Ｄ、Ｘ、Ｅ、Ｆ、Ｇ、Ｈ、Ａ、Ｉ、Ｊ及びＫに対する９年度３

月賞与において低額の支給をしたこと

イ １０年度においてＣ、Ｆ、Ｇ及びＨをクラス担任から外したこと

ウ １０年度においてＣを卓球部顧問から、Ｅを同部副顧問から外した

こと

エ Ｃの１０年度給与の支給に際し、給与格差を是正しなかったこと

(4) 組合は、１２年３月２７日、都労委に対し、学園の以下の行為が不当

労働行為に当たるとして救済申立てをした（都労委１２年（不）第３１

号事件）。

ア Ｃ、Ｄ、Ｘ、Ｅ、Ｆ、Ｈ、Ｇ、Ａ、Ｉ、Ｊ及びＫに対する１０年度

夏期賞与において低額の支給をしたこと

イ Ｃ、Ｄ、Ｘ、Ｅ、Ｆ、Ｈ、Ｇ、Ａ、Ｉ及びＫに対する１０年度年末

賞与から１１年度３月賞与までの５回の賞与において低額の支給をし

たこと

ウ １１年度においてＣ、Ｆ、Ｈ、Ｇ、Ａ及びＩをクラス担任から外し

たこと

エ １１年度においてＣを卓球部顧問から、Ｅを同部副顧問から外した

こと

オ 組合員を管理職に登用しないこと

カ Ｃの１１年度給与の支給に際し、給与格差を是正しなかったこと

キ Ｃ、Ｄ、Ｘ、Ｅ、Ｆ、Ｈ、Ｇ、Ａ、Ｉ及びＫに対し１１年８月１１

日付けで厳重注意としたこと

ク Ｋに対し１１年９月２４日付けで厳重注意としたこと

(5) 都労委は、上記(1)の申立てに、(2)、(3)の申立てを併合して審理を
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進めていたが、１６年１０月６日、(4)の申立ても併合した。同年１１

月１２日、組合は、(1)イ、オ、(4)ウのうちＩ、Ａに係る申立てを取

り下げ、都労委は最終的に申立事実を以下のとおり整理した。

ア 組合が申し入れた９年度春闘要求に関する団交において、団交の実

施を９年６月１１日まで遅らせ、また、回答の根拠を示さなかったこ

と

イ ８年度からＣを、９年度からＦ、Ｇ及びＨをクラス担任から外した

こと

ウ ９年度からＣを卓球部顧問から、Ｅを同部副顧問から外したこと

エ Ｃの組合結成以前の賃金格差を是正しないこと

オ 組合員に対し上記(2)ア、イ、(4)キ、クの厳重注意をしたこと

カ 組合員を管理職に登用しないことにより差別したこと

キ ８年度３月賞与から１１年度３月賞与までの各賞与の支給に当たり、

組合員に対し低査定を行い、または低い職階に付して低額の支給を行

ったこと

２ 本件において請求する救済の内容の要旨

(1) ９年度春闘要求に関する団交に誠実に応ずること

(2) 組合員に対する８年度３月賞与ないし１１年度３月賞与までの各賞与

の再査定ないしは是正、並びに既支給額との差額及び年５分の付加金支

払

(3) Ｃら４名をクラス担任から外すことによる不利益取扱いの禁止

(4) Ｃ及びＥを卓球部顧問ないし副顧問から外すことによる不利益取扱い

の禁止

(5) Ｃの９年度ないし１１年度の給与是正、並びに既支給額との差額及び

年５分の付加金支払

(6) 組合員に対する懲戒処分の取消し
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(7) 組合員に懲戒処分をすることによる支配介入の禁止

(8) 専任教員を一般教諭と管理職等に分類し、組合員を管理職に登用しな

いことによる支配介入の禁止

(9) 陳謝文の掲示

３ 初審命令の要旨

都労委は、１９年９月４日付けで、上記１(5)キの申立事実のうち１０

年度夏期及び年末賞与に係る部分は申立期間を徒過しているとして却下

し、１１年度賞与のうち常勤講師であるＡに係る部分及び１(5)エの申立

事実については不当労働行為に当たらないとして棄却したが、その余の申

立事実は不当労働行為に該当するとして、学園に対して以下の内容の救済

を命じ、１９年１０月１１日、初審命令書を両当事者に交付した。

(1) 賃金、賞与に関する団交申入れに対する誠実団交応諾

(2) 組合員をクラス担任、卓球部顧問ないし副顧問から外すことによる支

配介入の禁止

(3) 組合員に対する懲戒処分がなかったものとしての取扱い

(4) 組合員を管理職に登用しないことによる支配介入の禁止

(5) 組合員に対する８年度３月ないし９年度３月賞与まで及び１０年度３

月賞与の再査定、並びに既支給額との差額及び年５分の付加金支払

(6) 一般教諭である組合員に対する１１年度賞与の管理職等との差額支払

及び年５分の付加金支払

(7) 文書手交

４ 再審査申立ての要旨

学園はこれを不服として、１９年１０月２３日、初審命令のうち救済を

命じた部分の取消し及び救済申立ての棄却を求めて、再審査を申し立てた。

なお、組合から再審査申立てはなく、上記初審命令において却下、棄却

された申立事実については、本件再審査の対象ではない。
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５ 本件の争点

(1) 学園の９年度春闘要求に係る団交への対応が労組法第７条第２号の不

当労働行為に当たるか。

(2) Ｃ、Ｆ、Ｇ及びＨをクラス担任から外したことが労組法第７条第３号

の不当労働行為に当たるか。

(3) Ｃを卓球部顧問から、Ｅを同副顧問から外したことが労組法第７条第

３号の不当労働行為に当たるか。

(4) 組合員に対する以下の懲戒処分が労組法第１号、第３号の不当労働行

為に当たるか。

ア １０年５月２０日付けＣに対する厳重注意

イ １０年５月２１日付けＣ、Ｇ、Ｉ、Ｊ及びＤに対する厳重注意

ウ １１年８月１１日付けＣ、Ｄ、Ｇ、Ｉ、Ｆ、Ｈ、Ｘ、Ｋ、Ｅ及びＡ

に対する厳重注意

エ １１年９月２５日付けＫに対する厳重注意

(5) 組合員を管理職に登用しなかったことが労組法第７条第３号の不当労

働行為に当たるか。

(6) 組合員に対する８年度３月賞与から１１年度３月賞与までの各賞与の

査定及び支給（１０年度夏期、年末賞与及び１１年度常勤講師分を除く。）

が労組法第７条第１号の不当労働行為に当たるか。

(7) 救済方法の相当性

賞与の再査定及び差額支払の方法として、管理職等を加えた者の勤務

評価の平均を算出し、これを下回らない範囲で組合員の勤務評価の再査

定及び差額支払を命じたことの相当性

第２ 当事者の主張の要旨

１ 学園の主張
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(1) ９年度春闘要求に係る団交について（争点(1)）

初審命令は、学園の団交での対応について、根拠を示すことなく、Ｙ

理事長（以下「Ｙ理事長」）が持参した文書を一方的に読み上げるに留

まったと認定するが、学園は、団交事項について事前に資料を準備する

などして回答内容を検討した上で団交に臨み、組合に資料も示して説明

している。

９年度春闘要求は、９年３月２５日、組合から学園に文書（甲1）で

されたが、その要求項目は極めて多項目であり、同年４月９日に初めて

当該要求に関する組合の団交申入れがされた（甲65）。

初審命令は、組合がベースアップ実施前に第１回交渉を行うよう再三

要求したと認定しているが、ベースアップの実施は４月１日であり、上

記団交申入時には既に実施済みであった。組合は、３月５日の団交でベ

ースアップ前の団交開催を何度も要求したとか、３月２５日付け春闘要

求書を提出して団交を求めたと主張するが、３月５日の団交時にはベー

スアップの具体的要求は全くされておらず、３月２５日付け春闘要求書

はあくまで要求書に過ぎず、団交申入れではない。

また、初審命令は、６月１１日の団交で学園が示した文書は、既に決

定し、校内に掲示された内容と資料であったとし、組合に理解を得よう

とする対応とは到底いえないと判断しているが、ベースアップは既に４

月１日に実施され、その後の４月９日に初めて団交申入れがされたので

あるから、４月１日時点で決定していたことについて、学園に何ら責め

られるべき点はなく、むしろ組合の団交申入時期が適正でなかったこと

が原因である。

(2) クラス担任外しについて（争点(2)）

ア Ｓ１高校では、クラス担任について、１年生の担任が順次２、３年

生へ持ち上がるという方式は採られていない。また、組合は、Ｙ理事
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長の決定によって学年途中で担任を外されたのはＣ、Ｇ、Ｆ、Ｈとい

う組合員ばかりであると主張するが、年度の終了に際し、次年度担任

としなかっただけであり、そのような教職員は組合員に限られていた

わけではない。

イ クラス担任から外れることによって、他の教職員や生徒と接触する

機会がことさら減少することはないが、仮に減少しても、就業時間中

に組合活動をすることは就業規則上禁止されているのであるから、こ

れによって組合の影響力に変化を生じることに直結するものではな

い。ましてや、生徒を巻き込むような組合活動は教育機関では極めて

不適切であるから、仮に生徒との接触の機会が減少したとしても組合

の影響力に何ら変化はない。

したがって、クラス担任外しは、組合運営に対する支配でないこと

は明らかであり、また組合に対する介入にも該当しない。

なお、クラス担任を持てないことによって何ら不利益はなく、「不

利益取扱い」の不当労働行為にも該当しない。

ウ Ｓ１高校では、生徒数の減少に伴いクラス数も減少していたが、教

職員数の減少ができていない状況であった。教職員数がクラス数を上

回る場合には、担任として適正か否かを学校管理者等が相対的に判断

しなければならず、クラス数を上回る教職員数が大きいほどクラス担

任に任ぜられる確率は減少し、不適切と判断される理由はより広範に

及ぶことになる。

エ 学園がＣら４名をクラス担任から外したのは以下の理由からであ

り、同人らが組合員であるか否かとは無関係である。

(ｱ) Ｃについて

学園では、７年度から能力別クラス編成を導入するため、各担任

に理解と協力を求めたが、Ｃはこれに反対し、協力しなかった。
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また、Ｃは、６年度の３年生の担任中、就職や進学のために必要

な重要書類である生徒の「調査書」の記載に記載漏れや誤りがあり、

担任生徒の成績一覧表の作成に当たっても集計ミスが多く、クラス

担任として必要な事務処理能力が不足していた。

さらに、当時の学年主任から、Ｃは生徒への伝達事項を怠りがち

であったとの報告があった。具体的には、卒業旅行の参加申込みを

期限までに提出しない者がいたクラスはＣが担任を務めるクラスだ

けであり、服装等の定期指導を受けずに呼び出された生徒について

は他のクラスにもいたものの、Ｃのクラスが他のクラスに比べ圧倒

的多数に及んでいた。

(ｲ) Ｆについて

８年１１月ころ、Ｚ１補佐教頭（以下「Ｚ１補佐教頭」）は、Ｆ

の担当するクラスの壁新聞に、学内への持ち込みが禁止されていた

ポケットベルに関する記事が掲載されていることを見つけ、Ｆに注

意したが、同人は記事を作成した生徒に適切な措置をとらずに放置

した。

また、Ｆは、背部が大きく開いている洋服や短いミニスカートを

着用するなど派手な服装で教壇に立つことが多く、生徒指導に当た

り、生徒から「先生だって派手な服装をしているじゃないですか。」

などと言われたり、生徒の保護者からの苦情があった。

(ｳ) Ｇについて

８年１１月ころ、Ｚ１補佐教頭は、上記(ｲ)の壁新聞の記事に関

連して、壁新聞の作成を指導したＧにも、記事の内容が不適切であ

るから対応策を講じるように指示したが、同人はその指示に従わな

かった。

また、Ｇが８年度に担当したクラスの退学者が、学年で最も多い
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８名に達し、クラス担任としての力量不足があった。

(ｴ) Ｈについて

Ｈは、職員朝会で生徒に配付するように指示されたＳ１高校学校

長Ｚ２（以下「Ｚ２校長」）作成名義の「Ｓ１高等学校保護者会の

お知らせ」を生徒に配付するに当たり、「注意」として記載された

４行を削除して配付した。

また、８年度中に、Ｈの進路指導が不十分であるとして、保護者

から、Ｈが３年生の担任になることに不安がある旨のクレームを受

けた。

(3) 卓球部顧問等外しについて（争点(3)）

ア 部の顧問や副顧問に就かないことによって、組合の影響力に変化が

生じるものではなく、組合運営に対する支配介入となるものではない

ことは上記クラス担任に任じられないことに関して述べたのと同様で

ある。

イ 学園は、以下の理由から、Ｃ及びＥを卓球部の顧問等から外したも

のであり、同人らが組合員であるか否かとは無関係である。

すなわち、Ｃ及びＥは、８年５月１１日に開催されたＰＴＡ総会で、

卓球部員であった生徒の保護者から、卓球部員の練習中に卓球場で喫

煙しながら指導していることが報告された。

また、同年５月４日にＥの私宅の引越作業を卓球部員に手伝わせ、

後日、この件で卓球部員の保護者から苦情を受けた。

(4) 懲戒処分について(争点(4))

ア Ｃに対する１０年５月２０日付け厳重注意

１０年５月１８日、Ｃが第１職員室内の公示用掲示板から８枚の掲

示文書をはがし、それを印刷したことは、学園の印刷機を無断で使用

し、学園の印刷用紙、インク及び電気エネルギーを盗用したことにな
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るから、同人の行為は、就業規則の懲戒事由に該当し、処分に違法性

はない。

初審命令は、これらの文書は教職員に十分周知されるべきものとし

ているが、すでに掲示することで十分周知されていた。また、Ｃは、

配付した相手は組合員１０名とその他に２、３名と証言し、その２、

３名については名前すら明らかにしない。このことからすれば、Ｃの

行為は、まさに組合員のための組合活動として行われたものといわざ

るを得ない。

イ Ｃ、Ｉ、Ｊ、Ｄ及びＧに対する１０年５月２１日付け厳重注意

１０年５月２１日、職員朝会の開会を教頭が宣言した前後にＣら５

名がＹ理事長を取り囲み、Ｃが「おい。理事長」などと怒声を浴びせ

てその開始を妨害し、終了後も大声や野次を飛ばした。また、Ｃは、

教職員に声をかけようとした生徒に「生徒は入るな。」と怒鳴った。

Ｃら５名の関与の程度には違いがあるものの、職員朝会の開始を妨

害し、理事長を侮辱し、教育的配慮を欠く言動に及び、学園の秩序、

服務規律を乱したものであるから、就業規則に違反しており、処分は

適正である。

ウ 組合員１０名に対する１１年８月１１日付け厳重注意

組合が団交でのＹ理事長の発言を歪めた組合ニュースを配付し、教

職員に誤解を与えたことから、学園は、組合からの謝罪文の提出を求

めた。しかし、組合は誤りがあった事実までを否定し、断固抗議する

旨の抗議文を提出したため、学園は、組合ニュースが組合名で出され

ていることを根拠に、組合員１０名を処分したものである。

エ Ｋに対する１１年９月２５日付け厳重注意

Ｋは、１１年９月９日の職員朝会において、学園から同人が担任す

るクラスの生徒に対し、「授業および部活動参観のお知らせ」を配付
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するよう指示され、配付文書を受け取った。この通知内容は、同月１

６日、１７日に行われる授業参観と部活動参観を保護者に知らせる内

容であった。このような文書は、配付を指示された当日に生徒に配付

することとされていることは従前から教職員は十分知悉していること

だったが、Ｋは９月９日当日に配付しないばかりか、同週内にも配付

せず、翌週１３日に学年部長と２学年主任から別々に速やかに配付す

るように注意、指示されながら、同日にも配付しなかった。さらに、

翌１４日の朝、上記２名から個別に再度配付を指示されたところ、す

ぐに配る旨返事しながらそれをせず、結局、同日の下校時に配付した

ものである。このＫの行為は、業務上の指示に反するものであり、学

園が従前行ってきた保護者への連絡方法を乱すものであって、当然非

違行為として処分の対象とされなければならない。

(5) 管理職への登用について(争点(5))

どのような人事組織を構成し、その職責や職務内容をどのように分担

させ、高校を運営していくのかは、学園が権限を有するものであり、こ

れは従業員の介入を許さない使用者としての専権事項である。そして、

具体的に誰をどの職務の責任者とするかを判断するに際しては、単に教

科指導や生徒指導の能力という観点だけではなく、理事会や校長が決定

し、指示する学校運営に関する事項に対し、積極的に参加、協力するの

か等の観点がより重要とされる。学園の本件管理職への登用や解任は、

このような観点に基づき行ったものであり、組合員であるか否かの観点

から行ったものではない。

(6) 賞与について（争点(6)）

ア 学園は、本件申立てより前から、教職員を管理職教員、一般教諭、

養護教諭及び司書及び常勤講師の４グループに分け、それぞれのグル

ープ毎に勤務評価を行ってきた。職責、職務内容、雇用形態の違いに
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より、各職階に対し、期待し、要求するものは異なってくるから、勤

務評価について重視すべき項目や程度に差を設けることにしているの

である。

イ ８年度３月ないし１０年度３月賞与については、勤務評価を採用し

ているが、組合が差別支給と主張するものの大部分が標準以上の評価

となっており、例外的に低い評価となった者については、下記のとお

り、低査定の理由があるから、学園の勤務評価が適正にされているこ

とは明らかである。

ウ 各組合員の低査定の理由について

(ｱ) Ｃ、Ｈ ８年度３月賞与

８年５月２５日の職員会議において、毎年生徒に行うＹＧ性格検

査等の監督者に対する研修が予定されていたが、Ｃは休日出勤の代

休を取得し、Ｈは年次有給休暇を取得し、職員会議を欠席した。

査定に際し、年休取得がどの程度であるか、代休や年休取得した

日に予定されていた業務がどのようなものであり、従業員として出

勤し、参加すべき必要性があったのか等を考慮することは、事業に

対する貢献度や態度として当然評価の対象とされる。

(ｲ) Ｃ、Ｅ ８年度３月賞与

保護者から喫煙、引越しの手伝いに関する苦情があった。卓球部

顧問外しの理由と同じ。

(ｳ) Ｃ ８年度３月賞与

８年９月１９日、Ｃが授業時間中に生徒に対して私学助成の署名

について説明し、関連文書を配付したため、翌２０日に同人を学園

長室に呼び、厳重に注意した。

Ｃの担当教科は地理であり、私学助成との間には何ら関連性はな

く、地理の授業中に私学助成の話をすることの必要性は全く存在し
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ない。

(ｴ) Ｈ ８年度３月賞与

保護者から進路指導に対する苦情があった。クラス担任外しの理

由と同じ。

(ｵ) Ｇ ８年度３月賞与

担任したクラスから８名の退学者が発生した。クラス担任外しの

理由と同じ。

(ｶ) Ｇ、Ｈ ８年度３月賞与 Ｇ ９年度夏期賞与

８年１２月６日午後、学校見学の中学生やその保護者がいる中で、

ＧとＨは水に濡れた鮭２０匹ほどを玄関から職員室に搬入した。こ

れを見たＹ理事長は、魚をただちに学外へ出し、汚れた廊下を掃除

するように指示した。

このような行為は、事情の如何を問わず教職員として配慮すべき

ことに欠けていることは事実であって、査定において低査定とされ

る事由に該当するものである。

(ｷ) Ｇ、Ｆ ８年度３月賞与

Ｆの担任するクラスの壁新聞に、学内への持ち込みが禁止されて

いるポケットベルに関する記事が掲載されていたことから、Ｚ１補

佐教頭が、ＦおよびＧに対応策を採るように指示したが、何もしな

かった。クラス担任外しの理由と同じ。

(ｸ) Ｘ、Ｈ ８年度３月賞与

Ｘ及びＨは、保護者会のお知らせ文書を改ざんして配付した。Ｈ

に係るクラス担任外しの理由と同じ。

(ｹ) Ｈ ８年度３月賞与

８年６月、体育の授業で頸椎の負傷および足首の捻挫などが発生

していたため、Ｓ１高校としては、体育の授業でマット運動の実技
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指導をする際、倒立前転は行わないことをＹ理事長とＺ３教頭（以

下「Ｚ３教頭」）で決定し、その決定を体育科主任から体育担当教

員に指示していた。仮に事故発生という事態が生ずれば、学園は責

任を免れることはできないのであって、学園に所属する担当教員は、

学園が決定したこの指示に全面的に従わなければならないものであ

る。従って、当該指示に反し、以降もこれを続けたＨを査定におい

て低く評価したことは正当である。

(ｺ) Ｆ ８年度３月賞与

Ｆの服装が派手であるとして、生徒や保護者から苦情があった。

クラス担任外しの理由と同じ。

(ｻ) Ｄ ８年度３月賞与

８年度、Ｄは年度を通じて生徒募集活動に消極的であり、中学校

の訪問回数が少なく、また、職員室でクラスの生徒が増えると負担

になるので、一生懸命生徒を集めなくても良いという趣旨の発言を

した。

(ｼ) Ｅ ８年度３月賞与

組合が関与する保護者懇談会が、会合や会費徴収の通知をしたこ

とが契機となり、保護者からの苦情があり、ＰＴＡ役員から適切な

対処を求められた。

(ｽ) Ｃ、Ｇ ９年度夏期、３月賞与

９年２月１９日の職員朝会で、Ｚ３教頭が保護者からの保護者懇

談会についての苦情の趣旨の書簡を教職員に回覧し、保護者懇談会

なる私的な団体に関わっているものは自粛されたい旨を指示したと

ころ、ＧおよびＣは、大声でＺ３教頭に罵声を浴びせ、職員朝会の

円滑な進行を著しく阻害した。

(ｾ) Ｃ、Ｅ、Ｆ、Ｇ ９年度夏期、３月賞与
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上記(ｼ)、(ｽ)に関し、Ｃらは９年２月２０日付けで厳重注意を受

けた。

(ｿ) Ｃ ９年度夏期、３月賞与

９年５月２８日の職員朝会の席上、Ｚ３教頭が学費滞納者への通

知について説明している最中、Ｃは、「月謝滞納者はテストを受け

させないと言っていたのに、今回からは受けさせるんだってよ。」

などと大声で叫び、職員朝会の秩序を乱した。

(ﾀ) Ｃ ９年度夏期、３月賞与

９年５月２９日、Ｃが就業時間中に第１職員室で組合文書をワー

プロで作成している旨の報告を受けたＹ理事長が同職員室に行く

と、Ｃは慌ててワープロ画面を隠した。学園は、６月２日、Ｃに厳

重注意をしたが、同人はこれからも行う旨の発言をした。

(ﾁ) Ｃ ９年度夏期、３月賞与

９年５月３０日、Ｃは募集委員長が作成した生徒募集活動に従事

する教職員向けの募集情報紙「邁進第１号」の初稿ドラフトを無断

で持ち出し、Ｓ１高校の印刷機で印刷した。

(ﾂ) Ｃ、Ｇ、Ｊ ９年度年末、３月賞与

９年１０月４日、職員会議の席上、文化祭と体育祭の係分担につ

いて説明した際、警備の配置について、Ｃは、ＧおよびＪらととも

に大声で発言し、議事進行を妨害した。

(ﾃ) Ｆ ９年度年末、３月賞与

９年１０月１４日午後３時からの生徒募集説明会に先立って、Ｆ

は、午前１１時ころから各々が指示された係分担に従って準備を行

った。Ｆは、来校者に湯茶、コーヒーを供するために準備するお茶

係であったが、この担当業務を早々に放棄して、音楽室でピアノを

演奏しながら歌を歌っていた。
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(ﾄ) Ｆ ９年度年末、３月賞与

Ｆは、９年度の校務分掌として生徒指導部に所属していたが、同

年７月１６日、Ｚ１補佐教頭は、全校生徒に配付する生徒指導部が

関連するプリントの印刷をＦに指示したところ、同人は、「前回も

私がやりました。今度は他の者に頼んでください。」などと言って

拒否し、協力しなかった。

(ﾅ) Ｈ ９年度年末、３月賞与

Ｓ１高校では、学校施設外でクラブ活動の合宿を行うには、必

ず生徒会部長、教頭を経て校長の許可を要することとしていたが、

学校施設外での合宿を事実上認めていなかった。９年８月、Ｈは、

この許可を得ず、顧問をしているバスケットボール部の合宿を新潟

県内で行った。

(ﾆ) Ｊ ９年度年末、３月賞与

９年１０月、英語科主任は、他の英語科の教諭が中学校訪問に出

かけ、英語科の教諭でその予定のなかったＪに対し、外国人講師室

の出入口の施錠と鍵の管理を臨時の当番として要請したが、Ｊは一

旦は了解しながら、皆が出かける際になって「私は鍵を預かる自信

がない。」などと突然言い出し、施錠管理に協力しなかった。

(ﾇ) Ｊ ９年度年末、３月賞与

９年６月から１０月ころまで、Ｊは、頻繁に外国人講師らを引き

留め、職員室で業務と関係のない雑談を繰り返していた。このこと

で外国人講師らの授業の準備を妨害しているとして、外国人講師ら

を派遣している人材派遣会社から、Ｓ１高校に対し、派遣契約違反

に当たる旨の警告を受けた。

(ﾈ) Ｋ ９年度３月賞与

Ｓ１高校は、９年度２学期（９月）から、Ｋに２年１４組のクラ
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スを担任させたが、学年会の議事録の書き忘れ、生徒への伝達事項

の失念があった。これに対し、学年主任が注意したが、改善されな

かった。

(ﾉ) Ｄ ９年度３月賞与

中学校側から進学指導のために担当教諭がＳ１高校を訪れること

があり、生徒募集活動には、これに応接することも含まれる。９年

１２月中旬、Ｄの担当する区域の中学校の教諭が来校した際、これ

を迎えたＤの応接態度全般が横柄かつ尊大であり、不適切な対応で

あった。

(ﾊ) Ｄ ９年度３月賞与

９年１２月初旬ころ、Ｄは、第１職員室内で生徒募集に関して「そ

んなに頑張って生徒を集めなくてもいい。そのほうが１クラス当た

りの生徒数が減って担任が楽になるから。」などと言った。

(ﾋ) Ｉ ９年度３月賞与

９年１２月中旬ころ、Ｉは、就業時間中に学園長室に入ろうとす

るＹ理事長に対し、「理事長」と叫びながら、閉めようとしている

ドアを開けて入室し、退出を求める同理事長に対し、大声で「先日

の団交でのあんたの発言はなんだ。」などと言った。

(ﾌ) Ｉ ９年度３月賞与

Ｉは、９年度を通じての中学校訪問件数はわずか２件で、他の教

諭に比べて極端に少なく、最低の訪問件数であった。ちなみに同じ

地区を担当する者で最も多い者は２４４件であり、Ｉの次に少ない

者でも８４件であった。

(ﾍ) Ｘ ９年度３月賞与

Ｘは、９年度中に電車内でＹ理事長の前にいても全く挨拶しよう

としなかった。また、１０年１月下旬、Ｓ１高校内で同理事長と行
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き会ったにもかかわらず、目礼もしなかった。

エ １０年度３月の賞与について

初審命令は、１０年度３月賞与については査定理由を明らかにして

いないから改めて適正に行う必要があるとするが、組合員への支給額

と平均支給額との間に差はないのであるから、そもそも不利益取扱い

があったことの疎明がないのであって、改めて勤務評価を行う必要は

ない。

オ １１年度夏期、年末賞与について

１１年度夏期、年末賞与については、一定の成果比例配分率により、

勤務評価（人事考課）を採用せず、かつ、特別加算についても夏期は

一律５０００円を支給し、年末は実施していないのであるから、差別

支給がないことは明らかである。初審命令は、１１年度の賞与につい

て、査定による差別の余地はないと判断しながら、組合員を管理職に

登用しないことが不当労働行為であるとして賞与の支給についても差

別的取扱いであると判断している。しかしながら、上記のとおり、管

理職に登用しないことは不当労働行為に該当しないものであるから、

賞与支給に差別的取扱いがあったことにはならない。

(7) 救済方法について（争点(7)）

初審命令は、９年度夏期及び年末賞与の救済方法として、一般教諭に

ついては、部長らと養護教諭及び司書に一般教諭を加えた評価点の平均

との差額を支払うこととし、その他の賞与についても管理職等と同様に

支給することを命じている。

しかし、管理職と一般教諭における職務と責任は異なるものであり、

賞与は、支給対象期間中に現に勤務した個々の教職員の職務内容、責任

等に基づき支給されるものであって、現実に管理職として職務を遂行し

ておらず、管理職として重い責任を負っていない組合員に、これらの職
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務と責任を遂行した管理職と全く同じ扱いを命じる初審命令は救済方法

として極めて適正さを欠く。

２ 組合の主張

(1) ９年度春闘要求に係る団交について（争点(1)）

組合は第１回交渉をベースアップ実施前に行うよう再三要求したが、

学園がこれを引き延ばして６月１１日となった。学園に組合との団応に

よって労働条件を決めるという姿勢は全くなく、ベースアップや夏期賞

与を団交前に一方的に決定し、通告した。

学園は、組合の団交申入時期が遅かったと主張するが、組合は、９年

３月５日の団交において、ベースアップ前の団交開催を何度も明確に要

求していたが、Ｙ理事長はその場においてこれを拒否して、同年６月７

日を指定した。組合はその後も３月２５日には春闘要求書を提出して団

交を求め、４月９日にも団交申入れを行い、その後抗議文を含め８回の

団交申入れを行っている。

Ｙ理事長は、団交の場では、用意した文書を読み上げるだけで、それ

以外の回答では全く場当たり的な回答に終始し、納得できる資料の提出

や説明などは一切なく、交渉とは関係のないことに時間を費やすなどし

ており、春闘要求や賞与に関し、９年度の春闘要求も含めて一度も妥結

できたことがない。

(2) クラス担任外しについて（争点(2)）

ア 学園では、通常、１年生の担任が次年度は２年生に、次々年度は３

年生に順次持ち上がる方式がとられていた。

イ クラス担任外しを行って生徒や教職員との接触をさせず、さらに職

員室からも排除して別室に移すことは、教員としての本来業務・教育

活動をさせず、やりがいを奪い、教師としての力量を高めていく機会

を奪うものである。組合員に対するこのような取扱いは、他の教職員
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には「見せしめ」となり、組合員への接触を回避させるという効果を

持つもので、支配介入そのものであって、団結権の侵害である。

ウ ５年から現在までの担任と組合員との関係の推移をみると、８年以

降担任から外れている教職員に占める組合員比率が大きく増え、９年

には担任を持っている教職員の中に占める組合員比率を上回るように

なったことが分かる。担任外しが組合攻撃の手段とされていることは、

このことからも明白である。

エ 学園がＣらをクラス担任から外した理由として主張する点は、いず

れもその根拠に欠け、クラス担任を外す理由にはならない。

(ｱ) Ｃについて、

「調査書」の記載に記載漏れや誤りがあったような事実は全くな

く、管理職やその他の教職員の指導応援のもとに不備のないように

作り直したという点も事実無根である。また、卒業旅行の参加申込

みについても、Ｃはただちに未提出者の保護者とも連絡を取るなど

して対応しており、学年会議においてこの件について問題になった

こともなく、何らの支障も来していない。服装等の定期指導の点に

ついても、学園の主張は教育指導途上の一時点の状況のみをとらえ

Ｃを非難するもので、全く失当である。

なお、学園が挙げているのは６年度における事情であり、Ｃは翌

年度は担任とされているのであるから、これらが８年度においてＣ

を担任から外す理由となり得ないことは明らかである。

(ｲ) Ｆについて

Ｆは、当時から現在に至るまで服装についての注意や指導を受け

たことはなく、８年度当時もそれ以降も生活指導部に所属し、風紀

指導を任じられている。また、背部が大きく開いた服を学校内で着

用したことはなく、学園が主張する理由自体が事実でない。
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Ｆを担任から外した９年度は、受け持つ学年が１年から２年にな

る年であり、その学年のクラス数は減少していない。２年担任には、

産休取得予定の教職員まで担任にするなど、担任となる者が不足し

ていた。このようにＦを担任から外した理由は組合員であること以

外には存在しない。

(ｳ) Ｇについて

実践国語の授業において、壁新聞を作成し、校内に貼り出すこと

は、当時の国語科主任、学年部長に許可を得ており、その意義は、

学園も認識していた。

ところが、Ｚ１補佐教頭は、その中の１作品がポケットベルにつ

いて扱っていることが問題であるとして、指導担当者に事情を聞く

ことなく、生徒が多数見ている朝の登校時間にその新聞を壁からは

がし、その作品にバツ印をつけた。その後、Ｚ１補佐教頭は、はが

した新聞を誰が作成させたのかと非難するのみであり、その作品を

作成した生徒の取組状況などについて、事情説明を求めることはな

かった。

また、学園が、その他の教科担当が指導した新聞にもポケットベ

ルを扱ったものがあった事実を知らなかったのは、その内容に問題

があると考えたことよりも、教科指導したＧとそのクラス担任であ

るＦを攻撃するための材料に過ぎなかったことを証明する事実であ

る。

(ｴ) Ｈについて

「Ｓ１高等学校保護者会のお知らせ」に「注意」として記載され

た部分は、敵意に満ちたものであった。Ｈは、保護者懇談会は生徒

の成長を中心として、保護者と教師が本音で語り合う場が欲しいと

いう保護者の願いから作られた自主的な有志の会であり、同会につ
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いて「学校に対立する得体の知れない組織」であるかのように宣伝

することは、保護者を不安にし、いたずらに混乱を招くものであり、

子供の成長のために活動されている保護者を敵視し、心を踏みにじ

る行為であると考え、削除したものである。

(3) 卓球部顧問等外しについて（争点(3)）

Ｓ１高校では顧問、副顧問への就任及び担任は本人の希望に基づいて

行われているところ、本人の意思に反し、しかもＣとＥによる卓球部の

長年の実績を無視して、ＰＴＡ総会における保護者からの苦情に乗じて、

組合攻撃の一環として卓球部の顧問、副顧問を外したものである。

Ｓ１高校においては、クラブ活動は長年顧問として携わっていた多く

の組合員によって支えられてきた。組合員らはその中で生徒や同僚の教

職員らの信頼を得、組合の影響力を拡げてきたのである。それに対し、

学園はこれを嫌って、委員長（当時）のＣが長年関わってきた卓球部の

顧問をまず外したものであって、これは組合の影響力の縮減を狙った支

配介入以外の何ものでもない。

(4) 懲戒処分について（争点(4)）

以下の主張を加えるほか、初審命令第２の６(2)②申立人組合の主張

欄に記載されたとおりであるから、これらを引用する。

ア Ｃに対する１０年５月２０日付け厳重注意

Ｃが取り外した文書には、学校業務、教職員の生活や権利、一時金

の支給基準や労働条件に関する重大な内容が記載されており、文書の

数も多く、情報量も多かった。それらが見にくい場所に掲示されてい

るだけでは、周知として十分であるとはいえない。しかも、学園はこ

れらの文書を従前は教職員に配付していたのである。これらの事情を

考慮すれば、「軽微な事柄を殊更に問題視したもの」との初審命令の

判断が正しいことは明白である。
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イ Ｋに対する１１年９月２５日付け厳重注意

Ｋが文書配付を躊躇したのは、文書に記載された授業及び部活動の

参観の日程が、Ｋが担任しているクラスの伊豆研修旅行の日程と全く

重なっており、文書を配付することで保護者と生徒に混乱を招いてし

まうのではないか、また授業参観日と研修旅行を同じ日程にしたこと

に関して、学校の見識が問われるのでないかと考えたためである。し

かも、９月１４日には躊躇しながらも学年部長らの指示に従って文書

を配付し、生徒や保護者らの混乱もなかったのであるから、非違行為

として処分を受けるような問題ではなかった。

(5) 管理職への登用について（争点(5)）

９年度以降の管理職への登用をみると、組合及び別組合の組合員は一

切登用されておらず、後にテックユニオンを結成した教職員も登用され

ていない。逆にそれ以外の教職員は間もなく定年を迎えるなど例外的な

事情のある３人を除き、全て管理職に登用されている。また、既に管理

職であった２名の者が、１４年２月にテックユニオンが結成され、その

メンバーであることが公然化すると、同年４月には管理職から一般教諭

に降格された。このように管理職の登用から組合員が排除されている実

情がある以上、学園の側でこれらの登用は組合員か否かではなく、別の

公正な評価の結果であることを具体的に主張、立証しない限り、組合員

であることを理由とする差別であると考えるべきである。

学園は、組合の本件申立てを受けて、不当労働行為であることを隠蔽

しつつ、組合員らに対する処遇差別を続けるため、本来であれば組合員

らとの比較対象となるべき一般教諭を「管理職」とし、それらの者に対

しては一時金の支給基準も組合員ら「一般教諭」より高いものとし、月

例賃金においても組合員ら「一般教諭」にも支払われる基本給は据え置

き又は切り下げとする一方、「管理職」には管理職手当を支給すること
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とした。したがって、「管理職」から組合員を排除することは、低い処

遇を押し付ける不利益取扱いになると同時に、組合員である限り「管理

職」には登用されないことを示すことによって組合の影響力の縮減、弱

体化を図る支配介入であるといわざるを得ない。

(6) 賞与について（争点(6)）

以下の主張を加えるほか、初審命令第２の８(2)①申立人組合の主張

欄に記載されたとおりであるから、これらを引用する。

ア ８年度３月賞与から９年度３月賞与について

(ｱ) Ｃ及びＨの職員会議欠席について

学園は何らの留保もせずに代休や有給休暇を認めた以上、それを

査定において不利益に取り扱うことは休日や有給休暇を保障した法

の趣旨に反し許されない。しかも、そもそも同日の休暇取得、職員

会議の欠席には本来何の問題もなく、Ｃ、Ｈ以外の休暇取得者が当

日の休暇取得を理由に低い査定を受けたという事実もない。

(ｲ) Ｃの署名文書の配付について

組合としては私学助成の課題を重要なものと考えていたが、Ｃが

それを授業の中でことさらテーマとして扱ったり、生徒たちをその

運動に巻き込もうとしたりした事実は一切なく、あくまで生徒から

の質問を受けて答えたり、保護者に言われて文書を求めてきた生徒

にそれを渡したりしたに過ぎない。

(ｳ) ＧとＨの鮭搬入について

鮭は冷凍され一尾ずつビニール袋に梱包されていたものであっ

て、「水に濡れた」状態ではなかった。職員用玄関前のトラックで

品物を確認して受け取り、注文した教職員に渡すために職員用玄関

から職員室に運び入れたのであるが、その際廊下を少し濡らしてし

まったのはビニール袋の外側の結露によるものである。それもすぐ
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に気がついて拭き取っており、支障は生じていない。その間は時間

にして１分程度のことであり、事情の如何を問わず教職員として配

慮すべきことに欠けていたと非難されるようなものではない。この

件が問題とされるのであれば、搬入作業をした者のみではなく、共

同購入を行った教職員全員について実情を調査した上で査定を行う

べきである。

(ｴ) Ｈの倒立前転禁止違反について

倒立前転という種目は「基礎技能種目」であり、中学の時点でほ

とんどの生徒が行っている。Ｈ以外の教職員の授業で事故が生じた

ことがあったが、補助を生徒に行わせていた。それに対し、Ｈは、

生徒の一人ひとりの運動能力に配慮し、できると思われる生徒には

Ｈ自身が補助をしてやらせており、Ｈの授業では全く事故は生じて

いない。Ｈが、十分な配慮の下にやむなくこれを行ったことを一方

的に低査定の理由とすることは許されない。

(ｵ) Ｃの９年５月２８日の職員朝会における言動について

そもそもＣが大声で野次をとばしたという事実自体が全く存在し

ない。学園は、当時、Ｃが発言したり意見を述べたりすれば、すべ

て「大声で暴言を吐いた。」「野次を飛ばした。」「職場秩序を混乱

させた。」などとして攻撃の材料としており、これもその一つであ

る。

(ｶ) Ｃの９年５月２９日の就業時間中の組合文書作成について

Ｃが当時作成していたのは授業で使用する教材であって、組合文

書であるというのはＹ理事長の勝手な思いこみ、ねつ造である。

(ｷ) Ｃの生徒募集情報紙の無断持出しについて

Ｃは、既に印刷されたもので、いずれ配付されると思って１枚持

って行ったにすぎず、実際にその後配付されている。
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(ｸ) Ｃ、Ｇ及びＪの９年１０月４日の職員会議の議事進行妨害につい

て

当日の職員会議では、Ｃは、体育祭の係分担について、別組合の

組合員が警備係とされたことについて、質問と改善を求める意見を

述べた。学園においては、当時、組合員への差別といやがらせを目

的として、学校行事の係分担などから組合員を排除することが横行

しており、これに対して、組合員が意見を述べると、「暴言を吐い

た。」「職場秩序を乱した。」などと攻撃の材料とした。本件もまさ

にその一例である。

(ｹ) Ｆの業務指示に対する非協力について

当時、Ｓ１高校は全校４３クラス、生徒数１９０１名であって、

全クラス分の印刷作業を一人で行うと１、２時間を要する作業とな

る。学園においても、このような仕事の場合は、通常、事前に印刷

日時を確認し、担当者間の公平に配慮した上、協力を得られるかど

うかを確認するか、時間を調整するか、急ぎの場合には何人かに声

を掛けて時間に余裕のある人を探し、印刷作業を行っていた。Ｆ以

外の生徒指導部員は当時２９名おり、かつ、当日は「生徒自宅学習

日」であったため、担任となっている生徒指導部員であっても印刷

作業を行う時間を取ることは可能であった。

(ｺ) Ｈの無許可合宿について

Ｚ３教頭は保健体育科の教職員であり、高校生の運動部にとって

の合宿の必要性や重要性は誰よりも理解していたため、事実上合宿

が行われることについては認めていた。Ｈも、「強化練習」という

形で、参加申込書、日程、保険、参加費用などの詳細なプリントを

作成し、それらをＺ３教頭に見せた上で「事故のないように」と口

頭ではあるが承認を受けていた。
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(ｻ) Ｊの９年１０月の施錠管理への非協力について

この外国人講師室施錠問題では、当時何ら問題は生じておらず、

その件でＪが注意を受けたり、指導されたなどという事実は全くな

かった。実際、学園にとっても「些細な事柄」だったのである。Ｊ

は英語科の教職員としてはもっとも熱心、まじめであり、教材作り

や教材研究にも多くの時間を費やし、また、外国人講師へのアドバ

イスなどにも力を注いでいたのであって、学校運営に非協力的であ

った事実は全くない。

(ｼ) Ｊの９年６月から１０月ころの外国人講師との雑談について

Ｊは、外国人講師が学校の設備や制度、授業の内容、生徒たちの

英語力や実践の状況など、必要な情報を求めて質問してきたのに対

し、持ち前の英会話力を活かして丁寧かつ親切にアドバイスしたも

のである。本来は学園が行うべき情報提供をＪが補ったものであっ

て、高く評価されこそすれ、低査定の理由になるようなものではな

い。なお、当時派遣会社から契約違反の警告があったとの事実は教

職員らには知らされておらず、Ｊもこの点について注意や指導を受

けたことは一切ないのであって、学園の主張は前提事実自体が極め

て疑わしいといわざるをえない。

(ｽ) Ｋの議事録の書き忘れ等について

議事録をいつまでに作成するか、明確な基準があるわけではなく、

担当教員は通常自分の都合の良いときに議事録を作成していたので

あって、作成時期は各自まちまちであった。もちろん、何日以内に

作成しなければならないという指示があれば、それに間に合うよう

に作成作業を優先することになるが、そのような指示もないもので、

議事録作成の遅れ（基準がないので、なにをもって「遅れた」と評

価するのかも不明確である。）を低査定の理由とするのは妥当性が
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ない。

(ｾ) ＸのＹ理事長に対する挨拶について

Ｘは、当時、子供の保育園への送り迎えのために自動車がなけれ

ば到底通勤できない状況であった。放課後部活動を指導した後、バ

スや電車を乗り換えて保育園に向かうのでは、閉園時間に間に合わ

ないため、雪の日も車で通勤していたほどである。したがって、当

時、電車の中でＹ理事長と一緒になることはなかった。

イ １０年度３月賞与について

組合員への支給額と平均支給額との間に差がないという学園の主張

は、管理職等、一般教諭及び常勤講師の階層毎に評価が行われ、支給

額が定められたことを前提に、一般教諭のみの平均支給額を算定し、

それと組合員への支給額とを比較しているもので、その点から是正さ

れるべきものである。部長等と養護教諭及び司書に一般教諭（但し、

組合員、明泉教組組合員及び出産・病気などの休暇及び休業の実績の

ある者を除く。）を加えた評価点の平均との差額を算定するならば、

組合員への支給額がそれよりも低いことは明白であって、不利益取扱

いがあったことは明らかである。

ウ １１年度夏期、年末賞与について

管理職に登用しないことが不当労働行為に該当することは上記(5)

のとおりであり、学園の主張は理由がない。

(7) 救済方法について（争点(7)）

Ｓ１高校における「管理職」のうち、部長ら及び養護教諭及び司書は

実際上管理職としての職務や責任を負っているものではなく、賃金や一

時金などの処遇上そのような階層とされているにすぎない。学園は、組

合員をそのような処遇から排除するという不当労働行為を行っているの

であるから、その救済方法として同じ処遇を行うことを命じるのは当然
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である。

第３ 認定事実

当委員会が証拠により認定した事実は、以下のとおりである。

１ 当事者等

(1) 学園は、肩書地に法人事務局を置き、Ｓ１高校のほか、Ｓ１女子短期

大学、同付属幼稚園及びＳ１２専門学校を設置する学校法人であり、再

審査終結時の教職員数は約１９０名（うちＳ１高校の教職員数約８０名）

である。

Ｙ理事長は、学園の創設者Ｚ４の子であり、昭和５７年１１月２５日、

学園の理事に就任した後、元年４月１日、Ｓ１女子短期大学学長に、３

年１月５日、学園の理事長（学園長も兼務）にそれぞれ就任した。初審

申立当時、Ｓ１高校の校長は、Ｙ理事長の弟であるＺ２校長であったが、

１３年度はＺ３教頭が、１４年度はＺ１補佐教頭が、１５年度及び１６

年度はＺ５補佐教頭（以下「Ｚ５補佐教頭」）がそれぞれ校長となり、

１７年度以降はＹ理事長が校長も兼務している。

(2) 組合は、５年４月１７日、Ｓ１高校の教職員１８名によって結成され

た労働組合であり、東京私立学校教職員組合連合（以下「東京私教連」）

に加盟している。初審申立時の組合員数は１２名、再審査終結時の組合

員数は１１名である。

なお、Ｓ１高校の教職員には、雇用契約の内容に応じて、専任教諭、

常勤講師（９年度までは専任講師と呼称。以下、時期を問わず「常勤講

師」）及び非常勤講師の種別があるが、組合員については、常勤講師で

あるＡを除き、いずれも専任教諭である（ただし、Ｊは１１年に、Ｃは

１６年に、Ｋは２０年にそれぞれ学園を退職した。）。

(3) 学園には、別組合として、明泉学園教職員組合（６年１０月３１日結

成、以下「明泉教組」）及びテックユニオン（１４年２月結成）が存在
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する。

２ 学園における労使関係の経緯

(1) 昭和４５年５月１１日、学園の教職員１８名が東京私学労働組合に加

入し、Ｓ１高等学校分会を結成したが、同分会は、５１年４月ころまで

には組合員が分会長及びＣの２名のみとなり、事実上活動休止状態とな

った。

Ｃらは、Ｓ１高校の教職員に新たな労働組合の結成を呼びかけ、５年

４月１７日、旧組合の解散と同時に、組合員１８名により組合が結成さ

れた。

(2) 組合は、５年４月１９日、組合の結成を学園に通知するとともに団交

申入れを行い、同年５月１４日、第１回団交が開催された。組合結成後

２年間は、年に６回から７回程度の団交が開催されていたが、その後は

年に３、４回に減少した。なお、学園は、第４回団交以降、学園内での

団交開催を拒否するようになり、それ以後は、組合が手配した町田教育

会館などの学外の会場で団交が開催されている。

団交では、学園側はほぼＹ理事長のみが発言し、組合から申し入れら

れた団交事項について、あらかじめ準備した文書を一方的に読み上げる

形で回答が行われ、組合の要求に対しては、お断りします、認めません、

必要ありませんなどと答えるのみで、その理由や具体的根拠が示される

ことはなかった。なお、これまでの団交において、労使間で合意の成立

した事項は存在しない。

(3) 組合は、組合結成の際、Ｓ１高校の生徒の保護者に対し、Ｓ１高校を

よりよい学校にするために組合を結成した旨の通知を郵送した。組合は、

５年１０月３１日、「保護者の皆様と語る会」を開催し、同年１１月２

８日、組合員１８名と保護者６０名とで「Ｓ１高等学校保護者懇談会」

（以下「保護者懇談会」）を結成した。保護者懇談会は、保護者と教職
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員並びに卒業生・在校生が協力し、豊かな教育（教育条件）づくりを目

指すことなどを目的として、会則を設けて、会員から年２０００円の会

費を徴収し、年１回の総会、役員会、講演会及び公費助成を求める署名

活動などの活動をしている。

一方、学園には、Ｓ１高校の保護者組織として「Ｓ１高等学校父母会」

が存在したが、８年ころ、同会の名称が「Ｓ１高等学校保護者会」（以

下「保護者会」）に変更され、保護者懇談会と名称が類似するに至った。

学園は、保護者宛の文書等に、保護者懇談会について、Ｓ１高校の名

称を勝手に使用されて迷惑していること、学園が許可したものではない

ことを記載することによって、その周知を図っていた。

保護者懇談会は、１０年から「こもれびの会」に名称を変更して活動

を続けている。

(4) 明泉教組の結成と不当労働行為救済申立て

明泉教組は、７年から９年にかけて、都労委に対し、学園の不誠実団

交、組合員に対する懲戒処分及び６年度ないし８年度賞与における低査

定について救済申立てを行った。都労委は、これらを併合した上、１１

年１１月２日、全部救済命令を発した（都労委７年(不)第９号、８年(不)

第５１号、９年(不)第４７号）。

明泉教組は、１０年及び１１年にも、９年度及び１０年度賞与におけ

る低査定について救済申立てを行い、都労委は、これらを併合した上、

１３年１１月２０日、全部救済命令を発した（都労委１０年(不)第５１

号、１１年(不)第７２号）。

学園は、再審査を申し立てることなく上記各命令を履行し、同命令は

確定している。

(5) 別件民事訴訟の経過

組合の組合員ら１０名は、東京地方裁判所八王子支部に対し、学園が
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１０年度から実施した就業規則ないし労使慣行の不利益変更が違法であ

るとして、変更前の就業規則に基づく賃金の支払いを求める民事訴訟を

提起した。同支部は、学園の就業規則変更に合理性があるとは認められ

ず違法無効であるとして、組合員らの請求を認める判決を言い渡した。

同判決に対し、学園が控訴したが、２０年１月２４日、東京高裁裁判所

は、認容額を若干減額したものの、ほぼ原判決を維持する内容の判決を

言い渡した。これに対し、学園は上告しなかったことから、組合員らの

勝訴判決が確定した。

３ ９年度春闘要求に関する団交について

(1) 組合は、９年３月５日に開催された８年度第４回団交の席上において、

９年度昇給に関してベースアップ実施前に団交を開催することを求めた

が、Ｙ理事長は次回団交を６月７日（以下、年の記載のない日付は９年

である。）に開催することを提案した。組合は、それでは遅すぎるとし

て、再度ベースアップ実施前に団交を開催するよう求めたが、Ｙ理事長

は約束はできないなどと述べ、明確な回答をしなかった。

(2) 組合は、３月２５日、学園に対し、賃金を私教連組合員の平均賃金並

に引き上げること、賞与を年間７．５か月分支給することなどを要求す

る内容の９年度春闘要求書を提出した。組合は、４月９日、９年度春闘

要求に関する回答を同月２５日までに書面で行うとともに、同月２６日

までに団交を開催することを求め、さらに、同月１７日にも、「これま

でのいい加減な態度と団交拒否、団交引き延ばし、不誠実団交を絶対に

許しません。」などと記載された文書により、団交の開催を求めた。

しかしながら、学園はこれに応じず、団交が開催されないまま、同月

２５日、ベースアップ後の４月分給与が支給された。組合は、これに抗

議して、同月２８日午前８時５０分から午前９時までの時限ストライキ

を行うとともに、５月６日には同月１６日までに、同月１３日には同月
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２３日までに、同月２１日には同月３０日までに、それぞれ団交を開催

することを申し入れた。これに対し、学園は検討中と回答するのみで、

上記各団交申入れに応じなかった。

学園は、５月１９日、組合に対し、前回団交で提案していた６月７日

の団交開催に応じる旨を通知していたが、５月２７日になって、６月１

１日に団交を開催することを提案し、その諾否を求めた。組合は、これ

に抗議して、当初予定の同月７日に団交を開催することを求めたが、学

園が応じないことから、同月３日、やむを得ず同月１１日の団交開催を

了承する旨の回答をした。

(3) ６月１１日の団交について

６月１１日午後６時から午後８時２０分ころまでの間、町田教育会館

において、９年度春闘要求を議題とする９年度第１回団交が開催された。

組合側の交渉担当者は、組合の委員長であったＣのほか、東京私教連の

Ｌ副委員長など合計９名であった。これに対し、学園側の交渉担当者は、

Ｙ理事長のほか、Ｚ２校長、Ｚ３教頭、Ｚ６顧問弁護士の４名であった

が、団交においてはＹ理事長のみが発言し、その他の者が発言すること

はなかった。

冒頭、団交開催が遅れたことに関連して、次回団交期日の決定方法に

関するやりとりがなされ、組合側が予め次回期日を協議することを求め

たが、Ｙ理事長は団交終了時に提案するとしてこれに応じなかった。そ

の後、組合側から、学園のこれまでの対応に関する不満や抗議がなされ、

少子化の進む中でＳ１高校が存続していくためには、正常な労使関係の

構築が必要であることなどが述べられた。

その後、９年度春闘要求に関する議題に移り、組合からの質問に対し、

Ｙ理事長は、事前に準備した「団交記録書」と題する書面（甲48）を読

み上げる形で、８年度及び９年度における初任給の額、Ｓ１高校の教職
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員６９名分の平均賃金額を口頭で回答した。さらに、賞与について、５

年度から９年度の生徒数の変遷を説明し、概ね生徒が半減していること

から賞与を支給できる状況にないが、夏期１．５か月、年末１．６か月

を成果比例配分とし、３月賞与については生徒募集の状況を見極めた後

に決めたいなどと答えた。その後、これらの回答内容を記載した上記「団

交記録書」に加え、９年度の給料表、９年度賞与の支給基準、勤務評価

基準等について記載された文書（乙35の1～6）を組合に交付した。ただ

し、これら学園の回答及び文書はすでに決定済みのものとして６月７日

までにＳ１高校校内の掲示板に掲示されていたものであった。

組合は、定期昇給を含まないベースアップ額を明らかにすることを求

めたが、学園は額を計算していないとして回答せず、次回団交で明らか

にすることになった。また、組合は、生徒数の減少だけでは回答の根拠

にならないとして、次回団交までに、具体的な財務数値に基づいた根拠

を示すように求めた。

組合は、学園に対し、次回期日を１週間後の６月１８日とすることを

提案したが、Ｙ理事長は９月１０日を提案した。組合は、同日の団交開

催については了承するが、夏期賞与支給前にも団交を開催するように重

ねて求めたが、Ｙ理事長は、春闘に関しては２年に１回でいいと思うな

どと述べて、組合の要求に応じなかった。

(4) その後の９年度団交の状況

ア 組合は、６月２１日付け文書により、９月１０日の団交開催を受諾

するとともに、６月２７日までに９年度春闘要求に関する団交を開

催することを改めて申し入れた。また、学園が同月１９日に配付し

た夏期賞与の特別加算に関する文書に、「既に１．５か月で組合との

団交も了えました」と記載されていたことについて、組合は一切了

解・承知しておらず、これから交渉が始まるところである旨抗議し
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た。さらに、組合は、７月１日にも、夏期賞与支給前の同月４日に

団交を開催することを申し入れた。

しかし、結局、学園は組合の団交開催要求に応じないまま、７月９

日、夏期賞与を支給し、前回の団交でＹ理事長が提案した９月１０

日まで団交の開催に応じなかった。

イ ９月１０日の団交は、町田教育会館において、午後６時から午後８

時２０分まで行われたが、前回の団交後に発生したＢの退職問題が

緊急の議題となり、９年度春闘要求に関する議題は協議されなかっ

た。団交では、Ｂに対する退職強要の有無などを巡って、組合と学

園の主張が真っ向から対立したが、Ｙ理事長は、終了予定時刻の午

後８時を過ぎると、次回団交期日として１２月１０日を提案し、そ

のまま退出しようとした。その際、Ｙ理事長は、これを止めようと

したＢの夫ともみ合いになって一緒に転倒し、Ｙ理事長及び同人ら

の下敷きになったＦがそれぞれ軽傷を負った。

ウ １２月１０日、９年度第３回団交が開催されたが、同日の団交では、

まず、上記９月１０日の団交終了時に発生した騒動の件及び夏休み

中の校内に組合員を誹謗中傷するビラ（甲23、以下「謀略ビラ」）が

撒かれた件などが議題となり、その後、１２月６日付けで配付され

た１０年度の給与に関する文書（甲52）に関するやりとりがされた。

新入生が減少する見込みであり、Ｓ１高校の財政が悪化しているこ

とからベースアップを行わないとする学園に対し、組合は、学園の

人件費依存率は東京都の私立高校の平均値に照らすと極めて健全で

あるなどと主張した。午後８時を過ぎたころ、Ｙ理事長は、次回団

交期日として１０年３月１９日を提案し、予定時間の２時間が経過

したとして退出した。

エ １０年３月１９日、９年度第４回団交が開催されたが、同日の団交
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では、常勤講師である組合員の雇用問題、春休み中の休暇取得の問

題、１０年度給与の問題など、多数の議題が取り上げられ、９年度

春闘要求に関する議題としては、９年度３月賞与について、Ｙ理事

長から、１１月１１日付け公示文書（甲105の5）に記載された支給

額表のとおり、個人の勤務評価に基づいて支給する予定である旨の

説明がされた程度であった。組合が、１０年度春闘要求に関する団

交を同年４月中に開催することを求めたのに対し、Ｙ理事長は、次

回団交期日として同年７月６日を提案し、そのまま退出した。

(5) その後の団交経過

ア 組合は、１０年３月１９日、学園に対し、賃金、賞与額に関する１

０年度春闘要求書を提出し、早期の団交開催を要求したが、学園は、

前回の団交でＹ理事長が提案していた同年７月６日まで団交開催に

応じなかった。

同日の団交においても、Ｙ理事長はあらかじめ準備した書面を読み

上げる形で回答するにとどまり、組合との間で実質的な協議を経る

ことなく、同月１７日、１０年度夏期賞与が支給された。

組合は、夏期賞与の一方的支給及び組合員に対する査定差別につい

て抗議するとともに、再三にわたって早期の団交開催を要求したが、

学園は、同年１１月２８日まで団交開催に応じなかった。

同日の団交においても、Ｙ理事長はあらかじめ準備した書面を読み

上げる形で回答するにとどまり、組合は、年末賞与支給前に再度団

交を開催するように申し入れていたが、学園はこれに応じることな

く、組合との実質的な協議はされないまま、同年１２月１８日、１

０年度年末賞与が支給された。

組合は、年末賞与の一方的支給及び組合員に対する査定差別につい

て抗議するとともに、早期の団交開催を繰り返し申し入れたが、学
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園は１１年３月２７日まで団交開催に応じなかった。

同日の団交においても、Ｙ理事長は従前の対応を繰り返すのみであ

り、組合との実質的な協議はされないまま、同月３１日、１０年度

３月賞与が支給された。

イ １１年度春闘要求に係る団交についてもほぼ同様の経過を辿った。

その後も学園は、組合からの年間２０回以上の団交申入れに対し、

概ね３回程度の開催に応じているのみであり、開催された団交にお

いても、Ｙ理事長があらかじめ準備した学園の決定事項を一方的に

読み上げるという対応に終始しており、組合が求める学園の財務資

料等の具体的根拠を示した回答を行うことはなかった。

(6) 学園の財政状況

初審申立て前後の学園の総資産は、８年度末時点で１４５億円、９年

度末時点で１５１億円余、１０年度末時点で１５５億円余であった。ま

た、学園における帰属収入（学校法人の全ての収入のうち負債とならな

い収入）に対する人件費の割合は、５年度から７年度までは３７パーセ

ント前後であったが、８年度は４２．４パーセント、９年度は４２．９

パーセントとなった。ただし、８年度の東京都内の私立高校２３４校の

平均は６１．６パーセントであった。

４ クラス担任外しについて

(1) クラス担任の決定方法等について

Ｓ１高校では、従前、１年生のクラス担任が、次年度には２年生の、

次々年度には３年生のクラス担任に順次持ち上がる方式が原則とされて

いた。６、７年度においては、全教職員に「クラス担任希望票」を配付

して、本人の希望を考慮した上で、クラス担任を決定していたが、８年

度以降は、学園長（理事長）、校長、教頭及び補佐教頭で構成される校

長室と学年主任会が意見調整した上で、学園長が決定する方式が採られ
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るようになった。なお、クラス担任には、クラス担任手当が支給されて

いた。

Ｓ１高校では、３年度の３９３４名をピークとして、生徒数が減少を

続け、７年度の生徒数は２６９７名、８年度は２２２４名、９年度は１

９０１名であった。生徒数の減少に伴ってクラス数も減少し、７年度か

ら８年度にかけて７クラス、８年度から９年度にかけて７クラスがそれ

ぞれ減少した。なお、生徒数の減少は、主に新入生の数が減少している

ことに基づくものと認められ、在校生の退学あるいは転校によって当該

学年のクラス数が減少したことを認めるに足りる証拠はない。

(2) 学園のクラス担任外しの理由に関連する事実について

学園がＣら４名をクラス担任から外した理由に関連して、以下の各事

実が認められる。

ア Ｃについて

Ｃは、昭和４１年４月、社会科の専任教諭として学園に採用され、

昭和４２年度からクラス担任となったが、昭和４７年以降５年度ま

でクラス担任から外された。その後、６年度に３年生のクラス担任

となり、７年度に１年生のクラス担任となったが、８年度からクラ

ス担任を外され、以後クラス担任になっていない。

学園は、７年度から能力別クラス編成を導入するため、６年１０月

から１２月ころ、各学年の学年会においてその説明を行ったが、Ｃ

は、能力別クラス編成が生徒の差別につながるとして、この方針に

反対していた。なお、Ｃ以外にも能力別クラス編成に反対する教職

員は多数存在した。能力別クラス編成は、７年度の新１、２年生か

ら実施され、９年度からは中止されている。

Ｃが６年度に担任したクラスには、卒業旅行の参加申込みを期限ま

でに提出しなかったり、風紀定期指導を受けずに再度呼び出された
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生徒が、他クラスよりも多く存在したが、これらのことについて、

管理職等から、Ｃの教育指導に問題がある旨の指摘がされたことは

なかった。

イ Ｆについて

Ｆは、昭和６０年４月、音楽科の専任教諭として学園に採用され、

昭和６２年度からクラス担任となった。８年度には１年生のクラス

担任を務めていたが、９年度からクラス担任を外された。その後、

１５年度及び１６年度はクラス担任になったが、１７年度以降クラ

ス担任を外されている。

Ｆは、８年度までにクラス担任を１、２、３年生と順次持ち上がる

形で３回繰り返していたが、８年度の１年生が９年度の２年生に進

級する際にクラス担任から外された。その際、学園から、その理由

についての説明はなく、８年度中に、管理職等から、Ｆの指導方法

や力量に問題があるとの指摘がされたことはなかった。

Ｆは、８年１１月ころ、Ｚ１補佐教頭から、Ｆが担任するクラスの

生徒が作成した壁新聞に、学内への持ち込みが禁止されているポケ

ットベルに関する記事が掲載されているとの指摘を受けた。しかし、

Ｆは、教科担任の監督により作成された壁新聞をクラス担任が勝手

に外すことは教育的配慮に欠けると考え、教科担任に任せてある旨

回答し、特段対処しなかった。なお、同壁新聞は、Ｇが教科担任を

する実践国語の授業の一環で作成されたものであり、問題とされた

記事には、ポケットベルの新機種を紹介する内容が記載されていた。

Ｆは、８年度中に服装や身なりに関して管理職から特段の指導を受

けたことはなかった。学園は、９年度も８年度に引き続いて、Ｆを

生徒の服装や身なりの指導に当たる生活指導部の部員に任命した。

ウ Ｇについて
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Ｇは、２年、国語科の専任教諭として学園に採用され、同年からク

ラス担任となった。８年度には１年生のクラス担任を務めていたが、

９年度からクラス担任を外された。その後、１５年度ないし１７年

度にクラス担任になったが、１８年度以降再びクラス担任を外され

ている。

Ｇは、８年度までにクラス担任を１、２、３年生と順次持ち上がる

形で２回繰り返していたが、８年度の１年生が９年度の２年生に進

級する際にクラス担任から外された。その際、学園からは、その理

由についての説明はなく、８年度中にＧの指導方法や力量に問題が

あるとの指摘がされたことはなかった。

上記イ記載のとおり、Ｚ１補佐教頭は、８年１１月ころ、Ｆに対し、

同人のクラスの生徒が作成した壁新聞に、ポケットベルに関する記

事が掲載されていることを指摘したが、Ｆは教科担任に任せてある

として特段対処しなかった。Ｚ１補佐教頭は、生徒らが見ている前

で、壁新聞をはがし、該当記事にバツ印を付けたうえで、壁新聞の

作成を指導したＧを含む国語科教員を学園長室に呼び出した。これ

に対し、Ｇは、Ｚ１補佐教頭が生徒が努力して作成したものを一方

的にはがしたことに抗議した。なお、Ｚ１補佐教頭がはがした壁新

聞の他にもポケットベルに関する記事が掲載された壁新聞があった

が、Ｚ１補佐教頭がこれを調査したり、問題にすることはなかった。

８年度にＧが担任したクラスからは８名の退学者が出た。当時、学

園では、問題の多い生徒には退学を勧めるという方針もあり、８年

度は、１年生１５クラス中３クラスで各８名の退学者が出た。なお、

Ｇの他に、８年度に８名の退学者を出したクラスの担任２名のうち

１名は、９年度もクラス担任についており、もう１名は９年度のク

ラス担任を外れたが、１０年度にクラス担任に復帰した。
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エ Ｈについて

Ｈは、昭和５８年、体育科の専任教諭として学園に採用され、元年

に一旦退職した後、３年に再び体育科の専任教諭として採用され、

遅くとも５年度にはクラス担任となった。８年度には２年生のクラ

ス担任を務めていたが、９年度にクラス担任を外され、以後クラス

担任にはなっていない。

学園は、８年７月２日の職員朝会で、各クラス担任に対し、「Ｓ１

高等学校保護者会のお知らせ」と題する文書を生徒に配付するよう

に指示した。同文書には、注意として、「『Ｓ１高等学校保護者懇談

会』というまぎらわしい名称で・・・集会を行うものがおりますが、

本校で許可したものではありません・・・出席に伴う事故、不利益

について、本校は責任を負いかねます。」と記載されていた。これに

対し、Ｈは、保護者懇談会は、教師と保護者が本音で語り合うため

の有志の会であり、学園と対立する得体の知れない組織であるかの

ように宣伝することは、保護者を不安に陥れ、意欲ある保護者の活

動を妨害するものであると考えて、上記部分を削除して空白にした

上で、クラスの生徒に配付した。

Ｈは、８年度に２年生のクラスを担任中、他のクラス担任よりも

早い５月ないし６月に進路希望を聞く個人面談を実施し、２学期に

は卒業生の中から進学した大学生、就職した者の体験談を聞く機会

を設けたり、進路に関連する新聞記事の切り抜きや意見や感想を書

き込む特別のノートを作成させるなどの進路に関する指導を行った。

学園は、保護者からＨの進路指導に関するクレームが出ていること

について、同人に対し、直接進路指導の内容を確認したり、同人の

進路指導について特段の指示や指導を行ったことはなかった。

(3) その他の事情について
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７年度１年生のクラス担任であった教職員のうち、８年度にクラス担

任から外された者は、産休等の事情がある者を除いてＣの他に１名が存

在したが、同人は副担任に選任された。また、８年度１年生を担当した

教職員のうち、９年度クラス担任から外された者は、Ｆ及びＧの他に１

名が存在したが、同人は後に労働組合に加入した。８年度２年生を担当

した教職員のうち、９年度にクラス担任から外された者は、産休等を除

くとＨのみであった。

上記Ｃら４名がクラス担任から外された後、年度によってばらつきは

あるものの、組合員の中にクラス担任を外される者が増加しており、１

９年度以降は、在職中の組合員９名のうち１名を除いてクラス担任から

外れている。

１２年当時、Ｓ１高校の教職員数は、校長以下の専任教諭が５１名、

常勤講師が１２名、非常勤講師が４１名在籍していた。これに対し、職

員室は３室存在し、同一の建物内の１階に校長以下の管理職と主として

一般教諭が入った第１職員室が、２階に第２、第３職員室があり、第２

職員室は非常勤講師が使用する職員室であった。学園は、１０年度から

Ｇ及びＪを、１１年度からＣ及びＦを、それぞれ第１職員室から第２職

員室に移動させた。当時、Ｃらのほかに、明泉教組の組合員４名が第２

職員室に配置されていたが、その後、組合員がクラス担任から外される

たびに第２職員室に移動させられるようになった。

Ｙ理事長が校長に就任した翌年の１８年度からは、第２職員室の場所

が第１職員室とは別の建物に移され、１８年度は組合員のうち８名が、

１９年度からは９名が第２職員室に配置されており、２０年度に同職員

室に配置されている１２名中１１名が組合又は別組合の組合員である。

学園は、１９年１１月１４日付けで、「１９年度Ｓ１高校教務指導規

程」と題する文書を公示したが、その中には、授業時間外に一般教諭や
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常勤講師が生徒を呼び出したり、会ったりすることを原則として禁止し、

呼び出す場合には学級担任の了解を得た後、書面にて校長室教員の許可

を得なければならない旨の規程が置かれた。

５ 卓球部顧問、副顧問外しについて

(1) Ｃは、昭和４１年度に卓球部副顧問に就任し、翌４２年度から８年度

まで同部の顧問を務めた。Ｅは、元年度から８年度まで卓球部の副顧問

を務めた。この間、卓球部は着実に実力を高め、多摩地域の大会で優勝

や上位入賞を繰り返すようになるなど、優秀な成績を挙げてきた。

(2) 卓球部顧問等外しの理由に関連する事実について

学園が、Ｃらを卓球部顧問等から外した理由に関連する事情として、

以下の事実が認められる。

ア Ｃ及びＥは、卓球場の窓際に置かれた机の付近で窓を開けて喫煙す

ることがあった。

８年５月１１日に開催されたＰＴＡ総会において、卓球部員の保護

者の一人から、Ｃが卓球部員の練習中に喫煙しながら指導している

ことが教育上好ましくないのではないかとの意見が述べられた。Ｙ

理事長がＺ２校長とともに、Ｃに事実を確認したところ、同人は上

記のとおり窓際で喫煙していたことを認め、以後、卓球場で喫煙す

ることは止めた。また、Ｅも、Ｚ１補佐教頭から、練習中に喫煙す

ることは生徒の健康上も好ましくないのではないかとの指摘を受け、

卓球場での喫煙を止めた。

Ｃ及びＥは、上記問題が起こるまで、卓球場での喫煙について学園

から注意や指導を受けたことはなく、卓球部の練習を見に来た管理

職や他の教職員が同様に喫煙することもあった。また、その後も屋

外で活動が行われる運動部では、ベンチの脇などに灰皿が置かれ、

部活動中に顧問の教職員が喫煙することがあった。
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イ 卓球部では、クリスマス会や歓送迎会などの会場として、Ｅの自宅

をたびたび利用していた。８年５月４日、Ｅが自宅の建て替えのた

めに引っ越すことになり、Ｃの呼びかけにより、卓球部員の一部が

これを手伝った。当日、卓球部員らは、Ｅが用意した昼食を挟んで

午前１０時ころから午後２時ころまでＥの引越しの手伝いをした。

上記ＰＴＡ総会において、Ｃの喫煙について意見を述べた保護者か

ら、上記卓球部員に引越しの手伝いをさせたことについても苦情が

述べられた。この点についても、Ｙ理事長がＣに事実を確認したと

ころ、同人は、上記のとおり引越しの手伝いをさせた事実を認めた。

なお、上記苦情を申し立てた保護者の子はＥの引越しを手伝ってお

らず、その他の保護者からの苦情はなかった。

(3) 学園は、９年度の卓球部の顧問及び副顧問からＣ及びＥを外し、別の

教職員を充てた。

(4) １６年度には、Ｓ１高校の部活動は３１部存在したが、１７年度にＹ

理事長が校長に就任すると、部活動を制限するようになり、翌１８年度

にかけて、部活動の顧問（指導員）のほとんどを管理職へと変更すると

ともに、部活動の統廃合によってその数を減少させた。１６年度には８

名の組合員が部活動の顧問等を務めていたが、１７年度から１８年度に

かけていずれも顧問等から外され、現在、１８部にまで減少した部活動

の顧問を３人の管理職で分担している。

６ 組合員に対する懲戒処分について

(1) 学園には、１０年当時、定年まで雇用期間の定めのない教職員に適用

される正職員就業規則と有期雇用契約の常勤講師や嘱託職員に適用され

る契約職員就業規則とが存在していた。これらの就業規則は、１０年こ

ろから毎年度改訂されるようになり、特に懲戒処分事由について、年々、

詳細な規定が置かれるようになった。新たに追加ないし内容が具体化さ
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れた懲戒処分事由には、組合員の行った行為又は別組合の組合員の行っ

た行為に関する事項が多数含まれていた。

本件に関連する懲戒処分に関する定めは以下のとおりであるが、正社

員就業規則と契約職員就業規則で内容に特段の相違はなかった。

ア ８年及び９年の正社員就業規則は、懲戒処分事由として、重要な経

歴の詐称、学校に対する名誉及び信用の毀損、故意による業務の阻

害又は妨害、無断欠勤などの９項目（第６３条）を定めていた。

イ １０年４月１日から施行された正社員就業規則では、懲戒処分を行

う理由（第５６条）が２６項目に増やされ、その中には、法人役員

・評議員・上司・同僚・保護者・卒業生・在校生・学園関係者・近

隣者及びそれらの家族に対する失礼な行為又は不愉快を与える行為

（３号）、学園の物品を私物化しようとする行為及び職務上の地位を

利用して利益を図ろうとする行為（１１号）、学園の秩序又は規律を

乱す行為及び学園の風紀を乱す行為あるいは上司に無断の私用外出

・不快な煮炊き・昼寝・無関係な漫画を読む等の行為（１２号）、就

業時間中に労働組合活動をしたり、他の学園の利益を図ろうとする

行為（１３号）、学園施設・設備・物品を労働組合活動のために使用

する行為（１４号）、職員朝会などの会議の議事進行を妨害する行為

（１８号）などが追加された。

また、禁止事項（第６条）として、学園の秩序又は規律を乱すこと、

競合する他の学園の利益を図ること（３号）、職務上の地位を利用し

て、自己の利益をはかること、また、学園の物品を私物化すること

（４号）などの４項目が定められた。

ウ １１年４月１日から施行された正社員就業規則では、懲戒処分を行

う理由（第５６条）の項目数に変更はなかったが、内容及び表現が

変更されたものがあった。その中には、学園等の信用を傷つけたと
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き又はその虞れのある行為をしようとしたとき、あるいは誹謗中傷

したとき（１号）、学園等の名誉を傷つけたり、評判を落とすような

行為あるいは不品行その他教育者として、もとる行為をしたとき。

理事長又は校長の許可を得ないで、職場内外に役員・教職員・保護

者・旧保護者・卒業生・在校生の個人情報について仮名であっても

ビラ・チラシ等の印刷物に掲載する行為又これらの印刷物を配付す

る行為（２号）、学園等の指示又は公示文書の指示に違反する行為又

は服従しない行為（４号）、理事長又は校長等の許可を得ないで、職

場内外にビラ・チラシあるいは職員・学生・生徒・園児について記

載した印刷物を配付したとき、及び保護者・卒業生・在校生にスピ

ーカーや大声で悪口・中傷を聞かせる行為（８号）、学園の秩序又は

規律を乱す行為及び学園の風紀を乱す行為あるいは上司に無断の私

用外出・不快な煮炊き・昼寝・無関係な漫画を読む等の行為（１２

号）、職員朝会などの会議の議事進行を妨害する行為及び学園で開か

れる行事や会議等の秩序又は規律を乱す行為。学園への嫌がらせや

不評判となる行為及びその虞れのある行為（１８号）、生徒指導・授

業等の指導力について保護者又は学園等・学生・生徒・園児・同僚

・部下から批判される行為（２３号）、学園等の活動に対して、非協

力的な態度を示すことや非協力的な態度をとるように教唆すること。

批判的な言動を行うことや非建設的な内容の文書を配付すること（２

５号）、第５条又は第６条に違反する行為（２６号）などの定めがあ

った。

エ １２年４月１日から施行された正職員就業規則では、懲戒処分を行

う理由が３４項目に、１３年４月１日から施行された正職員就業規

則では、さらに４２項目に増やされた。

オ １０年４月１日以降に施行された正職員就業規則では、懲戒処分は
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「理事長又は校長（等）が行う」とされ（第５７条）、懲戒処分の種

類として、口頭での注意（１号）、書面による厳重注意（２号）、書

面による訓告（３号）、書面による戒告（４号）、書面による譴責（５

号）、月給の１０分の１の範囲内の減給（６号）、最長１か月の出勤

停止（７号）、書面による懲戒解雇（８号）の８種類が定められてい

た。

(2) Ｃに対する１０年５月２０日付け厳重注意について

Ｃは、１０年５月１８日、学園の掲示板から、１０年度の校務分掌図、

勤務評価票のひな形、１０年度賞与の細部取扱方針などについて記載さ

れた掲示文書８枚（甲１１８、いずれもＢ４版の用紙に８ポイントから

１０．５ポイントの文字が印刷されたもの）を取り外して印刷した上で

元の場所に戻し、印刷した文書を組合員及びその他２、３名の教職員に

配付した。なお、上記掲示板の前には、裁断機が置かれており、掲示文

書に近づいて見ることが困難な状態であった。

Ｙ理事長は、Ｃの上記行為を現認した管理職から教頭を通じて報告を

受け、Ｃの上記行為は、学園の物品を私物化する行為及び就業時間中の

組合活動に当たり、さらに、インク代、電気代及び紙代の盗みに当たる

として、就業規則５６条１１号、１３号、１４号及び６条４号並びに５

７条２号を適用して、同月２０日付けで厳重注意の懲戒処分とした。学

園は、同処分をするに当たって、Ｃから事実の確認はしておらず、処分

の通知については、出張中で不在であった同人の机上に懲戒処分書を置

くことによって行われた。

従前、学園では、Ｃが取り外して印刷した文書のようなものは、教職

員に配付していたが、経費節減を理由として配付しなくなった。Ｃは、

上記５月１８日以前にも、掲示文書を取り外して複写することがあった。

(3) Ｃら５名に対する１０年５月２１日付け厳重注意について
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１０年５月２１日、Ｃに対する上記懲戒処分を知ったＣ、Ｉ、Ｊ、Ｄ

及びＧは、不当な懲戒処分であるとして、「抗議と申し入れ」と題する

文書を持参して、同日午前８時４０分ころ、職員室の校長席に向かった。

そのころ、Ｙ理事長がカメラとテープレコーダーを携えて校長席の隣に

座ったことから、Ｃらは、Ｙ理事長に上記文書を手渡し、上記懲戒処分

の撤回を求めた。Ｙ理事長は、「どうぞ、おっしゃってください。どう

ぞ、おっしゃってください。」などと言いながら、組合員らの状況をカ

メラで撮影し、録音を始めた。さらに、Ｙ理事長は、近くにいたＺ３教

頭にもカメラを渡して、写真を撮らせるなどしていたが、午前８時５０

分に始業時間を告げるチャイムが鳴り始めると、突如、「朝会を妨害し

ないでください。」と大声を上げた。Ｃらは、チャイムが鳴り終わり、

Ｚ３教頭が職員朝会の開会を宣言したことから、それぞれ自分の席に戻

った。

職員朝会終了後、Ｃは、普段より大きな声で、「皆さん、聞いてくだ

さい。」と述べた上で、Ｙ理事長に対し、掲示された文書や就業規則の

改定についての説明を求めた。Ｙ理事長はこれに答えることなく、マイ

クを持ってＣの背後まで移動し、Ｃの顔にマイクや顔を近づけてきたた

め、Ｃは、「皆さん、今、理事長が私の顔１センチのところに近づけて

きました。」などと訴えた。その後、Ｙ理事長は無言のまま、職員室か

ら退室した。そのようなやりとりをしている際に、生徒２名が職員室の

ドアを開けて入室しようとしたことから、Ｃは、「生徒は入るな。」と

言って、これを制止した。

学園は、同日午後になって、Ｃ、Ｉ、Ｊ、Ｄ及びＧに対し、同人らが

Ｙ理事長及びＺ３教頭を取り囲んで職員朝会の開始を妨害し、職員朝会

中にＣ及びＪが大声を上げ、退出するＹ理事長にＣが怒鳴り、Ｊが野次

を飛ばすなど険悪な雰囲気を生じさせたとして、就業規則５６条３号、
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１２号、１８号及び６条３号並びに５７条２号を適用して、同日付けで

厳重注意の懲戒処分をした。Ｙ理事長は、同日、職員室において、Ｃら

に懲戒処分書を交付した。

学園は、同日午後、明泉教組の組合員２名に対しても、職員朝会中の

態度が悪かったことを理由として、同日付けで厳重注意の懲戒処分を行

った。これに対し、Ｙ理事長から懲戒処分書を受け取った明泉教組の委

員長が、Ｙ理事長に激しく抗議したことから、さらに同委員長に対して

も、同日付けで厳重注意の懲戒処分を行った。なお、明泉教組の組合員

に対する上記各厳重注意については、都労委によって不当労働行為に当

たると判断され、これらをなかったものとして扱うことを命じる旨の救

済命令が確定している（都労委１１年(不)第３１号）。

(4) 組合員１０名に対する１１年８月１１日付け厳重注意について

１１年７月１３日に開催された団交において、Ｙ理事長は、１１年度

の賞与に関し「賞与が減点方式でなくなった」と説明した。これに対し、

組合は、上記「減点方式」を「限定方式」と勘違いして、同月１９日付

け組合ニュースの中で、１１年度賞与に関する学園の回答として、「賞

与が限定方式でなくなった」と記載し、教職員に配付した。組合は、同

月２１日、上記誤りに気付き、「限定」を「減点」に訂正する旨の「訂

正のお願い」と題する文書を教職員に配付した。

学園は、組合に対し、上記「訂正のお願い」に関して、「事実を歪曲

し教職員全員に誤解を与えた」として抗議するとともに、謝罪文を求め

る旨の文書を交付した。組合は、７月２４日、学園から交付された文書

について、「いわれなきことであり、断固抗議する」との抗議文を提出

した。

学園は、上記抗議文に対して、７月２６日、再度謝罪文の提出を求め

る文書を組合に交付した後、同年８月１１日、Ｃ、Ｄ、Ｇ、Ｘ、Ｆ、Ｋ、
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Ｅ、Ｉ、Ｈ及びＡの当時の組合員全員に対し、学園の意図をねじ曲げ、

学園に不信感と誤解をあたえたとして、就業規則５６条１号、２号、４

号、８号、１２号、２５号及び２６号並びに第５７条２号を適用して、

厳重注意の懲戒処分とした。なお、常勤講師であるＡについては、契約

職員就業規則にある同内容の規定を適用した。

(5) Ｋに対する１１年９月２５日付け厳重注意について

Ｋは、１１年９月９日の職員朝会において、同月１６、１７日に実施

される授業及び部活動参観を保護者に知らせる内容の文書を生徒に配付

することを指示された。しかしながら、Ｋの担任するクラスでは、同月

１６日から１８日まで伊豆への研修旅行が予定されており、同クラスの

授業を参観することは不可能であった。Ｋは、上記文書を配付すること

によって、保護者と生徒に混乱を招くのではないかと考え、その配付を

躊躇していたところ、同月１３日の放課後、学年部長から、上記文書を

配付したかについて確認された。Ｋは、学年部長に対し、上記のとおり

混乱を招くおそれがあることを説明したが、とにかく配付するように指

示された。

Ｋは、生徒に事情を説明した上で上記文書を配付しようと考えたが、

翌１４日の朝のホームルームでは、研修旅行前の指導や確認等により時

間がとれなかったため、同日帰りのホームルームにおいて、事情を説明

した上で、上記文書を生徒に配付した。

学園は、９月２５日、Ｋが速やかに文書を配付しなかった行為は、学

校と保護者を結ぶクラス担任としての役割を放棄したものとみなさざる

を得ないとして、就業規則５６条４号、１２号、１８号、２３号、２５

号及び第６条３号並びに５７条２号を適用して、厳重注意の懲戒処分と

することとし、同月２５日、Ｋを学園長室に呼び出し、同人から事実確

認等を行うことなく、就業規則違反により懲戒処分に付する旨を告知し、
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懲戒処分書を交付した。

これに対し、組合は、Ｋが意図的に担任としての役割を放棄したこと

はなく、何ら生徒、保護者に混乱は生じていないとして、上記懲戒処分

は、組合員に対する意図的な不当労働行為であるから厳重に抗議し、直

ちにこれを撤回し、Ｋに謝罪することを申し入れる旨の抗議文書を提出

した。

７ 管理職への登用差別について

(1) Ｓ１高校では、非常勤講師を除く教職員について、管理職、養護教諭

及び司書、一般教諭並びに常勤講師の４つの職階に区分されていたが、

毎年度のように管理職の範囲が変更されていた。６年度の校務分掌図に

よれば、校長、教頭及び部長のみが管理職とされていたが、７年度の校

務分掌図では、新たに補佐教頭及び委員長が管理職に加えられた。８年

度は管理職の範囲に特に変更はなかったが、９年度の１０年１月１０日

付け校務分掌図では、スタッフ部門を除く副部長、副委員長が管理職に

加えられ、１０年度の１０年４月１日付け校務分掌図では学園長が、同

年５月２５日付け校務分掌図では副委員長補佐が管理職に加えられた。

なお、本件初審申立当時、養護教諭及び司書は管理職とされていなか

ったが、これに準じた取り扱いがされていた（以下、管理職と養護教諭

及び司書を併せて「管理職等」）。

１４年度からは、管理職として主幹、主任の区分が設けられ、部長及

び一部の副部長が主幹とされ、残りの副部長及び図書室長が主任とされ

た。

管理職への登用は、管理職に欠員が生じたとき、あるいは特別に功績

があった時に行われるとされ、校長と理事長が、その地位と責任に適す

るか否かを勤務評価等職務の実績に基づいて協議し、理事長が最終決定

することとされている。これまで常勤講師が管理職に登用されたことは
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なく、いずれも専任教諭から登用されている。

Ｓ１高校では、教職員の給与は基本給と手当からなるが、校長、副校

長及び教頭が１等級に格付けられ、その他の管理職等は一般教諭ととも

に２等級に格付けられており、同一の等級にあれば、管理職であっても

一般教諭であっても基本給の取扱いに差異はなかった。しかし、管理職

には基本給の他に管理職手当（９ないし１１年度においては上限８万円。

ただし、特例として１５万円までが可能とされていた。）が支給され、

また、下記８記載のとおり、１０年度年末以降の賞与からは、管理職等

に対し一般教諭及び常勤講師よりも明示的に優遇して支給されるように

なった。

(2) 公立の高等学校において管理職とされるのは、校長、副校長、教務主

任、進路指導主任、生活指導主任及び各学年主任の８名が通常であるが、

Ｓ１高校では、公立高校はもちろん、他の私立学校と比較しても、極め

て多数の者が管理職とされており、９年度以降のＳ１高校における管理

職等の人数及び専任教諭に占める管理職等の割合の変遷は、下記の表１

記載のとおりであった。

表１ 専任教諭に占める管理職の割合

(3) 上記表１記載のとおり、９年度当時、専任教諭５３名のうち、管理職

等が２１名、一般教諭が３２名であったが、管理職等に組合及び明泉教

組の組合員はいなかった。１０年度ないし１４年度にかけて、上記一般

教諭３２名のうち１３名（後にテックユニオンに加入する２名を含む。）

が管理職に登用されたが、組合及び明泉教組の組合員１２名（組合１０

名、明泉教組２名）の中に管理職に登用された者はいなかった。

Ｈ９ Ｈ１０ Ｈ１１ Ｈ１２ Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

教諭数 ５３ ５４ ５２ ５０ ５１ ４９ ４７ ４１ ４１

管理職 ２１ ２３ ２５ ２４ ２５ ２７ ２３ ２１ １８

比率 ３９.６% ４２.６% ４８.１% ４８.０% ４９.０% ５５.１% ４８.９% ５１.２% ４３.９%

一般教諭 ３２ ３１ ２７ ２６ ２６ ２２ ２４ ２０ ２３
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１４年４月時点の管理職は２７名、一般教諭は２２名であったが、同

年２月にテックユニオンが結成されていたことから、一般教諭２２名中

１８名が別組合も含めた労働組合の組合員で占められていた。一般教諭

の中には、１３年度には管理職であった者が３名含まれていたが、うち

２名はテックユニオンに加入した後に副部長の職を解かれた者であり、

うち１名は副部長の職を解かれた後、組合に加入した者である。

(4) Ｓ１高校の教職員以外の事務職員及び労務職員については、１６年度

には事務長、事務次長及び２名の次長補佐が主幹とされ、用務主任が主

任とされ、その下に一般職員２名と常勤嘱託６名が存在した。１７年度

には、事務職員と労務職員が区分され、事務職員については、次長補佐

が課長に変更され、一般職員２名が係長として主査とされたことから、

７名中６名が役職者に位置づけられた。また、労務職員については、用

務主任が用務課課長に、３名が用務係長として主査とされたことから、

６名中４名が役職者とされた。

８ 賞与について

(1) 学園における賞与制度の変遷

学園では、本件当時、各年度ごとに夏期、年末、３月の３回の賞与が

支給されていた。賞与の支給方法については、毎年度のように細かな変

更が加えられたが、５年度ないし１０年度については、概ね夏期及び年

末賞与では基礎額（基本給及び諸手当の合計額）に成果比例配分率（通

常の支給月数に当たるもの）及び人事考課率（勤務評価及び欠勤減算）

を乗じた額を、３月賞与では勤務評価に基づく一定額を支給することと

された。１０年度夏期賞与から、勤務評価について職階毎に異なる観点

から行われることが明示され、同年度年末賞与から、管理職等、一般教

諭及び常勤講師の各職階毎に成果比例配分率や配当額に明確な差が設け

られるようになった。１１年度においては、勤務評価は行われず、各職



- 56 -

階毎に一律の基準による賞与が支給された。

(2) 本件各賞与支給の概要

ア ８年度３月賞与について

８年度３月賞与は、評価対象期間を同年２月１６日から９年２月１

５日として、ＡないしＲの１８段階の評価区分を設け、下記表２の

とおり、評価区分に対応する金額を賞与として支給することとされ

た。学園が８年度賞与の支給方法について公示した文書（乙5）には、

常勤講師について専任教諭よりも低額とする旨が記載されていたが、

管理職等と一般教諭との間に差異を設ける旨の記載はなかった。

表２ 勤務評価と支給額 （単位：万円）

勤務評価の方法については、職員としての態度として、上司や同僚

への挨拶、学園のイメージを傷つける行為の有無、上司の指導に対

する不服従の有無など５項目の、職員としての貢献度として、生徒

募集に積極的か、短大の式典に協力的か、学園の経済活動に寄与し

区分 金額 区分 金額 区分 金額

Ａ ５０ Ｇ ２０ Ｍ ５

Ｂ ４５ Ｈ １７ Ｎ ３

Ｃ ４０ Ｉ １５ Ｏ ２

Ｄ ３５ Ｊ １３ Ｐ １

Ｅ ３０ Ｋ １０ Ｑ ０．５

Ｆ ２５ Ｌ ７ Ｒ ０



- 57 -

たかなどの５項目の着眼点が設けられ、Ｚ２校長とＹ理事長が各教

職員の勤務評価に基づき評価区分を決めた上で、Ｙ理事長が特別加

算の有無を検討して、最終的な評価区分を決定した。

８年度３月賞与では、一般教諭９名が２万円ないし７万３０００円

の、常勤講師４名が３万円又は６万円の特別加算を受けたが、組合

員で特別加算を受けた者はＩ（２万円）のみであった。

８年度３月賞与における組合員の評価区分及び支給額については、

一般教諭では、Ｉが当初のＪ（支給額１３万円）から特別加算によ

りＩ（同１５万円）、Ｄ及びＥがＫ（同１０万円）、Ｇ、Ｈ、Ｘ、Ｃ

及びＦがＬ（同７万円）、Ｋ及びＪはＲ（同０円）であり、常勤講師

のＡはＬ（同７万円）であった。

８年度３月賞与は、９年３月１９日に支給され、その支給実績は、

一般教諭のうち８年５月から産休を取得していたＫ及びＪを除いた

３１名の平均支給額が１１万８２５８円であり、常勤講師１６名の

平均支給額が７万４３７５円であるが、学園は、管理職等に対する

支給額を明らかにしないことから、全教職員の平均支給額は不明で

ある。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭の平均支給額

は１３万８３８０円（小数点以下切捨て）であり、一般教諭である

組合員（Ｋ、Ｊを除く。）の平均支給額は８万７５００円であった。

イ ９年度夏期賞与について

９年度夏期賞与は、評価対象期間を８年１１月１６日から９年６月

１日として勤務評価を行い、「総支給額＝基礎額×成果比例配分率×

人事考課率（勤務評価）×（１－欠勤減算率）」という計算式によっ

て算出された額を支給することとされた。なお、同賞与についても、

学園が公示した文書（乙7～9）には、管理職等と一般教諭との間で
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取扱いに差異を設ける旨の記載はなかった。

上記基礎額は基本給及び調整手当の合計であり、成果比例配分率は、

通常でいう支給月数に当たるもので、具体的には専任教諭、常勤講

師とも１．５と定められた。欠勤減算率は、欠勤日数毎に５ないし

９０パーセントの範囲で一定の減算率が定められていた。

勤務評価の方法については、校務分掌上の部長、教頭、校長及び学

園長（理事長）により、能力、成績、態度及び貢献の４項目につい

て、それぞれ３ないし４の着眼点を設定して行われた。具体的には、

各項目について、分母を５点として、失格（０点）、不可（１点）、

やや可（２点）、可（３点）、やや良（４点）、良（５点）、やや優（６

点）、優（７点）の８段階によって評価され、評価者４名の分母の合

計が１００点となるように、評価者の地位や評価項目によって、そ

の２ないし４倍の分母（それに伴って持ち点も２ないし４倍）が割

り振られていた。各評価者が４項目の点数を分子として記載し、そ

の分子の合計点が評価点とされたが、最終的にＹ理事長が総合調整

して最終評価点を決定した。学園が事前に公示した文書（乙7）によ

れば、人事考課率は勤務評価によるとされ、勤務評価が５０点以下

であっても人事考課率５０パーセントが保障され、人事考課率は５

０パーセントから１４０パーセントとされていたが、Ｙ理事長の最

終調整により、評価点６０点以下の場合には一律６０点に調整され

た。

組合員の評価点は、一般教諭については、Ｉ及びＤが１００点、Ｘ

が９０点、Ｈが８５点、Ｅが８０点、Ｆ、Ｇ及びＫが７０点、Ｃ及

びＪが６０点であり、常勤講師のＡは１００点であった。

９年度夏期賞与における一般教諭３２名の評価点の平均は８７．３

４点であり、常勤講師１６名の平均は９３．４３点であるが、学園
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は管理職等について評価点を明らかにしないことから、全教職員の

平均は不明である。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭の評価点の平

均は９４．５点であり、一般教諭である組合員の評価点の平均は７

８．５点であった。

９年度夏期賞与は、同年７月９日に支給された。上記のとおり、同

賞与における成果比例配分率は１．５であったが、事実上前年度並

みの支給額となるように、前年度の基礎額及び成果比例配分率（専

任教諭２．０、常勤講師１．９）に基づいて算出された額との差額

が特別加算された上で支給された。

ウ ９年度年末賞与について

９年度年末賞与は、評価対象期間を同年６月２日から同年１１月１

５日として勤務評価を行い、成果比例配分率を１．９として、同年

度夏期賞与とほぼ同様の計算式によって算出された額を支給するこ

ととされた。なお、同賞与の支給に当たって学園が公示した文書（乙

11）には、常勤講師を専任教諭よりも低額にする旨の定めが削除さ

れており、管理職等と一般教諭及び常勤講師との間で取扱いに差異

を設ける旨の記載はなかった。

勤務評価の評価者及び配点については、９年度夏期賞与と同様であ

ったが、着眼点が細分化され、能力、成績、態度及び貢献の４項目

について、それぞれ５つの着眼点が設けられた。評価の方法にも若

干の変更があり、各項目について、不可（１点）、可の中間（２点）、

可（３点）、良の中間（４点）、良（５点）、優の中間（６点）、優（７

点）、非常に優れている（８点）の８段階によって評価することとさ

れた。その他、欠勤減算率の最大値がそれまでの９０パーセントか

ら１００パーセントへ引き上げられた。なお、同賞与においても、
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人事考課率は５０パーセントから１４０パーセントとされ、５０点

以下の評価点を受けた者については、一律５０点に調整された。

組合員の評価点は、一般教諭については、Ｉ及びＥが９５点、Ｘ及

びＤが９３点、Ｋが８６点、Ｆが７５点、Ｇが７４点、Ｈが７３点、

Ｃが５８点、Ｊが５５点であり、常勤講師のＡは９５点であった。

９年度年末賞与における一般教諭３２名の評価点の平均は８６．８

８点であり、常勤講師１６名の平均は９１．６３点であるが、学園

は管理職等について評価点を明らかにしないことから、全教職員の

平均は不明である。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭の評価点の平

均は９４．１点であり、一般教諭である組合員の評価点の平均は７

９．７点であった。

９年度年末賞与は同年１２月１７日に支給された。同賞与では、一

般教諭６名に５０００円ないし１万５０００円の、常勤講師２名に

５０００円又は１万円の特別加算がされたが、組合員の中に特別加

算をされたものはいなかった。

エ ９年度３月賞与について

９年度３月賞与は、評価対象期間を同年２月１６日から１０年２月

１５日として、ＡないしＸの２２段階の評価区分を設け、下記表３

のとおり、評価区分に対応する金額を賞与として支給することとさ

れた。なお、同賞与についても学園が公示した文書（乙11）には、

管理職等と一般教諭及び常勤講師との間に差異を設ける旨の記載は

なかった。
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表３ 評価区分と支給額 （単位：万円）

勤務評価の方法については、態度についての着眼点として、挨拶が

できるか、会議に出席しているか、会議等の秩序を乱していないか、

服装が派手すぎないか、販売する物品を持ち込んだかなどの１１項

目、貢献についての着眼点として、上司の指導に従うか、担任とし

て退学者を抑制しているか、部活動・募集活動・進路指導で良い成

績をあげたかなどの１７項目が設けられ、Ｚ２校長とＹ理事長が各

教職員の勤務評価に基づき評価区分を決めた上で、Ｙ理事長が特別

加算の有無を検討して、最終的な評価区分を決定した。

区分 金額 区分 金額 区分 金額

Ａ ５０ Ｈ ２６ Ｏ １２

Ｂ ４５ Ｉ ２４ Ｐ １０

Ｃ ４０ Ｊ ２２ Ｑ ８

Ｄ ３５ Ｋ ２０ Ｒ ６

Ｅ ３２ Ｌ １８ Ｓ ４

Ｆ ３０ Ｍ １６ Ｔ ２

Ｇ ２８ Ｎ １４ Ｕ １

Ｘ ０
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９年度３月賞与では、一般教諭１５名及び常勤講師６名が２万円な

いし１４万円の特別加算を受けたが、組合員で特別加算を受けた者

はＡ（６万円）のみであった。

９年度３月賞与における組合員の勤務評価区分及び支給額について

は、一般教諭では、ＸがＰ（支給額１０万円）、Ｇ、Ｉ、Ｄ及びＥが

Ｑ（同８万円）、Ｈ、Ｋ、Ｃ及びＦがＲ（同６万円）、ＪはＴ（同２

万円）であり、常勤講師のＡは当初のＱ（８万円）から特別加算に

よりＮ（同１４万円）であった。

９年度３月賞与は、同年３月２４日に支給され、その支給実績は、

一般教諭３２名の平均支給額が１３万６５６３円であり、常勤講師

１６名の平均支給額が９万３７５０円であるが、学園は、管理職等

に対する支給額を明らかにしないことから、全教職員の平均支給額

は不明である。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭の平均支給額

は１８万２５００円であり、一般教諭である組合員の平均支給額は

６万８０００円であった。

オ １０年度夏期賞与について

学園の公示文書（乙122、123）によれば、１０年度夏期賞与につい

ては、評価対象期間を９年１１月１６日から１０年６月１５日とし

て勤務評価を行い、９年度とほぼ同様の計算式（これまでの計算式

に特別加減算額が付加された。）によって算出された額を支給するこ

ととされていた。なお、同賞与における成果比例配分率は、管理職

等、一般教諭及び常勤講師とも１．９とされた。

勤務評価の方法については、Ｙ理事長始め１０名の管理職が、能力、

成績、態度及び貢献の４項目について、それぞれ５つの着眼点を設

定して行われた。学園の公示文書（乙122）によれば、勤務評価率は
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０パーセントから９０パーセントとされ、標準は６０パーセントと

されていた。なお、同賞与から、勤務評価について、管理職等、一

般教諭及び常勤講師の３つの職階毎に異なる観点から行われること

が公示文書（乙123）に明記された。

組合員の評価点は、一般教諭については、Ｅが８２点、Ｋ及びＨが

７７点、Ｘが７４点、Ｆが７３点、Ｄが６９点、Ｉが６６点、Ｇが

６０点、Ｊが５６点、Ｃが４２点であり、常勤講師のＡは８７点で

あった。

１０年度夏期賞与における一般教諭２９名の評価点の平均は７３．

３１点であり、常勤講師１４名の平均は８０．５０点であるが、学

園は管理職等について評価点を明らかにしないことから、全教職員

の平均は不明である。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭（産休、病欠

等により欠勤減算を受けた１名を除く。）の評価点の平均は８３．８

１点であり、一般教諭である組合員の評価点の平均は６７．６点で

あった。

１０年度夏期賞与は同年７月１７日に支給された。同賞与では、一

般教諭９名について２万円から２０万円が、常勤講師４名について

１万円から４万円が特別加算されたが、組合員の中に特別加算を受

けた者はいなかった。

カ １０年度年末賞与について

１０年度年末賞与については、評価対象期間を同年６月１６日から

同年１１月１５日として勤務評価を行い、同年度夏期賞与と同様の

計算式で算出された額を支給することとされたが、成果比例配分率

は、管理職等が２．０、一般教諭が１．９及び常勤講師が１．８と

された。
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勤務評価の方法については、１０年度夏期賞与とほぼ同様であっ

たが、着眼点が細目化され、各項目についてそれぞれ１０個の着眼

点が設定され、勤務評価率は０パーセントから９０パーセント、標

準は５０パーセントとされていた。実際の勤務評価は、Ｙ理事長は

じめ１２名の管理職によって行われ、評価点の持ち点は、Ｙ理事長

が１５点、Ｚ２校長、教頭及び補佐教頭が各１０点、その他の管理

職が各５点であった。なお、同賞与における勤務評価票には、各評

価者毎に評価の具体的根拠を記載する欄が設けられていた。

組合員の評価点は、一般教諭については、Ｇ、Ｈ、Ｉ、Ｘ、Ｄ、

Ｅ及びＦが７２点、Ｃが５５点、Ｊが２０点であり、常勤講師のＡ

が８６点であった。

１０年度年末賞与における一般教諭２９名の評価点の平均は６８．

７９点であり、常勤講師１４名の評価点の平均は８０．７１点であ

るが、学園は管理職等について評価点を明らかにしないことから、

全教職員の平均は不明である。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭（産休、病

欠等により欠勤減算を受けた３名を除く。）の評価点の平均は８３．

８５点であり、一般教諭である組合員（Ｊを除く。）の評価点の平均

は７０．１１点であった。

１０年度年末賞与は同年１２月１８日に支給された。同賞与では、

一般教諭９名について４万円から２０万円が、常勤講師１名につい

て３万円が特別加算されたが、組合員の中に特別加算を受けた者は

いなかった。

キ １０年度３月賞与について

１０年度３月賞与は、評価対象期間を同年２月１６日から１１年２

月１５日として、「最優」から「劣」までの１１段階の評価区分を設
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けて勤務評価を行い、下記表４のとおり、管理職等、一般教諭及び

常勤講師の各職階と評価区分に対応する金額から欠勤による減算率

を乗じた金額を支給することとされた。

表４ 勤務評価と支給額 （単位：万円）

勤務評価については、理事長又は理事長が指名する管理職が行うと

され、「可」を標準として加算ないし減算を行うものとされた。

１０年度３月賞与における組合員の勤務評価区分及び支給額につい

ては、一般教諭については、Ｇ、Ｈ、Ｉ、Ｘ、Ｄ、Ｅ、Ｋ、Ｆ及び

Ｃが「やや不可」（支給額３万円）、Ｊが「劣」（不支給）であり、常

勤講師のＡが「やや可」（同２万円）であった。なお、Ｊは、１０年

９月２５日から病気で欠勤したため、欠勤減算により１０年度３月

賞与が不支給となった。

１０年度３月賞与は、１１年３月１９日に支給されたが、特別加算

は行われなかった。その支給実績は、一般教諭２９名の平均支給額

勤務評価 管理職等 一般教諭 常勤講師

最優 ２０ １０ ８

優 １８ ９ ７

やや優 １６ ８ ６

良 １１ ７ ５

やや良 ９ ６ ４

可 ７ ５ ３

やや可 ６ ４ ２

やや不可 ５ ３ １

不可 ４ ２ ０．７

やや劣 ２ １ ０．５

劣 ０ ０ ０
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が２万８９６５円であり、常勤講師１４名の平均支給額が１万７１

４２円であるが、学園は、管理職等に対する支給額を明らかにしな

いことから、全教職員の平均支給額は不明である。

なお、明泉教組及び組合の組合員を除外した一般教諭（不支給であ

る３名を除く）の平均支給額は３万５３３３円（少数以下切捨て）

であり、一般教諭である組合員（Ｊを除く。）の平均支給額は３万円

であった。

ク １１年度夏期賞与について

１１年度夏期賞与は、対象期間を１０年１１月１６日から１１年６

月１５日までとして、「総支給額＝基礎額×成果比例配分率×（１－

欠勤減算率）」の計算式によって算出した額を支給することとされ、

勤務評価は実施されなかった。

成果比例配分率は、管理職等が１．７、一般教諭が１．６、常勤講

師が１．５とされた。

１１年度夏期賞与は、同年７月１９日に支給されたが、一般教諭及

び常勤講師に一律５０００円の特別加算が行われ、組合員について

も、一般教諭については基礎額の１．６か月分に５０００円が加算

された額が、常勤講師のＡについては１．５か月分に５０００円が

加算された額が支給された。

なお、管理職等について特別加算が行われたのか否かについては不

明である。

ケ １１年度年末賞与について

１１年度年末賞与は、対象期間を同年６月１６日から同年１１月１

５日までとして、同年度夏期賞与と同様の計算式によって算出され

た額を支給することとされ、勤務評価は実施されなかった。

成果比例配分率は、管理職等が１．８、一般教諭が１．６、常勤講
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師が１．４とされた。

１１年度年末賞与は、同年１２月２０日に支給されたが、特別加算

は行われず、組合員についても、一般教諭については基礎額の１．

６か月分が、常勤講師のＡについては１．４か月分が支給された。

コ １１年度３月賞与について

１１年度３月賞与は、対象期間を１１年２月１６日から１２年２月

１５日までとして、配当額に欠勤減算率を乗じた額を支給すること

とされ、勤務評価は実施されなかった。

配当額は、管理職等が３万円、一般教諭が２万円、常勤講師が１万

円とされた。

１１年度３月賞与は、１２年３月１０日に支給されたが、特別加算

は行われず、組合員についても、一般教諭には２万円が、常勤講師

のＡには１万円が支給された。

(3) 組合員に対する勤務評価の傾向

組合結成直後の５年度夏期及び年末賞与において、組合員に対する勤

務評価は一様に１００点未満に低下した。その後、６年及び７年度の２

年間については、長期の休暇などの特別の事情がない限り１００点以上

とされたが、８年度ないし１０年度においては、ほぼ一様に再び１００

点未満とされた。

(4) 学園の主張する低査定の理由に関連する事実について

学園は、各職階毎の勤務評価の平均を基準として一部の組合員が低査

定となっていることを認め、その者の低査定の理由について上記第２の

１(6)ウ記載のとおり主張するが、学園が主張する組合員の低査定の理

由に関連する事情として、以下の各事実が認められる。

ア Ｃ及びＨに係る職員会議の欠席

８年５月２５日の職員会議において、毎年度生徒に行っているＹＧ
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性格検査等に関する研修が予定されていたが、同日、Ｃは休日出勤

の代休を取得し、Ｈは年次有給休暇を取得し、職員会議を欠席した。

学園は、Ｃ及びＨの代休又は年次有給休暇取得を事前に承認してい

た。同日は生徒の休業日であったことから、Ｃらを含め１１名の教

職員が欠席した。Ｚ５補佐教頭は、欠席者が多かったことから、Ｙ

理事長に報告したが、Ｃ及びＨ以外の教職員について、同日の職員

会議欠席を理由として低査定とされた事実を認めるに足りる証拠は

ない。

イ Ｃ及びＥに係る卓球場での喫煙及び引越しの手伝い

この点に関する事実認定は、上記５(2)ア及びイ記載のとおりであ

る。

ウ Ｃに係る私学助成署名文書の配布

８年９月１９日、Ｃは、１年生のクラスで地理の授業をしている際

に、組合が行っている私学助成運動に関する質問を受け、その趣旨

等について説明するとともに、署名文書の配付を希望した生徒に対

し、文書を交付した。Ｙ理事長は、Ｚ３教頭からＺ２校長を経て報

告を受け、同月２０日、Ｃを学園長室に呼んで注意した。

エ Ｈに係る進路指導に関する苦情

この点に関する事実認定は、上記４(2)エ記載のとおりである。

オ Ｇに係る担任クラスからの退学者８名発生

この点に関する事実認定は、上記４(2)ウ記載のとおりである。

カ Ｇ及びＨに係る鮭搬入行為

８年１２月６日午後、Ｇ及びＨは、組合員以外の教職員を含む教

職員１０名が共同購入した冷凍の鮭が配達されたことから、これを

玄関から職員室まで搬入した。その際、鮭が入っていたビニール袋

に付着していた水滴が廊下に垂れた。Ｙ理事長はその場に通りかか
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り、Ｈらに対し、魚屋の真似を止めて、鮭を直ちに屋外に搬出し、

汚れた廊下を掃除するように注意した。なお、当日は期末テスト後

の自宅学習日であり、生徒は校内にいなかったが、学校見学の中学

生や保護者の来校はあった。

キ Ｇ及びＦに係る壁新聞

この点に関する事実認定は、上記４(2)イ及びウ記載のとおりであ

る。

ク Ｘ及びＨに係る保護者会のお知らせの改ざん

この点に関する事実認定は、上記４(2)エ記載のとおりである。Ｘ

も自己の担任するクラスでＨと同様の行為に及んだ。

ケ Ｈに係る倒立前転禁止違反

倒立前転はマット運動の基礎技能種目とされているが、Ｓ１高校で

は体育の授業で頸椎の負傷及び足首の捻挫などが発生したため、８

年６月ころ、Ｙ理事長は、体育科主任を通じて、体育科教員に対し、

授業で倒立前転をさせることを禁止する指示を出した。これに対し、

Ｈは、「運動能力があり、きちんと補助をつければ、できる生徒には

チャレンジさせても良いのではないか。」などと意見を述べ、その後

も自己が担当する体育の授業において、自ら補助について生徒に倒

立前転を行わせていた。なお、Ｈの担当する授業では倒立前転によ

る事故は発生していなかった。

コ Ｆに係る派手な服装等

この点に関する事実認定は、上記４(2)イ記載のとおりである。

サ Ｄに係る８年度生徒募集活動への消極的対応

Ｄは、職員室において、１クラス３０人くらいが理想であるとか、

クラス数を増やして欲しい旨を発言したことはあったが、積極的に

生徒募集をする必要はない旨の発言をした事実を認めるに足りる証
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拠はない。Ｓ１高校では、生徒募集活動の一環として教職員による

中学校訪問を実施していたが、Ｄの８年度における中学校訪問件数

は３７回であった。同一地区を担当する他の教職員の訪問件数は、

多い者から順に、１６９回、１２３回、３７回（Ｄ）、３７回、３２

回（Ｇ）であったが、最も訪問件数が少ないＧは、このことを８年

度３月賞与の低査定の理由にされていなかった。また、Ｄと同じ件

数の者について、このことを理由に低査定とされた事実を認めるに

足りる証拠はない。

シ Ｅに係る保護者懇談会に関する苦情

保護者懇談会が総会開催や会費徴収の通知をしたことに関して、９

年２月２日付けで、Ｚ２校長に対し、「Ｓ１高等学校を心配している

保護者」を名乗る者からの匿名の手紙が送付された。同手紙には、

保護者懇談会の活動に対する疑問が述べられるとともに、ＰＴＡ総

会及び保護者会の開催通知には、保護者懇談会がＳ１高校とは無関

係の団体であることを明記すること、保護者懇談会からの通知を正

式な校納金と勘違いするおそれがあるから善処することを求める旨

が記載されていた。

さらに、同月２０日、ＰＴＡ会長から、Ｚ２校長に対し、ＰＴＡ役

員の連名による保護者懇談会の活動に対する苦情と適切な対応を求

める手紙が交付された。

ス Ｃ及びＧに係る９年２月１９日の職員朝会の妨害

Ｚ３教頭は、９年２月１９日の職員朝会において、上記シの同年２

月２日付けの匿名の手紙を複写して、教職員全員に配付するととも

に、保護者に迷惑がかかっているので、教職員が保護者懇談会に関

わることを自粛するよう指示した。上記手紙には、Ｃ及びＸが徴収

した会費を着服しているのではないかとの疑惑も記載されていたこ
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とから、Ｃ及びＧは、学園が何らの事実確認を行うことなく、同手

紙の写しを全教職員に配付したことに強く抗議し、誤解を正すため

に保護者懇談会の活動内容について説明した。

なお、学園の立証によっても、当日のＣ及びＧの具体的発言内容

については明らかではない。

セ Ｃ、Ｅ、Ｆ及びＧに係る９年２月２０日付け厳重注意

学園は、９年２月２０日付けで、上記シ記載のとおり、保護者懇談

会に関する苦情があったことを理由として、Ｃら組合員１０名に対

し、厳重注意とした。

ソ Ｃに係る９年５月２８日の職員朝会の妨害

Ｃは、９年５月２８日の職員朝会の席上で、Ｚ３教頭が学費滞納者

への通知について説明したことに対し、「月謝滞納者はテストを受け

させないと言っていたのに、今回からは受けさせるんだってよ。」な

どと笑いながら発言した。なお、同発言によって職員朝会の議事に

支障をきたすようなことはなかった。

タ Ｃに係る就業時間中の組合文書作成

Ｃは、９年５月２９日、第１職員室で就業時間中にワープロで組合

文書を作成していた。Ｙ理事長がその旨の報告を受けて、第１職員

室に行ったところ、Ｃが慌ててワープロのふたを閉じて立ち上がっ

たことから、Ｙ理事長は、Ｃに対し、就業時間中に組合文書を作成

することは止めるように注意した。

さらに、Ｙ理事長は、同年６月２日、Ｃを学園長室に呼び出し、就

業時間中に組合文書を作成したことにより譴責処分とすることを告

げた。これに対し、Ｃは「授業時間ではない。休み時間にはこれか

らもやるよ。」などと述べた。

チ Ｃに係る生徒募集情報紙の無断持ち出し
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Ｃは、９年５月３０日、印刷機の側に置かれていた生徒募集活動に

関する文書「邁進第１号」１枚を無断で持ち出した。なお、同文書

は６月１日付けで教職員全員に配付された。

ツ Ｃ、Ｇ及びＪに係る９年１０月４日の職員会議の妨害

Ｃ及びＪは、９年１０月４日の職員会議の席上、体育祭の係分担に

ついて、明泉教組の体育科教諭から、「係分担について露骨な差別は

しないでほしい。」などとの発言がなされたことに関連して、「体育

祭で体育の教員が係に入っていないのはおかしいのではないか。」な

どと発言した。

その後、明泉教組の組合員から、夏休み中の校内に謀略ビラが撒か

れたことに関する学園の調査の進捗状況を問い質す発言がされたが、

Ｚ２校長は、職員会議の議題ではないとして閉会を告げた。これに

対し、Ｃ、Ｇ及びＪは、引き続き謀略ビラの問題について、「学校と

してどのように対処するのか。」、「学校閉鎖中なのだから学校関係者

が関与している可能性もある。」、「管理責任が問われている。」など

と発言し、学園の対応を強く要求した。Ｚ２校長らは、Ｃらの発言

を無言で聞いていたが、最終的に「できるだけやってみましょう。」

と回答し、散会となった。

その後、学園から調査結果の報告等はされておらず、上記職員会議

を最後に職員会議は行われなくなった。

テ Ｆに係る担当業務の放棄

Ｆは、９年１０月１４日午後３時から開催された生徒募集説明会に

おいて、来校者に湯茶やコーヒーを提供するお茶係を割り当てられ

ていた。当日、Ｆは、他のお茶係の者と午前中から集合し、湯飲み

茶碗、灰皿及びお盆等の道具類の準備を終えた後、再集合の時間を

決めて一旦解散となった。その間、他の教職員は、昼食や自己の業
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務を行っており、Ｆは音楽室でピアノを弾くなどして過ごしたが、

再集合時間には遅れずに戻り、お茶係の業務を行った。

ト Ｆに係る業務命令への非協力

Ｆは、９年度の校務分掌として生徒指導部に所属していた。同年７

月１６日、生徒指導部長であったＺ１補佐教頭が、全校生徒に配付

する生徒指導部関係の文書の印刷をＦに指示した。Ｆは、近接した

時期にＺ１補佐教頭から同一の文書の印刷を頼まれ、１時間以上を

かけてこれを行ったことがあり、個人的な嫌がらせであると感じた

ことから、「前回も私がやりました。今度は他の者に頼んでください。」

などと言って拒否した。当時、クラス担任を持つ教職員も通知表の

提出が終わっており、Ｆの他に余裕のある生徒指導部員もいた。

ナ Ｈに係る無許可の合宿

Ｓ１高校では、学校施設外でのクラブ活動の合宿を実施する場合に

は、生徒会部長、教頭を経て校長の許可を得て行うこととされてい

たが、学校施設外での合宿を事実上認めていなかった。Ｈは、９年

８月、校長の許可を受けることなく、顧問をしていたバスケットボ

ール部の合宿を新潟県内で実施した。Ｈは、学園では施設外での合

宿が認められていないことを認識していたことから、自主的な合宿

として、保護者に手紙を出して希望者を募り、傷害保険を掛けるな

どしたうえで合宿を実施した。

Ｈは、合宿の前後において、このことで学園から注意や指導を受け

たことはなかった。

Ｃも、顧問をしていた卓球部で、校長の許可を受けずに群馬県や千

葉県内で合宿を行ったが、このことについて学園から指導や注意を

受けたことはなかった。

ニ Ｊに係る施錠管理への非協力について
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９年１０月、鍵の管理を行う当番の教職員が中学校訪問に出かけて

留守であったことから、英語科主任が、英語科教師で予定のなかっ

たＪに対し、外国人講師室の出入口の施錠と鍵の管理を臨時の当番

として要請した。これに対し、Ｊは、「私は鍵を預かる自信がない。」

などと言って拒否した。

ヌ Ｊに係る外国人講師との雑談

９年６月ころから１０月ころまでの間、Ｊは、勤務終業後の外国人

講師らを引き留め、職員室で頻繁に会話を行った。このことについ

て、外国人講師らを派遣している人材派遣会社から、派遣契約違反

に当たる旨の申入れがあった。

ネ Ｋに係る議事録の書忘れ等

Ｋは、９年度２学期から２年生のクラス担任となった。同年１１月

６日の学年会の議事録を１週間程度後に作成したことがあったが、

このことにより特段の支障が生じたことを認めるに足りる証拠はな

い。この点、学園の立証によっても、その他のＫの伝達事項の失念

等については具体的に明らかにされておらず、Ｋが学年主任から特

段の指導、注意を受けていた事実も認められない。

なお、Ｋは、１０年度もクラス担任に選任された。

ノ Ｄに係る中学校教諭への不適切な対応

生徒募集活動には、中学校訪問の他、進学指導のためにＳ１高校を

訪れる中学校教諭への応接も含まれる。

Ｄは、９年１２月中旬ころ、同人の担当する地区の中学校教諭が来

校した際に、学園長室で応接をした。Ｙ理事長は、その現場に居合

わせたが、Ｄの応接態度について来校者に失礼をわびたり、Ｄの応

接態度について注意したことはなかった。

ハ Ｄに係る９年度生徒募集活動への消極的態度
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上記サ記載のとおり、Ｄは、職員室において、１クラス３０人く

らいが理想であるとか、クラス数を増やして欲しい旨を発言したこ

とはあったが、積極的に生徒募集を行う必要はない旨の発言をした

事実を認めるに足りる証拠はない。

ヒ Ｉに係る理事長に対する暴言

Ｉは、９年１２月中旬ころ、たまたま廊下でＹ理事長を見かけ、数

日前に行われた団交に関する話をしようと呼び止めたが、同人がこ

れに応じることなく学園長室に入ろうとしたことから、「先日の団交

でのあんたの発言はなんだ。」などと発言した。

フ Ｉに係る生徒募集活動への消極的態度

Ｉの９年度における中学校訪問件数は２回であり、教職員の中で最

も少なかった。なお、Ｉと同じ地区を担当する者で最も多い者は２

４４回であり、Ｉの次に少ない者は８４回であった。

Ｉは、週に１８時限の授業を持ち、部活動の顧問をしていたため、

中学校訪問件数は少なかったが、中学校の所在地や校長及び教頭の

住所録を作成したり、来校した中学生の学校案内を丁寧に行うなど

していた。しかし、Ｙ理事長は、Ｉの上記生徒募集活動について認

識していなかった。

ヘ Ｘに係る理事長に対する挨拶

Ｘは、９年当時、通勤には車を使用しており、電車を利用すること

はほとんどなかった。Ｘは、挨拶に関して、Ｙ理事長から注意を受

けたことはなかった。

(5) 組合員の勤務評価について

ア 学園から提出された組合員の勤務評価票によれば、８年度及び９年

度の３月賞与については、各人について校長と理事長の評価は全て

同じ評価が付けられており、夏期及び年末賞与については、持ち点
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が同じ評価者については、各評価項目に全く同じ点数が記載されて

いた。

イ １０年度年末賞与においては勤務評価票に各評価者毎の評価理由が

記載されていたが、学園から提出された組合員の勤務評価票からは、

以下のとおり、不自然な削除部分、書き直し、加筆部分が認められ

た。

(ｱ) 部長ら管理職は、１０年７月１８日の終業式を欠席したことを理

由として、Ｃには５点満点中３点を付け、Ｇ及びＦについては４

点を付けた。

(ｲ) Ｙ理事長は、１５点満点で評価したが、授業参観をした際の生徒

ないし授業の状況を評価の理由にされた組合員が６名存在した。

このうち、Ｃについては、寝ていた生徒に対し起きるように注意

を喚起していたにもかかわらず１０点と評価し、他方で、寝てい

る生徒を放置していた組合員５名については１２点と評価した。

また、Ｙ理事長が評価理由とした１０年１１月２日の授業参観は、

Ｆについて４時間目終了時の１２時４０分、Ｅについて５時間目

終了５分前の１４時から、Ｇ、Ｋ、Ｃ及びＨの４名について６時

間目の１４時３７分から１５時２分までの２５分間に行われるな

ど、極めて短時間の間に行われた。

(ｳ) 部長らの評価欄には、評価の具体的根拠が空白のままで評価点の

みを記載しているものがあり、その中には、Ｃに５点満点中３点

と評価し、Ｇ、Ｈ、Ｘ及びＤには４点と評価したものがあった。

また、Ｚ２校長は、具体的根拠を示すことなく、落ち着いた授業

ではなかったとして、Ｇ、Ｋ、Ｈ、Ｉ及びＦについて１０点満点

中８点と評価した。

(ｴ) Ｇ、Ｈ、Ｋ、Ｘ、Ｄ、Ｅ及びＦの勤務評価票について、積極的評
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価が記載され、消極的評価が記載されていないにもかかわらず、

１０点満点中８点とか、５点満点中４点と評価されているものが

あった。

(ｵ) 上記(ｳ)及び(ｴ)記載の具体的根拠が空白であるものや消極的評価

が記載されていない勤務評価票について、「－１の理由が欲しい」、

「×」、「－１の理由となっていない」、「－１の理由を」などのＹ

理事長のコメントが記載されているものがあった。

(ｶ) ＧのＺ１補佐教頭の評価、ＫのＺ２校長及びＺ３教頭の評価はい

ずれも８点であったが、勤務評価票の同人らの記入欄の枠外に、

当初鉛筆で記載されていた「８」の文字が消された形跡がそれぞ

れ認められた。

(ｷ) Ｃについて、Ｚ２校長及びＺ３教頭が１０点満点中７点、Ｚ５補

佐教頭及びＺ１補佐教頭が１０点満点中５点と評価していること

を除けば、各組合員に対する評価は、記載されている評価理由が

まちまちであるにもかかわらず、持ち点が同じ評価者については、

全員が同じ点数を付していた。

第４ 当委員会の判断

１ 争点(1)について（不誠実団交）

(1) 当委員会も、学園の９年度春闘要求に係る団交への対応は、労組法第

７条第２号の不当労働行為に当たると判断するが、その理由は以下のと

おりである。

(2) まず、９年度春闘要求に係る団交が開催されるまでの経緯についてみ

るに、前記認定事実第３の３(1)(2)記載のとおり、組合が８年度第４回

団交時に、ベースアップ実施前の団交開催を求めたにもかかわらず、Ｙ

理事長は６月７日を次回期日として提案し、組合の早期の団交開催の要
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求に明確な回答をしなかったこと、組合は３月２５日に９年度春闘要求

書を提出するとともに、４月９日に同月２５日までの団交開催を求めた

が、学園はこれに応じなかったこと、組合はその後も数度にわたって早

期の団交開催を申入れたが、学園はこれに応じることなく、逆に当初提

案していた６月７日を一方的に変更し、同月１１日になってようやく団

交開催に応じたことが認められる。

このように、組合が８年度第４回団交で早期の団交開催を申し入れて

から団交が開催されるまでに２か月以上が経過しており、その間に、組

合との団交を経ることなく、９年度の昇給内容が決定され、ベースアッ

プ後の給与が支給されている。

この点、Ｙ理事長は、４月、５月は学園の行事が忙しく団交に応じる

ことは無理であったと供述するが（初審④Ｙ23、24頁）、前記認定事実

第３の３(3)(4)記載のとおり、９年度第２回ないし第４回団交について

も、自らが提案した２か月以上先の期日まで団交開催に応じていないこ

とに照らすと、Ｙ理事長の供述を信用することはできない。

さらに、６月１１日の団交におけるＹ理事長の対応についてみるに、

前記認定事実第３の３(3)記載のとおり、同人は、組合の９年度春闘要

求に対し、予め準備した書面を読み上げる形で一方的に学園の回答を告

げるのみであったこと、組合側に提示された資料は、すでに６月７日ま

でに決定済みの事項として掲示されていたものであったこと、組合から

の昇給額の詳細等に関する質問に答えられず、次回までに回答すること

になったが、他方で、組合からの早期の団交開催を拒否し、３か月以上

先の９月１０日を次回期日として提案したことなどが認められる。

その後、組合は改めて夏期賞与支給前の団交開催を申し入れたが、学

園は、結局、自らが提案した９月１０日まで団交開催に応じず、９年度

夏期賞与についても、組合との交渉を経ることなく、学園が一方的に決
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定し、支給している。

学園のこれら一連の対応は、形式的には団交の開催に応じているもの

の、団交事項について合意の達成に努めるべく組合と実質的に協議・交

渉する姿勢があるとは到底認められず、不誠実と評価せざるをえない。

よって、学園の９年度春闘要求に係る団交への対応は、実質的な団交

拒否として、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たる。

(3) これに対し、学園は、①団交事項について事前に資料を準備するなど

して回答内容を検討した上で団交に臨み、組合に資料も示して説明して

いる、②組合から団交申入れがあったのは４月９日であり、同月１日の

ベースアップ決定前に団交が開催されなかったのは、組合の団交申入れ

が適正でなかったことが原因である旨主張する。

しかしながら、①については、上記のとおり、学園が６月１１日の団

交において示した回答及び資料は、いずれもすでに決定済みのものとし

て、６月７日までに校内に掲示された文書や内容であって、Ｙ理事長か

ら、それ以上の説明や具体的根拠が示された事実を認めることはできな

い。また、②についても、初審命令はベースアップ後の給与支給前の団

交開催に応じなかったことを問題にしているのであって、上記のとおり、

組合は３月５日に開催された８年度第４回団交において、ベースアップ

実施前の団交開催を求めていた上、４月９日にも同月２５日までの開催

を求めていたのであるから、これに応じなかった学園側の対応に問題が

あることは明らかであり、学園の主張はいずれも失当である。

２ 争点(2)について（クラス担任外し）

(1) 当委員会も、学園がＣら４名をクラス担任から外したことは、労組法

第７条第３号の不当労働行為に当たると判断するが、その理由は以下の

とおりである。

(2) まず、学園は、組合員がクラス担任から外されたとしても、その組合
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活動に何ら影響はないから、そもそも不当労働行為の問題は生じない旨

主張する。

しかしながら、学園では、クラス担任に担任手当が支給されていた上、

クラス担任の業務は、教科指導以外の生徒指導全般やクラス運営等にた

ずさわる業務であり、多くの教職員にとってやりがいを感ずる業務であ

るとともに、教職員としてのキャリアを積む上でも重要な業務であるか

ら、クラス担任に就くことを希望する教職員にとって、クラス担任から

外されることによって精神的不利益を受けることは明らかである。

そして、組合員であること等を理由にクラス担任から外されることに

なれば、これが組合員及びその他の教職員に対する見せしめとなって、

同人らに組合活動に参加することを萎縮させる効果をもたらすことにな

るから、その意味において組合の組織、運営に不当に介入するものとい

え、支配介入の不当労働行為が成立する余地がある。

そこで、以下、Ｃら４名がクラス担任から外されたことが、同人らが

組合員であること等を理由として行われたものと認められるか否か、検

討する。

(3) Ｃら４名をクラス担任から外したことの合理性の有無について

ア 共通する事情

前記認定事実第３の４(1)記載のとおり、Ｓ１高校では、従前、１

年生のクラス担任が２、３年生のクラス担任に順次持ち上がるという

方式が原則とされていた。

これに対し、学園は、再審査において、４年度から５年度の実例を

挙げて、クラス担任が持ち上がるという原則はとられていなかった旨

主張する。しかしながら、証拠（甲230）によれば、学園が指摘する

５年度については、常勤講師を３年生の担任に就けないという方針の

影響から持ち上がらない者が多く出たが、６年度ないし９年度につい
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ては、退職者や産休取得中の者などを除くとほとんどの者が持ち上が

っていることが認められる。また、Ｚ２校長名義の「平成７年度のク

ラス担任希望票について」と題する文書（甲231）には、持ち上がり

を基本とする旨明記されており、組合員らのクラス担任の状況（甲84、

37～39頁）に照らしても、少なくとも本件で問題となる８、９年度当

時には、クラス担任は持ち上がりが原則とされていたものと認められ

る。

さらに、学園は、Ｃらのクラス担任外しの根拠の一つとして、生徒

数の減少に伴いクラス数が減少していることを主張する。しかしなが

ら、前記認定事実第３の４(1)記載のとおり、生徒数の減少は新入生

の減少を主な要因とするものと認められ、本件で問題となる８、９年

度において、学年が持ち上がる際にクラス数が減少した事実は認めら

れない。この点、Ｃら４名は、クラス担任を外される直前の年度にお

いて、１年生又は２年生のクラス担任に就いていたことが認められ、

上記のとおり、クラス担任は持ち上がりが原則とされていたことに照

らすと、Ｓ１高校全体としてクラス数が減少したとしても、そのこと

がただちにＣら４名をクラス担任から外した根拠として意味を持つも

のとはいえない。

したがって、Ｃら４名について、上記持ち上がりの原則に反して

敢えてクラス担任から外す理由があったといえるのか、学園の主張

する各人に対する理由について、慎重に吟味する必要がある。

イ Ｃについて

学園は、８年度にＣをクラス担任から外した理由として、①能力別

クラス編成に反対したこと、②担任としての事務処理能力が不足して

いたこと、③生徒への伝達事項を怠りがちであったことを主張する。

しかしながら、①については、能力別クラス編成に反対した教職員
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はＣ以外にも多数存在したことが認められる上、能力別クラス編成が

実施された７年度において、Ｃはその対象となった新１年生のクラス

担任に選任されている。さらに、能力別クラス編成は９年度には中止

されたが、Ｃは８年度以降も一貫してクラス担任から外されている。

また、②についても、Ｃは、自己の担任としての事務処理に問題は

なく、管理職等から特段の指摘を受けたことがなかった旨供述してお

り（甲84、初審⑫Ｃ22、23頁）、学園が主張する６年度の調査書や成

績一覧表に記載漏れや誤りが多かったという点についても、当該文書

等は証拠として提出されておらず、この点に関するＺ５補佐教頭の証

言も曖昧で（初審Ｚ５30～33頁）、そもそも学園の主張する事実を

認めることができない。

③については、前記認定事実第３の４(2)ア記載のとおり、Ｃが６

年度に担任したクラスには、卒業旅行の参加申込みを期限までに提出

しなかったり、風紀定期指導を受けずに再度呼び出しを受けた者が他

クラスよりも多かったことが認められるが、このことからただちにＣ

が伝達事項を怠ったと評価することもできず、これらの点について同

人が管理職等から特段の指摘や指導を受けた事実も認められない。

さらに、学園の主張する①ないし③の理由については、いずれも６

年度中の事情であるところ、上記のとおり、Ｃは７年度にクラス担任

に選任されており、６年度中の事情に基づいて、同人を８年度のクラ

ス担任から外すことは、不自然といわざるを得ない。

これらの事情に照らすと、学園がＣについて主張する事情は、いず

れも同人をクラス担任から外す理由として合理性があるとはいい難

い。

ウ Ｆについて

学園は、９年度にＦをクラス担任から外した理由として、①不適切
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な壁新聞に対処しなかったこと、②派手な服装等について苦情があっ

たことを主張する。

この点、①については、前記認定事実第３の４(2)イ記載のとおり、

Ｆは、Ｚ１補佐教頭から、ポケットベルに関する記事が掲載された壁

新聞について指摘を受けたにもかかわらず、クラス担任として特段の

対処をしなかったことが認められる。しかしながら、同壁新聞は、実

践国語の授業の一環として作成されたものであって、Ｆが、クラス担

任が対処すべきではなく、教科担任の判断に委ねようと考えたことも、

あながち理解し得ないものではない。これに対し、Ｚ１補佐教頭は、

生徒が見ている前で壁新聞をはがした上、当該記事に×印をつけるな

どしており、同記事が学内への持込みが禁止されているポケットベル

に関するものとはいえ、単にその新機種を紹介するものに過ぎなかっ

たことに照らすと、その対応はやや過剰といわざるを得ない。また、

ポケットベルを扱った記事は他のクラスの生徒が作成した壁新聞にも

掲載されていたが、Ｚ１補佐教頭がこれを調査したり問題にした事実

は認められない。

また、②については、Ｆの服装に関するＺ１補佐教頭の証言は曖昧

であって、生徒や保護者から苦情があった事実については、これを認

めるに足りる証拠がない。これに対し、Ｆは、派手な服装で教壇に立

っていたことを否認しており、同人が８年度に服装等について注意や

指導を受けた事実も認められないことに照らすと、そもそも学園が主

張するように、Ｆの服装等に大きな問題があったとは認められない。

これらの事情に加えて、Ｆがクラス担任から外される際、学園から

その理由についての説明を受けておらず、また、８年度中に、管理職

等からその指導方法や力量に問題があると指摘を受けたことはなかっ

たことを併せ考えると、学園がＦについて主張する事情は、いずれも



- 84 -

同人をクラス担任から外す理由として合理性があるとはいい難い。

エ Ｇについて

学園は、９年度にＧをクラス担任から外した理由として、①不適切

な壁新聞に対処しなかったこと、②担任するクラスから多くの退学者

を出したことを主張する。

しかしながら、①については、上記ウで述べたとおり、Ｚ１補佐教

頭の当該壁新聞への対応はやや過剰であったといわざるを得ず、教科

担任として直接指導に当たったＧが、これに抗議することも理解し得

ないものとはいえない。また、上述のとおり、Ｚ１補佐教頭が、他の

壁新聞について調査したり、問題にした事実も認められない。

また、②については、８年度の１学年は特に退学者が多く、Ｇのク

ラスの他にも８名の退学者を出したクラスが２クラス存在していたこ

とが認められる。当時、Ｓ１高校では、問題のある生徒には退学を勧

める方針が採られており、Ｇに対し、管理職等から、クラス担任とし

ての指導方法や力量に問題がある旨の指摘がされた事実も認められな

いことに照らすと、そもそも学園が、退学者が多いことをクラス担任

の指導の問題と捉えていたとは考えがたい。

これらの事情によれば、学園がＧについて主張する事情は、いずれ

も同人をクラス担任から外す理由として合理性があるとはいい難い。

オ Ｈについて

学園は、９年度にＨをクラス担任から外した理由として、①保護者

会開催通知の文書の一部を削除して配付したこと、②進路指導に関し

て保護者からの苦情があったことを主張する。

まず、①については、前記認定事実第３の４(2)エ記載のとおり、

Ｈが、学園から配付を指示された通知文書から、保護者懇談会に関す

る注意が記載された部分を削除した上で、生徒に配付した事実が認め
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られる。

確かに、校長作成名義の文書を無断で一部削除して配付する行為に

は問題があるといえるが、Ｈが削除した部分は、保護者会開催の通知

とは直接関係のない部分であって、保護者懇談会に積極的に関わって

いた組合員が、同部分について、保護者を不安に陥れ、意欲ある保護

者の活動を妨害するものと受け止めることもやむを得なかったといえ

る。また、Ｘも、Ｈと同様に一部を削除して配付したが、同人は９年

度もクラス担任とされており、このことを理由にＨをクラス担任から

外した旨の学園の主張には疑問を感じざるを得ない。

そして、②については、前記認定事実第３の４(2)エ記載のとおり、

Ｈは他の担任よりも早い時期から進路希望を聞く個人面談を実施し、

卒業生の体験談を聞く機会を設けたり、生徒に進路に関する特別のノ

ートを作成させるなどの指導を行っていたことが認められる。これに

対し、Ｙ理事長は、保護者からＨの進路指導に不安がある旨のクレー

ムを受けたと供述するが（初審Ｙ22～23頁）、Ｈに対し、上記クレ

ームがあったことを告げて、進路指導の状況を確認したり、特段の指

示や指導を行うこともしなかったというのであって、このようなＹ理

事長の対応は不自然かつ不適切といわざるを得ない。

これらの事情に照らすと、学園がＨについて主張する事情は、いず

れも同人をクラス担任から外す理由として合理性があるとはいい難

い。

(4) 不当労働行為の成否について

上記(3)記載のとおり、学園がＣら４名をクラス担任から外した理由

として主張する事情は、そもそも証拠上これを認めるに足らないか又は

些細な事を敢えて取り上げていると評価せざるを得ないものであって、

いずれも持ち上がりの原則に反して同人らをクラス担任から外す理由と
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して合理性があるとはいい難い。

そして、前記認定事実第３の４(1)記載のとおり、学園は、６、７年

度においては、本人の希望を考慮してクラス担任を決定していたが、８

年度以降、校長室と学年主任会が意見調整した上で、学園長（Ｙ理事長）

が決定する方式を採るようになり、その最初の年度である８年度に、当

時組合の委員長として組合活動の中心であったＣがクラス担任から外さ

れ、さらに翌９年度に、Ｆ、Ｇ及びＨの３名の組合員がクラス担任から

外されたことが認められる。

この点、前記認定事実第３の４(3)記載のとおり、７年度１年生のク

ラス担任であった教職員のうち、８年度にクラス担任から外された者は、

産休等の事情がある者を除けば、Ｃの他にも１名存在するが、同人は副

担任に選任されたこと、８年度に１年生を担当した教職員のうち、９年

度にクラス担任から外された者は、Ｆ及びＧの他にも１名存在するが、

同人は後に労働組合に加入したこと、８年度に２年生を担当した教職員

のうち、９年度にクラス担任から外された者は、産休等を除くとＨのみ

であったことがそれぞれ認められる。

そして、Ｃらがクラス担任から外された８、９年度当時の労使事情

をみても、上記１でも述べたとおり、学園の組合との団交における対応

は不誠実なものであったと認められ、さらに、下記３及び６(4)シない

しセで述べるとおり、Ｃ及びＥが卓球部顧問等から外されているほか、

組合が積極的に関わっていた保護者懇談会の活動に関して、組合員１０

名に対する厳重注意が行われるなど、学園と組合の関係は決して良好と

はいえない状況にあった。

これらの事情に照らすと、学園は、組合の存在及び活動に嫌悪感を

有しており、Ｃらが組合員であること等を理由として、敢えて持ち上が

りの原則に反してクラス担任から外したことが窺われる。
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さらに、Ｃら４名がクラス担任から外された後も、前記認定事実第

３の４(3)記載のとおり、年度により増減はあるもののクラス担任から

外される組合員が増加しており、特にＹ理事長の校長就任の翌年度の１

８年度には、多くの組合員がクラス担任から外され、１９年度以降、ク

ラス担任を持つ組合員はわずか１名となっている。

クラス担任から外れた組合員は、管理職やクラス担任を持つ教職員

とは別の第２職員室に配置されるようになり、１８年度には第２職員室

の場所も別の建物に移され、１９年度以降は、第２職員室に配置されて

いる教職員１２名のうち１１名が組合又は別組合の組合員となってい

る。

また、学園は、１９年度には、原則として教職員が授業以外で生徒

と接触することを禁止する旨の規程を定めたほか、部活動顧問からも組

合員を排除し、わずか３名の管理職に分担させるに至ったことも認めら

れる。

これらその後の一連の学園の対応をみても、学園が、別組合も含め

た労働組合の存在及びその活動を嫌悪し、労働組合の組合員を非組合員

の教職員や生徒からできる限り隔離して、その活動の拡大を阻止したい

との認識を有していることが窺われ、結局、Ｃらのクラス担任外しにつ

いてもこれと同様の意図で行われたと認めるのが相当である。

したがって、Ｃらのクラス担任外しについては、同人らが組合員で

あること等を理由として行われたものと認められ、また、同人らが、持

ち上がりが原則とされる中、これに反する形でクラス担任から外されて

いることに照らすと、他の組合員及び教職員に対する見せしめ的な効果

があったと認められる。

よって、学園が、Ｃらをクラス担任から外したことは、クラス担任

を希望する者に対して、組合活動に参加することを萎縮させるという意
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味で、組合の組織及び活動に不当に介入するものと評価されることから、

支配介入の不当労働行為に当たる。

３ 争点(3)について（卓球部顧問等外し）

(1) 当委員会も、学園がＣ及びＥを卓球部顧問等から外したことは労組法

第７条第３号の不当労働行為に当たると判断するが、その理由は以下の

とおりである。

(2) 学園は、部活動の顧問等から外すことについても、そもそも不当労働

行為の問題は生じない旨主張する。しかしながら、部活動等の課外活動

は、高等学校における教育活動の一環として重要な意義を有しており、

多くの教職員にとって、部活動の顧問等に就くことは、クラス担任と同

様にやりがいを感じられる業務であるとともに、教職員としてのキャリ

アを積む上でも重要な業務といえるから、顧問等に就くことを希望する

者にとって、これを外されることによって精神的不利益を受けることは

明らかである。

したがって、クラス担任と同様に、組合員であること等を理由に部活

動の顧問等から外された場合にも、支配介入の不当労働行為が成立する

余地が認められる。

(3) Ｃ及びＥを卓球部顧問等から外したことの合理性の有無について

学園は、Ｃらを卓球部顧問等から外した理由として、①指導中に卓球

場で喫煙していたこと、②卓球部員に引越しの手伝いをさせたことを主

張する。

この点、①については、前記認定事実第３の５(2)ア記載のとおり、

Ｃ及びＥが卓球場内で喫煙していたことが認められ、そのこと自体は、

生徒の健康や教育にとって望ましくない行為であったといえる。

しかしながら、他方で、卓球場での喫煙について、これまで特に問

題視されておらず、管理職を含む他の教職員も同所で喫煙していたこと、
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学園からの指摘を受け、Ｃらは直ちに卓球場での喫煙を止めたこと、そ

の後も屋外の部活動において指導中に喫煙する教職員がいたことが認め

られ、卓球部員の保護者からの苦情があったとはいえ、翌年度からただ

ちにＣらを顧問等から外すことは、余りに過剰な対応といわざるを得な

い。

また、②については、前記認定事実第３の５(2)イ記載のとおり、Ｃ

が卓球部員らにＥの引越しの手伝いを呼びかけ、卓球部員らが引越しの

手伝いをした事実が認められる。この点、卓球部員らに強制的に手伝い

をさせたと認めるに足りる証拠はないものの、生徒に私的な引越しの手

伝いをさせた行為については、やや配慮を欠いた面があったことも否定

し得ない。しかしながら、学園は、上記喫煙について意見を述べた保護

者から併せて苦情を受けたということのみから、Ｃらや引越しを手伝っ

た卓球部員らに何ら事情を確認することなく、ただちにＣらを顧問等か

ら外す理由としているものであって、かかる学園の一方的な対応には疑

問を感じざるを得ない。

これらの事情に加えて、前記認定事実第３の５(1)記載のとおり、Ｃ

らは、長期にわたり卓球部顧問等としてその指導に当たり、その間、卓

球部が着実に実力を付けて、優秀な成績を挙げてきたことも併せ考える

と、なおさら学園の一方的な対応には疑問があるといわざるを得ず、Ｃ

らを卓球部顧問等から外したことに合理性があるとはいい難い。

(4) 不当労働行為の成否について

上記２(4)で述べたとおり、当時の労使事情は決して良好なものとは

いえず、Ｃが８年度に、Ｆ、Ｇ及びＨが９年度にそれぞれクラス担任か

ら外されたこと、その後、組合員のほとんどがクラス担任から外され、

第２職員室に配置されていること、部活動顧問についても、組合員の全

てが顧問等から外され、管理職３人で全ての顧問を分担するに至ってい
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ることなどの事情に鑑みると、Ｃらを卓球部顧問等から外したことにつ

いても、学園が、組合の存在及び活動を嫌悪し、組合員をできる限り非

組合員や生徒から隔離したいとの意図から行われたものと認めるのが相

当である。

以上によれば、学園が、Ｃらが組合員であること等を理由として、同

人らを卓球部顧問等から外したことは、クラス担任同様、Ｃらが卓球部

顧問等から外されることを見せつけることによって、組合の組織及び活

動に不当に介入するものと評価されることから、支配介入の不当労働行

為に当たる。

４ 争点(4)について（懲戒処分）

(1) 当委員会も、本件各厳重注意は、いずれも労組法第７条第１号及び第

３号の不当労働行為に当たると判断するが、その理由は以下のとおりで

ある。

(2) 学園の主張する懲戒理由の合理性について

ア Ｃに対する１０年５月２０日付け厳重注意について

学園は、Ｃが職員室内の掲示文書を勝手に取り外して、これを印刷

し、組合員らに配布したことは、学園の物品を私物化する行為及び就

業時間中の組合活動に当たり、さらに、インク代、電気代及び紙代の

盗みに当たるから、就業規則上の懲戒事由に該当し、Ｃを厳重注意と

したことに違法性はない旨主張する。

この点、前記認定事実第３の６(2)記載のとおり、Ｃが掲示文書を

取り外し、これを印刷して組合員らに配付したことが認められるが、

他方で、掲示されていた文書は、校務分掌や賞与制度の内容等、教職

員の労働条件に関係する重要事項が記載されたもので、従前、このよ

うな文書は教職員に配付されていたことが認められる。さらに、掲示

板の前には裁断機が置かれて、掲示文書に近づいて見ることが困難で
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あったことに照らすと、Ｃがこれを印刷して配付しようと考えたこと

も理解しうる。また、上記のとおり、掲示文書が教職員の労働条件に

関係する重要事項が記載されたものであって、学園もその内容を教職

員に周知するために掲示しているのであるから、これを印刷して組合

員その他の教職員に配付したことを、ただちに組合活動と評価するこ

とは相当でない。しかも、同文書の印刷に要したインク代、電気代及

び紙代は些少な額であったと推測され、これを盗みとしてことさらに

問題視することは過剰な感を否めない。

これに対し、Ｙ理事長は、上記Ｃの行為を現認した管理職からＺ２

校長を通じて報告を受け、本人を呼んで直接事情を確認したり、弁明

の機会を与えることなく、ただちに厳重注意とすることを決定し、そ

の通知も、出張中で不在のＣの机上に書面を置くことで済ませている

ものであって、かかる一連の学園の措置は余りに性急かつ手続的適正

を欠くものと評価せざるを得ない。

これらの事情に照らすと、Ｃに対する１０年５月２０日付け厳重注

意については、その合理性に疑問がある。

イ Ｃら５名に対する１０年５月２１日付け厳重注意について

学園は、Ｃら５名が、職員朝会の開始前後にＹ理事長を取り囲み、

Ｃが「おい、理事長。」などと怒声を浴びせて、職員朝会の開始を妨

害し、終了後も大声や野次を飛ばしたこと、生徒に「生徒は入るな。」

と怒鳴ったことを厳重注意の理由として主張する。

しかしながら、前記認定事実第３の６(3)記載のとおり、Ｃらは、

上記アの厳重注意に抗議するため、Ｙ理事長に抗議文書を手渡し処分

の撤回を求めたに過ぎず、始業を告げるチャイムが鳴り終わり、Ｚ３

校長が職員朝会の開催を告げるとそれぞれ自分の席に戻ったことが認

められる。また、職員朝会終了後、学園の掲示文書に関する説明を求
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めたが、Ｙ理事長がＣの背後に来て顔やマイクを近づけたため、Ｃが

これに抗議し、このようなやりとりの際に生徒が職員室に入ろうとし

たため、Ｃがこれを制止したことが認められ、学園の主張する経過と

は異なるものである。

これに対し、Ｙ理事長は、初審審問において、上記学園の主張に沿

う供述をしているが（初審Ｙ32～38頁）、上記「おい、理事長。」

との発言以外については、Ｃらの罵声や野次の具体的内容をほとんど

供述しておらず、また、同人がカメラやテープレコーダーを持参して

職員朝会に臨み、Ｃらの言動を記録するなど明らかに不自然な行動を

取っていたことに照らすと、同人の供述をそのまま信用することはで

きない。

よって、上記アの懲戒処分に抗議する意味においてＣらが多少乱暴

な発言をした可能性は否定できないものの、上記認定される事実経過

に照らすと、学園が主張するように、職員朝会の開始を妨害したり、

大声で野次を飛ばしたと評価することはできない。

よって、Ｃら５名に対する１０年５月２１日付け厳重注意について

も、その合理性に疑問があるといわざるを得ない。

ウ 組合員１０名に対する１１年８月１１日付け厳重注意について

学園は、組合が団交でのＹ理事長の発言を歪めた組合ニュースを配

布し、教職員に誤解を与えたことについて謝罪を求めたが、組合は誤

りがあった事実までを否認し、断固抗議する旨の抗議文を提出したこ

とから、組合員１０名を厳重注意としたと主張する。

この点、前記認定事実第３の６(4)記載のとおり、組合は、団交の

際にＹ理事長が「賞与が減点方式でなくなった」と発言したことにつ

いて、「減点方式」を「限定方式」と誤って記載した組合ニュースを

教職員に配付したが、２日後に誤りに気付き、ただちに訂正する旨の
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文書を配布したこと、これに対し、学園は、「事実を歪曲し教職員全

員に誤解を与えた」として、組合に謝罪を求める文書を交付したが、

組合は、「いわれなきことであり、断固抗議する」との文書を提出し

て、謝罪に応じなかったことが認められる。

そこで検討するに、学園は、組合が誤りのあった事実までを否認し

た旨主張するが、組合が学園に提出した抗議文書（甲164）をその文

言に沿って読めば、組合が否認しているのは、「組合側が事実を歪曲

し、教職員全体に誤解を与えた」との点であることは明らかである。

また、学園の立証によっても、組合の誤りによって教職員に誤解を

与え、何らかの支障が生じた事実は認められず、そもそもこのような

些細な誤記について、組合がただちに訂正文書を配布したにもかかわ

らず、謝罪を求める学園の対応にこそ問題があるといわざるを得ない。

したがって、組合が謝罪を拒否し、学園に抗議したことは当然のこ

とであって、このことを理由として行われた組合員１０名に対する１

１年８月１１日付け厳重注意については、その合理性が認められない。

エ Ｋに対する１１年９月２５日付け厳重注意について

学園は、Ｋが、職員朝会で配付を指示された授業及び部活動参観の

通知文書を速やかに生徒に配付しなかったことは、業務上の指示に反

するもので、保護者との連絡方法を乱すことから、同人を厳重注意と

したと主張する。

この点、前記認定事実第３の６(5)記載のとおり、Ｋは、１１年９

月９日に配付を指示された授業及び部活動参観の通知文書について、

配付を躊躇し、同月１３日に学年部長から配付を指示された後も、同

月１４日の帰りのホームルームまで配付しなかったことが認められ、

かかるＫの行為については、不適切であったといわざるを得ない。

しかしながら、他方で、Ｋが同文書の配付を躊躇したのは、授業及
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び部活動参観の日程が、同人のクラスの研修旅行の日程と重なってい

たことから、同文書を配付することによって保護者や生徒に混乱が生

じることを危惧したためであり、１４日の帰りまで配付しなかったこ

とについても、研修旅行の準備等で忙しく、上記混乱を避けるための

十分な説明を行う時間が確保できなかったためであったと認められ

る。そして、学園の主張立証によっても、上記文書の配付が遅れたこ

とにより、保護者から苦情を受けた等の特段の支障が生じた事実は何

ら認められない。さらに、このような事情が認められるにもかかわら

ず、学園は、Ｋに事情を確認したり、弁明の機会を与えることなく、

ただちに厳重注意としており、その手続の性急さには疑問が感じられ

る。

これらの事情に照らすと、Ｋに対する１１年９月２５日付け厳重注

意についても、その合理性に疑問があるといわざるを得ない。

(3) 不当労働行為意思について

上記(2)で述べたとおり、本件各厳重注意については、いずれもその

合理性に疑問が感じられる。

そして、上記(2)ウの組合員１０名に対する厳重注意については、そ

もそも組合ニュースの作成及び配布という同人らの組合活動を理由とし

て行われたものであるから、処分に合理性が認められない以上、同人ら

に対する不利益取扱いに当たるとともに、組合活動に対する不当な介入

として、支配介入の不当労働行為に当たる。

また、前記認定事実第３の６(1)記載のとおり、学園は、１０年ころ

から、就業規則を毎年のように改訂するようになったが、新たに追加又

は内容が具体化された懲戒事由には、組合又は別組合の組合員が行った

行為に関する事項が多く含まれていたことが認められ、組合員を懲戒処

分に付することを意識して、就業規則の改訂を行っていたことが窺われ
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る。そして、上記(2)イで述べたとおり、Ｙ理事長がカメラや録音テー

プを持参して職員会議に臨み、Ｃらの行為を記録していたこと、上記(2)

アないしエのいずれについても、通常であれば敢えて懲戒理由とされな

いような行為を取り上げ、組合員に対する事情確認や弁明の機会を与え

ることなくただちに厳重注意に付することが決定されていること、上記

１ないし３で述べたとおり、学園が組合との団交において不誠実な態度

に終始しており、Ｃら組合員を、その希望に反して一方的にクラス担任

や卓球部顧問等から外したことなどの諸事情を併せ考えると、上記(2)

ア、イ及びエの厳重注意についても、学園は、Ｃらが組合員であること

等から、同人らに不利益を与える意図を持って、敢えて上記各行為を取

り上げ厳重注意に付したものと認めるのが相当である。

(4) 結論

以上によれば、本件各厳重注意については、いずれも組合員に対する

不利益取扱いに当たるとともに、組合員を敢えて懲戒処分に付すること

によって、他の組合員又は非組合員に対する見せしめ的な効果を企図し

たものというべきであることから、組合に対する支配介入の不当労働行

為に当たる。

５ 争点(5)について（管理職登用差別）

(1) 当委員会も、学園が組合員を管理職に登用しないことは、労組法第７

条第３号の不当労働行為に当たると判断するが、その理由は以下のとお

りである。

(2) まず、学園は、人事組織の構成や各職階の職責及び職務内容の分担等

をどのように定めるかについては、使用者である学園の専権事項であり、

自由に決定することができる旨主張する。

この点、確かに、如何なる範囲の者を管理職として、その職責及び職

務内容を如何に分担させるか等については、使用者が自由に決定すべき
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事項であって、学園には広い裁量が認められる。しかしながら、学園が、

管理職制度を組合員を差別するための手段として利用し、組合員を差別

することによって組合の運営に不当に介入するものと評価される場合に

は、支配介入の不当労働行為が成立する余地がある。

そこで、以下、学園における管理職制度について、組合員を差別する

ための手段として利用されていたと認められるか、検討する。

(3) 学園における管理職制度の概要について

前記認定事実第３の７(1)(2)記載のとおり、Ｓ１高校では、非常勤

講師を除く教職員を、管理職、一般教諭、養護教諭及び司書並びに常勤

講師の４つの職階に区分しており、このうち管理職の範囲が６年度以降

たびたび変更され、１０年度までに、従前の校長、教頭及び部長のみか

ら、補佐教頭、委員長、副部長、副委員長及び副委員長補佐までが管理

職に加えられるに至った。さらに、養護教諭及び司書についても管理職

に準じた取扱いがされており、その結果、表１記載のとおり、Ｓ１高校

の専任教諭に占める管理職等の割合は４割ないし５割に達していたこと

が認められる。

これに対し、一般に公立高校で管理職とされるのは、校長、副校長、

教務主任、進路指導主任、生活指導主任及び各学年主任の８名が通常で

あって、他の私立高校における取扱いと比較しても、Ｓ１高校では極め

て多数の者が管理職とされていたことが認められる。

この点、元管理職であった組合員Ｍは、副部長又は委員長として管

理職とされた者は、管理職としての職務内容も責任もほとんど有してい

なかった旨の陳述書（甲219）を提出しており、上記のとおり、Ｓ１高

校では専任教諭の２人に１人が管理職という状況にあったことに照らす

と、上記Ｍの陳述内容のとおりの実態であったと推認される。

管理職等の処遇については、１等級に位置付けられる校長等の一部
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の管理職を除いて、管理職等の大半は一般教諭と同じ２等級に位置付け

られ、同一の給料表の適用を受けていた。しかしながら、管理職等には

基本給とは別に管理職手当が支給され、また、１０年度年末賞与からは、

賞与の支給額も、明示的に一般教諭よりも優遇されるようになった。

これらの事情に照らすと、Ｓ１高校においては、その職責や職務内

容を考慮して管理職の範囲を拡大したというより、主として処遇面で一

般教諭よりも優遇することを意図して管理職の範囲を拡大したものと理

解することが相当である。

(4) 学園における管理職制度の運用について

前記認定事実第３の７(1)記載のとおり、管理職への登用は、校長と

理事長が、その地位と責任に適するか否かを勤務評価等に基づいて協議

し、理事長が最終決定することとされていた。

しかしながら、下記６で述べるとおり、学園の組合員に対する勤務評

価は必ずしも適正に行われていたとは認めがたく、その結果を重視する

ことはできない。また、学園は、管理職に登用する際の具体的基準につ

いて、上記の内容以上に明らかにしていないことから、客観的かつ明確

な基準があったとは認めがたい。したがって、管理職の登用については、

Ｙ理事長による主観的かつ恣意的運用も可能であったといえる。

そして、Ｓ１高校における管理職の登用の実態をみるに、前記認定事

実第３の７(3)記載のとおり、９年度には専任教諭５３名のうち管理職

等２１名であったが、管理職等には別組合も含めて労働組合の組合員は

一人も存在しなかったこと、その後１４年度にかけて、一般教諭３２名

のうち１３名が管理職に登用されたが、その中に一人も労働組合の組合

員はいなかったこと、１４年２月にテックユニオンが結成されたが、同

組合の組合員となった管理職２名が同年４月に一般教諭に降格されたこ

と、同年４月時点の一般教諭２２名のうち実に１８名が労働組合の組合
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員で占められていたことがそれぞれ認められる。これらの事情に照らす

と、管理職の登用に当たり、労働組合の組合員であるか否かについては

全く考慮していない旨の学園の主張を採用することはできない。

(5) 不当労働行為の成否について

すでに上記１ないし４で述べたように、学園は組合との団交において

不誠実な態度に終始し、Ｃら組合員に対しても、クラス担任や卓球部顧

問等から外したり、些細な事実を取り上げて厳重注意とするなど、組合

を嫌悪し、組合員に対する不利益な取扱いを多数行っていたことが認め

られる。このような学園の一連の行為に加えて、上記(3)、(4)のとおり、

Ｓ１高校における管理職の範囲が、組合結成後に徐々に拡大され、一般

教諭との区別がその職責や職務内容の相違よりも処遇面で異なる取扱い

をすることを意図して設けられているものと理解されること、管理職の

登用について明確かつ客観的な基準が存在せず、Ｙ理事長による主観的

運用が可能であると認められること、実際の運用状況をみても、労働組

合の組合員は一切管理職に登用されておらず、逆に労働組合に加入した

管理職が一般教諭に降格された例が存在することなどの事情を併せ考え

ると、学園は、労働組合の組合員を非組合員と差別し、処遇上不利益に

扱う意図をもって、管理職制度を運用していたものと推認される。

したがって、このような学園の管理職制度の運用は、組合員であれば

管理職に登用されず、処遇上不利に取り扱われることを、組合員又は他

の教職員に示すことによって、組合及び組合活動への参加を萎縮させる

ことを企図したものといえ、組合運営に対する支配介入に当たる。

６ 争点(6)について（賞与差別）

(1) 当委員会も、組合員に対する各賞与における低査定又は低額支給は、

常勤講師であるＡに関する部分を除いて、いずれも不利益取扱いの不当

労働行為に当たると判断するが、その理由は以下のとおりである。
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(2) 学園における賞与制度の概要と低査定の有無について

ア 学園の賞与制度は、前記認定事実第３の８(1)記載のとおり、毎年

度のように変更されていたが、本件で問題となる８ないし１１年度に

ついていえば、１０年度までは概ね夏期及び年末賞与では基礎額（基

本給及び諸手当の合計額）に成果比例配分率（通常の支給月数に当た

るもの）及び人事考課率（勤務評価及び欠勤減算）を乗じた額を、３

月賞与では勤務評価に基づく一定額を支給するとされていたこと、１

０年度夏期賞与から、勤務評価が職階毎に異なる観点から行われるこ

とが明示され、同年度年末賞与から各職階毎に成果比例配分率や配当

額に明確な差が設けられるようになったこと、１１年度には勤務評価

が行われず、各職階毎に一律の基準によって賞与が支給されたことが

認められる。

イ この点、学園は、勤務評価における低査定が問題となる８年度３月

賞与ないし１０年度３月賞与について、各職階毎の勤務評価の平均を

基準として、一部の組合員についてはこれよりも低い勤務評価を受け

ていることを認めるものの、上記平均とほぼ同様以上の勤務評価を受

けている組合員についてはそもそも低査定を受けた事実が認められな

い旨主張する。

確かに、本件においては、各職階毎の平均を基準とする限り、組合

員らの勤務評価の平均が極端に低いということはできず、組合員の中

には各職階毎の平均よりも高い勤務評価を受けている者も存在する。

ウ しかしながら、上記５で述べたとおり、学園における管理職制度に

ついては、管理職の範囲を拡大して、非組合員の多くを管理職に登用

することによって、管理職に登用されない労働組合の組合員を処遇面

で不利益に取り扱う意図をもって運用されていたと認められ、勤務評

価の高い非組合員については、その大半が管理職等に位置付けられて
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いたと推認される。

エ また、学園は、本件申立てより前から職階毎に別の観点で勤務評価

を行っていたから、職階毎の勤務評価によって低査定の有無を判断す

べきである旨主張するものの、証拠上、９年度３月賞与までは管理職

等と一般教諭との間で勤務評価の方法に差異を設ける旨が記載された

文書は一切認められないこと、学園から具体的にどのような差異を設

けていたのかについて十分な主張立証がされていないことに照らす

と、以前から管理職等と一般教諭との間で異なる取扱いがされていた

と認めることはできない。

さらに、当時、明泉教組及び組合から、賞与における低査定につい

て毎年度のように不当労働行為救済申立てがされていたことに照らす

と、学園が１０年度夏期賞与において職階毎に異なる視点から勤務評

価を行うことを文書上明示し、さらに、１１年度賞与から職階毎の格

差のみを残して勤務評価を取り止めたことについて、労働組合の組合

員に対する賞与差別を隠す意図で行われたのではないかとの疑念すら

感じられる。

オ これらの事情に照らすと、職階毎の勤務評価の平均に基づいて低査

定の有無を判断した場合には、本来比較の対象とされるべき非組合員

が管理職等として比較の対象から外されることになり、学園の管理職

制度を利用した組合員差別を見過ごすことにもなりかねず、少なくと

も月例給与において同じ２等級として扱われる管理職等については、

組合員との比較の対象に含めるべきである。

カ また、本件においては労働組合の組合員であるが故の低査定の有無

が問題とされており、明泉教組については、８年度ないし１０年度の

賞与における低査定が不当労働行為に当たる旨の都労委命令が確定し

ていることに照らすと、組合及び明泉教組の組合員を除いた非組合員
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の勤務評価の平均を基準として、各組合員の低査定の有無を判断すべ

きである。

キ したがって、本件では、２等級格付者である管理職等を含めた非組

合員の勤務評価の平均と各組合員が受けた勤務評価を比較して、低査

定の有無を判断すべきことになるが、学園は、管理職等の評価点及び

評価区分を明らかにしないことから、上記管理職等を含めた非組合員

の勤務評価の平均を明らかにすることはできない。

しかしながら、一般教諭に限っていえば、本件で問題となる各賞与

について、管理職等を含める前の段階で、すでに非組合員の勤務評価

の平均よりも組合員らの勤務評価の平均が低いことが認められ、さら

に、Ｙ理事長が、管理職等に一般教諭よりも賞与を優遇して支給して

いたことを認める供述をしていること（初審Ｙ47頁、初審○40Ｙ14頁）

及び上記のように学園が管理職等の勤務評価を明らかにしないことを

併せ考えれば、本件申立てに係る各組合員について、いずれも管理職

等を含めた非組合員の平均と比較して低査定を受けていたと判断する

ことが相当である。

ク ところで、常勤講師については、前記認定事実第３の７(1)記載の

とおり、これまで管理職等には登用されていなかったことが認められ、

組合員であるが故に管理職への登用差別を受けていたと認めることは

困難である。また、常勤講師と専任教諭とでは雇用契約の態様が異な

り、前記認定事実第３の８(2)ア記載のとおり、賞与においても、以

前より専任教諭とは異なる取扱いがされる場合があったことに照らす

と、一般教諭と同様に低査定の有無を判断することは相当とはいえず、

常勤講師の勤務評価を基準として低査定の有無を判断せざるを得な

い。

この点、Ａの勤務評価については、前記認定事実第３の８(2)記載
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のとおり、８年度３月賞与でＬ、９年度夏期賞与で１００点、同年末

賞与で９５点、１０年度３月賞与で「やや可」の勤務評価を受けてお

り、他の常勤講師よりも高いか、又はほぼ遜色のない勤務評価を受け

ていたことが認められる。

そうすると、他にＡの勤務評価が不当に低いことを認めるに足りる

証拠もない以上、同人については、そもそも学園から低査定を受けた

事実を認めることができないというべきである。

(3) 賞与における勤務評価の方法について

ア ８年度３月賞与ないし１０年度３月賞与における勤務評価の方法に

ついては、前記認定事実３の８(2)アないしキ記載のとおり、毎年度

細かな変更が加えられていたが、概ね夏期及び年末賞与については、

職員の能力、成績、態度及び貢献の４項目について、複数の着眼点を

設けて、Ｙ理事長ら管理職数名が各自の持ち点の範囲内で点数を付け、

その合計点を評価点とするものとされた。また、３月賞与については、

職員の態度及び貢献の２項目について、複数の着眼点を設けて、Ｙ理

事長及びＺ２校長が評価区分を決定するものとされた。そして、いず

れについても、最終的には、Ｙ理事長が特別加算等の必要性を考慮し

た上で、最終決定することとされ、夏期及び年末賞与における持ち点

についても、常にＹ理事長に最も多くの持ち点が配分されていた。

イ そして、上記着眼点については、９年度から１０年度にかけて細分

化される傾向にあり、とりわけ９年度３月賞与から新たに加えられた

着眼点の中には、「会議等にきちんと出席しているか。会議等の秩序

を乱していないか。職場秩序の維持に努めているか。」「服装が派手

すぎたり、言葉遣いが粗暴であったりすることがあるか。」、「学園の

敷地内で許可なく物品を販売しているか。もしくは販売する物品を持

ち込んだか。」、「生徒・保護者の自宅に学校の住所録等を利用して、
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学校とは無関係の催し等の案内を送付したか。」、「保護者会・ＰＴＡ

から苦情があるか。」、「生徒のケガ等には細心の注意を払っているか。

上司の禁じた行為を続けてはいないか。」、「許可なく、生徒を学園外

に引率してはいないか、あるいは、学園外に宿泊させてはいないか。」、

「クラス担任として退学者を抑制しているか。」、「組合活動、署名運

動、政治運動、社会運動に生徒や保護者・卒業生を巻き込んではいな

いか。」、「校長室発行文書を生徒・保護者にきちんと配付したか。」、

「募集説明会・学校説明会の準備・実施・参加をきちんとしている

か。」など、本件において、学園が組合員の８年度３月及び９年度賞

与における低査定の理由として主張している事情を意識したものと推

認される事項が多数みられた。

ウ 勤務評価における評価点又は評価区分は、上記項目及び着眼点をふ

まえて項目毎あるいは総合的に決定されており、１０年度年末賞与を

除いて学園から証拠として提出された勤務評価票に評価理由の記載は

なかった。

エ 以上の事実に照らすと、学園の賞与における勤務評価においては、

Ｙ理事長の決定権限が大きかったと認められ、評価の方法についても、

各項目毎又は総合的に評価点ないしは評価区分が決定されるに過ぎ

ず、勤務評価票には１０年度年末賞与を除き何ら評価理由が記載され

ていないことに照らすと、主観的かつ恣意的な評価が行われた可能性

を否定し得ないものであったと認められる。

(4) 学園の主張する低査定の理由について

上記のとおり、学園は職階毎の平均を基準として低査定の有無を判断

していることから、一部の組合員についてのみ低査定の理由を主張して

いる。しかしながら、そもそも学園の判断基準が採用できないことは上

記(2)で述べたとおりであって、学園が低査定の理由を明らかにしてい
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ない組合員については、そのこと自体をもって、低査定に合理的な理由

がないと判断すべきである。

そこで、以下では、学園が低査定の理由を明らかにしている組合員に

ついて、学園の主張する低査定の理由が合理的といえるか否かについて

検討する。

ア Ｃ及びＨに係る職員会議の欠席

学園は、Ｃ及びＨが性格検査等に関する研修が予定されていた職員

会議を欠席したことを、同人らの８年度３月賞与における低査定の理

由として主張する。

しかしながら、同人らは、事前に代休ないしは年次有給休暇を取得

することの承認を得た上で欠席したものであること、同時の職員会議

については１１名の欠席者がいたが、Ｃら以外の者について低査定の

理由とされた事実を認めるには足らないことに照らすと、同事実を低

査定の理由とすることに合理性があるとは認められない。

イ Ｃ及びＥに係る卓球場での喫煙及び引越しの手伝い

学園は、Ｃらを卓球部顧問等から外した理由として主張した事情を、

同人らの８年３月賞与における低査定の理由として主張する。

まず、卓球場で喫煙をしていた事実については、生徒の健康上、教

育上も不適切な行為であり、卓球部員の保護者からの苦情もあったこ

とが認められる。

しかしながら、これまで特段問題視されていなかったこと、注意を

受けてすぐに止めていることなどに照らすと、敢えてこれを取り上げ

て賞与における低査定の理由とすることに合理性があるとはいい難

い。

次に、Ｅの引越しの手伝いをさせた事実については、上記３(3)で

述べたとおり、やや配慮を欠いた面があったといわざるを得ないが、
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卓球部員らに強制したと評価されるようなものではなく、引越しを手

伝った生徒の保護者からの苦情はなかったことに照らすと、これを賞

与における低査定の理由とすることに合理性があるとはいえない。

ウ Ｃに係る私学助成署名文書の配布

学園は、Ｃが授業中に組合が行っている私学助成運動に関する説明

を行い、署名文書を配布したことを、同人の８年度３月賞与における

低査定の理由として主張する。

この点、Ｃが、地理の授業中に、組合が行っている私学助成運動の

説明を行ったことは不適切であったといわざるを得ない。

しかしながら、前記認定事実第３の８(4)ウ記載のとおり、これは

生徒からの質問を受けて行われたものであって、署名文書についても

授業後に希望者にのみ配付したに過ぎないことに照らすと、このこと

をもって、ただちに賞与における低査定の理由とすることに合理性が

あるとはいい難い。

エ Ｈに係る進路指導に関する苦情

学園は、Ｈをクラス担任から外した理由として主張した保護者から

の進路指導に関する苦情を、同人の８年度３月賞与における低査定の

理由として主張する。

しかしながら、上記２(3)オで述べたとおり、Ｈは進路指導に関し

ては積極的に取り組んでいたことが認められるのであって、単に保護

者からの苦情があったからといって、何らその実情を調査することな

く、賞与における低査定の理由とすることに合理性があるとはいえな

い。

オ Ｇに係る担任クラスからの退学者８名発生

学園は、Ｇをクラス担任から外した理由として主張した８名の退学

者の発生を、同人の８年度３月賞与における低査定の理由として主張
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する。

一般に担任するクラスから退学者を多く出したことについては、そ

の指導能力に原因があると認められる場合には、賞与における低査定

とされることもやむを得ないと思われる。

しかしながら、上記２(3)エで述べたとおり、当時、Ｓ１高校では、

問題のある生徒には退学を勧める方針をとっており、Ｇについても特

段の注意や指導を受けていないことなどに照らすと、そもそも学園が、

退学者が多いことをクラス担任の指導の問題と捉えていたとは考えが

たく、このことをＧの賞与における低査定の理由とすることに合理性

があるとはいえない。

カ Ｇ及びＨに係る鮭搬入行為

学園は、Ｇらが、就業時間中に濡れた鮭を玄関から職員室まで搬入

した行為について、Ｇの８年度３月及び９年度夏期賞与、Ｈの８年度

３月賞与における低査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)カ記載のとおり、当日は生徒は校内にい

なかったと認められるものの、就業時間中に校内の廊下で鮭を搬入す

る行為が不適切であったことは否定できない。

しかしながら、搬入された鮭は非組合員を含む教職員１０名が共同

購入したものであって、搬入にわずかな時間を要したに過ぎないこと、

廊下に垂れた水滴もすぐに拭き取られたことなどが認められ、このよ

うな些細な事実を捉えて、敢えて賞与における低査定の理由とするこ

とに合理性があるとはいい難い。

さらに、搬入行為に及んだＧらのみについて低査定の理由とするこ

とについても疑問を感じざるを得ない。

キ Ｇ及びＦに係る壁新聞

学園は、Ｇらをクラス担任から外した理由として主張した壁新聞へ
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の対応を、Ｇらの８年３月賞与における低査定の理由として主張する。

この点、上記２(3)ウ、エで述べたとおり、Ｇらは、Ｚ１補佐教頭

の壁新聞に関する指摘に対処しなかったことが認められるものの、他

方で、Ｚ１補佐教頭の同壁新聞への対応はやや過剰なものであったと

認められ、他方で、学園が他の壁新聞を調査し、問題にした事実が認

められないことに照らすと、これをただちにＧらの賞与における低査

定の理由とすることに合理性があるとはいい難い。

ク Ｘ及びＨに係る保護者会のお知らせの改ざん

学園は、Ｈをクラス担任から外した理由として主張した保護者会の

通知文書の一部を削除して配付したことを、Ｘ及びＨの８年度３月賞

与における低査定の理由として主張する。

この点、上記２(3)オで述べたとおり、Ｘ及びＨが、校長作成名義

の文書の一部を削除して配付したことが認められ、そのこと自体全く

問題がないとはいえない。

しかしながら、削除したのは保護者会の通知とは直接関係のない記

載部分であって、かつ、その内容が保護者懇談会に積極的に関与する

組合員にとって活動を妨害するともとれる内容であったことに照らす

と、このことを賞与における低査定の理由とすることに合理性がある

とはいい難い。

ケ Ｈに係る倒立前転禁止違反

学園は、Ｈが体育科主任からの倒立前転禁止の指示に従わなかった

ことを、同人の８年度３月賞与における低査定の理由として主張する。

この点、倒立前転は基礎技能種目とされており、Ｈの授業では事故

は起きていなかったことが認められ、Ｈが教育的観点からその禁止に

反対していたことは理解しうるが、生徒の安全に関する配慮は、学園

の運営にとって重大な事項であり、実際に頸椎や足首を負傷する事故
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が発生したことを考慮して、学園が倒立前転を禁止したことにも合理

性が認められる。

したがって、学園の方針に自らの判断で従わないことは問題といわ

ざるを得ず、これが賞与における低査定の理由とされることもあり得

るものといえる。

コ Ｆに係る派手な服装等

学園は、Ｆをクラス担任から外した理由として主張した同人の派手

な服装等を、同人の８年度３月賞与における低査定の理由として主張

する。

しかしながら、上記２(3)ウで述べたとおり、そもそもＦが派手な

服装等をしていた事実や保護者や生徒等からの苦情があった事実を認

めることができない。

サ Ｄに係る８年度生徒募集活動への消極的対応

学園は、Ｄの８年度における中学校訪問件数が少なかったこと及び

同人が職員室で積極的に生徒募集をする必要はない旨の発言をしたこ

とを、同人の８年度３月賞与における低査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)サ記載のとおり、Ｄの８年度における中

学校訪問件数は３７回であったが、同一地区で最も訪問件数が少なか

ったＧについては、８年度３月賞与における低査定の理由として主張

されておらず、また、Ｄと同一件数であった教職員について、このこ

とが低査定の理由とされたことを認めるに足りる証拠はない。

また、Ｄの発言に関するＺ５補佐教頭の供述は伝聞にすぎず、発言

の時期についても８年度中という以上に明確にされていないのであっ

て、Ｄが上記趣旨の発言をしたことを明確に否定していることに照ら

すと、そもそもＤが上記発言をした事実を認めることはできない。

シ Ｅに係る保護者懇談会に関する苦情
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学園は、保護者懇談会が会合や会費徴収の通知をしたことに関して、

保護者からの苦情があったことを、Ｅの８年３月賞与に関する低査定

の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)シ記載のとおり、保護者懇談会が総会開

催の通知や会費徴収の通知をしたことに関して、Ｚ２校長に対し、上

記通知への善処を求める旨の匿名の手紙が送付されたり、ＰＴＡ役員

の連名による同趣旨の手紙が交付された事実が認められる。

しかしながら、保護者懇談会については、前記認定事実第３の２(3)

記載のとおり、そもそも５年１１月に組合が関与して組織された任意

の私的団体であって、８年ころ、学園が、Ｓ１高等学校父母会の名称

を保護者会に変更したことに伴って、両者の名称が類似するに至った

ことが認められる。よって、苦情があったことについて、組合員らの

みを一方的に責めることは相当でない。

また、保護者懇談会に関する苦情を受けたことについて、なぜＥの

みが低査定の理由とされるのか学園から十分な説明はなく、このこと

からもその合理性について疑問を感じざるを得ない。

ス Ｃ及びＧに係る９年２月１９日の職員朝会の妨害

学園は、職員朝会において、Ｚ３教頭が上記シの匿名の手紙を教職

員に示して、保護者懇談会に関わることを自粛されたい旨を述べたと

ころ、Ｃ及びＧが大声で罵声を浴びせ、職員朝会の進行を妨害したこ

とを、同人らの９年度夏期及び３月賞与における低査定の理由として

主張する。

前記認定事実第３の８(4)ス記載のとおり、学園は、上記匿名の手

紙の写しを全教職員に配付していたが、同手紙には、Ｃ及びＸの名前

を挙げて、徴収した会費を着服しているのではないかとの疑惑も記載

されていたことから、Ｃ及びＧは、何らの事実確認を行うことなく、
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全教職員に配付した学園の行為に強く抗議するとともに、誤解を正す

ために保護者懇談会の活動について説明したものと認められる。

これに対し、学園は、Ｃらが大声で罵声を浴びせたと主張するが、

その立証によっても、罵声の具体的内容について明らかではなく、採

用することはできない。

上記認定を前提とすれば、Ｃ等の発言は、学園の対応に対する当然

の抗議ないしは釈明であったと認められ、職員朝会の進行を妨害した

と評価することはできない。

セ Ｃ、Ｅ、Ｆ及びＧに係る９年２月２０日付け厳重注意

学園は、上記保護者懇談会に関する苦情に関連して、Ｃら組合員１

０名が９年２月２０日付けで厳重注意とされたことを、Ｃ、Ｅ、Ｆ及

びＧの９年度夏期及び３月賞与における低査定の理由として主張す

る。

この点、保護者懇談会と保護者会の名称が類似するに至ったことに

ついては、学園の方が後で名称変更を行ったものであることに照らす

と、保護者等からの苦情に関して組合員のみの責任を問うことは相当

とはいえない。

したがって、保護者懇談会の通知に関する苦情が出たことをもって、

ただちに組合員を厳重注意とすることに合理性があるとはいえず、厳

重注意を受けたことを賞与における低査定の理由とすることにも合理

性があるとはいえない。

また、組合員１０名が厳重注意とされたにもかかわらず、低査定の

理由とされているのはＣら４名のみであって、この点についても疑問

を感じざるを得ない。

ソ Ｃに係る９年５月２８日の職員朝会の妨害

学園は、Ｃが職員朝会の席上で、Ｚ３教頭の説明に対し、「月謝滞
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納者はテストを受けさせないと言っていたのに、今回からは受けさせ

るんだってよ。」などと大声で叫んだことを、Ｃの９年度夏期及び３

月賞与における低査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)ソ記載のとおり、Ｃが笑いながら上記発

言をしたことが認められる。この点、Ｃの発言は、少なくともＺ３教

頭まで聞こえる程度の声量で行われたものと認められ、その言い方も、

上司の説明に対する発言として不適切であったといわざるを得ない。

しかしながら、Ｃの発言によって議事の進行に支障をきたすような

こともなかったことに照らすと、敢えて上記発言を捉えて賞与におけ

る低査定の理由とまですることに合理性があるとはいい難い。

タ Ｃに係る就業時間中の組合文書作成

学園は、Ｃが就業時間中に組合文書を作成していたことを、同人の

９年度夏期及び３月賞与における低査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)タ記載のとおり、Ｃが就業時間中に組合

活動に関する文書を作成していたことが認められる。

これに対し、組合は、Ｃが作成していたのは社会科の授業のための

プリントである旨主張し、Ｃもその旨供述する。

しかしながら、Ｃは、Ｙ理事長が来た際に、わざわざワープロのふ

たを閉めて立ち上がっていることが認められ、また、その場で、組合

文書の作成を止めるよう注意されたにもかかわらず、授業のためのプ

リントを作成していた旨弁明した事実も認められない。また、Ｃは、

理事長室に呼ばれた際、教材や資料作成を止めることはできないと答

えた旨供述するところ、そもそも組合文書の作成をしたか否かが問題

であるにもかかわらず、このような発言をすることは不自然であって、

結局、Ｃの供述を信用することはできない。

よって、上記認定を前提とすれば、Ｃが就業時間中に組合文書を作
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成したことは不適切であったといわざるを得ず、さらに、理事長室に

呼ばれて注意された際、「休み時間にはまたやるよ。」などと述べて

いることに照らすと、これが賞与における低査定の理由とされること

もあり得るものといえる。

チ Ｃに係る生徒募集情報紙の持ち出し

学園は、Ｃが生徒募集活動に関する文書の初稿ドラフトを無断で持

ち出して印刷したことを、同人の９年度夏期及び３月賞与における低

査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)チ記載のとおり、Ｃが、印刷機の側に置

かれていた生徒募集活動に関する文書１枚を無断で持ち出したことが

認められる。なお、学園は、Ｃが持ち出した文書は初稿ドラフトであ

ったと主張するが、この点に関するＹ理事長の供述は伝聞に過ぎず、

Ｃが初稿ドラフトを持ち出したと判断した理由について曖昧であるこ

とから、これを採用することはできない。

もちろん、すでに印刷済みのものであっても、配付前の文書を無断

で持ち去る行為は不適切といわざるを得ないが、同文書が２日後には

教職員全員に配付されていることに照らすと、Ｃの上記行為をもって

敢えて賞与における低査定の理由とすることに合理性があるとはいい

難い。

ツ Ｃ、Ｇ及びＪに係る９年１０月４日の職員会議の妨害

学園は、Ｃ、Ｇ及びＪが、職員会議の席上で、体育祭の警備の配置

について大声で発言し、職員朝会の議事進行を妨害したことを、Ｃら

の９年度年末及び３月賞与における低査定の理由として主張する。

この点、前記認定事実第３の８(4)ツ記載のとおり、Ｃ及びＪは、

職員会議の席上で、体育祭の係分担について、明泉教組の組合員から

露骨な差別をしないで欲しい旨の発言があったことに続いて、「体育
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祭で体育科の教員が係に入っていないのはおかしいのではないか。」

などと発言したこと、その後に明泉教組の組合員から、謀略ビラに対

する学園の対応を問い質す発言があり、Ｃ、Ｇ及びＪも、学校の対応

を強く求める発言をしたことが認められる。

学園は、Ｃらの発言によって議事進行が混乱した旨主張するが、Ｃ

及びＪが体育祭の係分担について意見を述べたことはあったものの、

学園の立証によっても、Ｃらの発言により議事進行が妨害されたとま

で評価することはできない。

また、謀略ビラに関しては、その内容が組合員らの実名を挙げて誹

謗中傷する悪質なもので、夏休み中の校内に撒かれるなど、学園関係

者の関与も疑われていたことに照らすと、Ｃらが強く学園の対応を迫

ったことにも理由があると認められる。そして、学園も、最終的には

できるだけ調査をすることを回答している。

よって、上記Ｃらの発言をもって低査定の理由とすることに合理性

があるとはいい難い。

テ Ｆに係る担当業務の放棄

学園は、Ｆが生徒募集説明会のお茶係の業務を放棄したことを、同

人の９年度年末及び３月賞与における低査定の理由として主張する。

しかしながら、Ｆがお茶係を放棄したことに関するＺ１補佐教頭の

供述は曖昧であって、採用することができない。むしろ、Ｆの供述等

の証拠によれば、前記認定事実第３の８(4)テ記載のとおり、Ｆは午

前中に集合して道具類の準備を終え、一旦解散となった後に音楽室で

ピアノを弾くなどしていたが、再集合時間には遅れずに戻り、お茶係

の業務を行っていたことが認められる。

したがって、そもそも学園が低査定の理由として主張する事実自体

を認めることができない。
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ト Ｆに係る業務命令への非協力

学園は、ＦがＺ１補佐教頭から依頼された文書の印刷を拒否したこ

とを、同人の９年度年末及び３月賞与における低査定の理由として主

張する。

この点、前記認定事実第３の８(4)ト記載のとおり、Ｆは、Ｚ１補

佐教頭から生徒指導部関係の文書の印刷を依頼されたが、これを拒否

したことが認められる。

Ｆは、Ｚ１補佐教頭から近接した時期に同一の文書の印刷を頼まれ、

１時間以上をかけてこれを行ったことがあったことから、個人的な嫌

がらせであると感じ、拒否した旨供述するが、Ｚ１補佐教頭が嫌がら

せの目的で印刷を依頼したとまで認めることはできず、別の業務で手

が離せなかったというような事情も認められない以上、ＦがＺ１補佐

教頭からの依頼を拒否したことは不適切であったといわざるを得な

い。

しかしながら、他に余裕のある生徒指導部員の教職員がいたことに

照らすと、このような些細な事実を捉えて敢えて賞与における低査定

の理由とすることに合理性があるとはいい難い。

ナ Ｈに係る無許可の合宿

学園は、Ｈが校長の許可を得ることなく学外で合宿を行ったことを、

同人の９年度年末及び３月賞与における低査定の理由として主張す

る。

前記認定事実第３の８(4)ナ記載のとおり、Ｈは、校長の許可を受

けることなく、新潟県内で部活動の合宿を行ったことが認められる。

組合は、Ｈは、Ｚ３教頭に対して、事前に合宿を行うことを告げて

いる旨主張するが、仮にそのような事実が認められるとしても、校長

の許可を得たことにはならない。Ｈは、Ｓ１高校では校外での合宿が
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事実上認められていないことを認識しており、同人が保護者に手紙を

出して希望者を募り、傷害保険を掛けるなどした上で合宿を行ってい

ることを考慮しても、Ｓ１高校の方針に違反する行為であることを知

りながら行われたもので、不適切であったと評価せざるを得ない。

そして、生徒の部活動については学園が最終責任を負っていること

に照らすと、校外での合宿を事実上禁止していたことが明らかに不合

理であったともいえず、Ｈの行為は、賞与における低査定の理由にな

りうるものといえる。

ニ Ｊに係る施錠管理への非協力

学園は、Ｊが外国人講師室の施錠管理に協力しなかったことを、同

人の９年度年末及び３月賞与における低査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)ニ記載のとおり、当日は、当番の教職員

が中学校訪問で留守であったことから、英語科主任が、予定のないＪ

に対し、臨時の施錠と鍵の管理を依頼したが、Ｊが自信がないとして

これを拒否したことが認められ、Ｊの行為が非協力的と評価されるこ

ともやむを得ない面がある。

しかしながら、このような些細な事実を敢えて賞与における低評価

の理由とすることに合理性があるとはいい難い。

ヌ Ｊに係る外国人講師との雑談

学園は、Ｊが、頻繁に外国人講師を引き留めて雑談していたことで、

人材派遣会社から警告を受けたことを、Ｊの９年度年末及び３月賞与

における低査定の理由として主張する。

この点、Ｊが外国人講師と話していた内容は定かではないが、前記

認定事実第３の８(4)ヌ記載のとおり、Ｊが頻繁に勤務時間終了後の

外国人講師らと話をしていたことから、人材派遣会社から派遣契約違

反に当たる旨の申入れがあった事実が認められる。
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しかしながら、その後もＪが外国人講師等を引き留めていたとの事

実も認められず、このように些細な事実を捉えて敢えて低査定の理由

とすることに合理性があるとはいい難い。

ネ Ｋに係る議事録の書忘れ等

学園は、Ｋが学年会の議事録を書き忘れたり、生徒への伝達事項を

失念することがあったことを、Ｋの９年度３月賞与における低査定の

理由として主張する。

しかしながら、前記認定事実第３の８(4)ネ記載のとおり、Ｋが学

年会の議事録を１週間程度後に作成したことがあった事実は認められ

るものの、このことによって特段の支障が生じたことを認めるに足り

る証拠はない。また、伝達事項の失念等については、学園側証人のＺ

１補佐教頭は何ら具体的な供述をしておらず、Ｋが学年主任から特段

の指導、注意を受けていた事実も認められない。さらに、Ｋが、１０

年度にもクラス担任に選任されていることに照らすと、そもそも学園

が低査定の理由として主張する事実自体を認めることができない。

ノ Ｄに係る中学校教諭への不適切な対応

学園は、Ｄが来校した中学校教諭に不適切な応接態度であったこと

を、同人の９年度３月賞与における低査定の理由として主張する。

しかしながら、Ｙ理事長は、あごを突き出してふんぞり返っている

ような状態であったと供述する一方で、Ｄの応接態度を注意したり、

来校者に失礼をわびるなどの対応をとっておらず、Ｙ理事長の上記供

述をそのまま採用することはできない。

よって、学園が低査定の理由として主張する事実自体を認めること

ができない。

ハ Ｄに係る９年度生徒募集活動への消極的態度

学園は、Ｄが、９年１２月ころにも職員室内で積極的に生徒を集め
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る必要はないとの趣旨の発言をしたことを、同人の９年度３月賞与に

おける低査定の理由として主張する。

しかしながら、この点に関するＹ理事長の供述は他の管理職からの

伝聞に過ぎず、Ｄが誰に対してどのような場面で上記発言をしたのか

等について、何ら供述されていない。これに対し、Ｄは、上記の趣旨

の発言をしたことを否認しており、そもそも学園が主張する事実自体

を認めることができない。

ヒ Ｉに係る理事長に対する暴言

学園は、Ｉが、就業時間中に、理事長室に強引に入室し、Ｙ理事長

に対し、「先日の団交でのあんたの発言はなんだ。」などと発言した

ことを、同人の９年度３月賞与における低査定の理由として主張する。

この点、組合は、Ｉが上記発言をした事実自体を否認する。しかし

ながら、前記認定事実第３の３(4)ウ記載のとおり、１２月１０日に

開催された団交におけるＹ理事長の態度が不誠実であったこと、Ｉ自

身、Ｙ理事長に団交に関する話をするために呼び止めたが、同人がこ

れに応じなかったことを認める供述をしていること（初審⑱Ｉ49頁、

初審Ｉ７～9頁）に照らすと、Ｉが上記発言をしても何ら不自然な

状況ではなく、学園が主張する事実のうち、少なくとも前記認定事実

第３の８(4)ヒ記載のとおり、ＩがＹ理事長を呼び止めたが、同人が

これに応じないため、同人に対し、「先日の団交でのあんたの態度は

何だ。」などと発言した事実が認められる。

これを前提とすると、Ｉの発言は不適切であったといわざるを得な

いが、Ｉの呼びかけを無視したＹ理事長の対応にも問題があることに

照らすと、このような些細な事実を敢えて賞与における低査定の理由

とすることに合理性があるとはいい難い。

フ Ｉに係る生徒募集活動への消極的態度
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学園は、Ｉの９年度における中学校訪問件数が少ないことを、同人

の９年度３月賞与における低査定の理由として主張する。

前記認定事実第３の８(4)フ記載のとおり、Ｉの中学校訪問件数は、

他の教職員と比較して極めて少なかったことが認められ、このことが

生徒募集活動に対する態度を判断する一つの指標とされることは否定

できない。

しかしながら、生徒募集活動は中学校訪問のみによって完結するも

のではなく、その裏方的な作業や、来校者に対する応接等も当然に含

まれるところ、Ｉは、中学校の所在地や校長等の住所録を作成したり、

来校した中学生への説明を丁寧に行うことなどの活動をしていたこと

が認められる。

これに対し、Ｙ理事長は、Ｉのこれらの活動について何ら認識して

おらず、単に中学校訪問件数のみに基づいて、生徒募集活動に消極的

であると判断しているものであって、このような評価方法に合理性が

あるとはいい難い。

さらに、Ｉは週１８時限の授業を持ち、部活動の顧問も務めていた

ことから、中学校訪問の時間をつくることが困難であったことが認め

られ、Ｉの中学校訪問の件数が少ないことをもって、賞与における低

査定の理由とすることに合理性があるとはいい難い。

ヘ Ｘに係る理事長に対する挨拶

学園は、ＸがＹ理事長に挨拶をしなかったことを、Ｘの９年度３月

賞与における低査定の理由として主張する。

しかしながら、前記認定事実第３の８(4)ヘ記載のとおり、９年度

当時、Ｘは通勤で車を使用し、電車を利用することはほとんどなかっ

たことが認められ、ＸがＹ理事長から、挨拶について注意を受けた事

実も認められないことに照らすと、そもそも学園が主張する事実自体、
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明確なものとはいえない。

さらに、仮にＸがＹ理事長に挨拶しないことがあったとしても、そ

の場で注意すれば足りる程度のことであり、このような些細なことを

敢えて賞与の低査定の理由とすることに合理性があるとはいい難い。

以上に照らすと、わずかにＣに関する上記タの事実及びＨに対する上

記ケ、ナの各事実については、一応賞与における低査定の理由となりう

る余地があるものと認められるが、その他の学園の主張については、い

ずれも低査定の理由とされている事実自体を認めることができないか、

あるいは低査定の理由とすることに合理性があるとはいい難いものであ

る。

(5) 不当労働行為の成否について

ア 上記１ないし５で述べたとおり、学園は組合との団交において不誠

実な態度に終始しており、Ｃら組合員をクラス担任や卓球部顧問等か

ら外したり、些細な事実を取り上げて組合員らを厳重注意としたり、

組合員を管理職に登用しない運用をしていることが認められ、これら

の事実からは、学園が、組合及び組合員を嫌悪し、組合員を処遇上不

利益に取り扱う意図を有していたことが認められる。

上記学園の組合又は組合員に対する一連の対応については、いずれ

もＹ理事長が中心となって行われたものと認められ、その後の労使事

情をみても、Ｙ理事長が校長に就任した翌年度の１８年度以降、ほと

んどの組合員がクラス担任や部活動顧問から外され、ほぼ労働組合の

組合員のみが別建物に移された第２職員室に配置されるなど、Ｙ理事

長が、労働組合及びその組合員に強い嫌悪感を抱いていることが窺わ

れる。

イ また、学園が主張する低査定の理由に関しても、組合が積極的に関

わっている保護者懇談会に関する事実が低査定の理由とされたり、新
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たに追加された勤務評価の際の着眼点には、明らかにそれまでの組合

員の行為を意識したと思われる事項が多数認められるなど、学園が、

組合員の行動をことさら問題視し、その勤務評価を低く査定したいと

の意図を有していたことが窺われる。

ウ さらに、組合員らに対する勤務評価の変遷をみても、前記認定事実

第３の８(3)記載のとおり、組合員全員に共通した一定の傾向が認め

られ、このことは勤務評価に当たって組合員であることが考慮されて

いることを窺わせる事情といえる。

エ そして、本件では、各組合員の陳述書（甲84、85、91～94、120～1

22）及び初審審問における証言から、同人らが教職員として少なくと

も他の教職員と遜色のない指導能力や勤務実績を挙げていたことが認

められるのに対して、学園が組合員らの低査定の理由として主張する

事実は、上記(4)で述べたとおり、その大半について当該事実そのも

のを認めることができないか、敢えて賞与における低査定の理由とす

ることに合理性があるとはいい難いものであって、組合員の多くが合

理的な理由がないにもかかわらず、低査定を受けている。

オ ところで、本件では、上記(4)で述べたとおり、Ｃ及びＨに関して、

学園の主張する低査定の理由の中には、一応低査定の理由となりうる

事実が認められる。

しかしながら、学園の勤務評価の方法については、上記(3)で述べ

たとおり、Ｙ理事長の権限が大きく、各項目毎又は総合的に評価が決

定されるに過ぎないことから、主観的かつ恣意的な評価が行われた可

能性を否定し得ないものであったと認められる。

そして、学園から証拠として提出された各組合員の勤務評価票（乙

19、20、142）をみても、前記認定事実第３の８(5)ア及びイ記載のと

おり、一部の例外を除いて、持ち点が同じ管理職についてはいずれも
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同じ評価点が付されており、１０年度年末賞与における勤務評価票（乙

142）には、不自然な削除部分、書き直し、加筆部分が認められるな

ど、各組合員に対する勤務評価が適正に行われていなかったことが窺

われる。

さらに、各組合員の低査定の理由と評価結果を照らし合わせてみて

も、組合員によって学園の主張する低査定の理由の数はまちまちであ

って、同一の理由が複数の組合員について主張されていながら、各組

合員の評価結果が異なっていたり、複数の組合員について同様に認め

られる事実が、特定の組合員のみについて低査定の理由とされるなど、

学園の主張する低査定の理由と各組合員の評価結果が必ずしも結びつ

いておらず、一定の合理的な基準に基づいて勤務評価が行われたもの

とは認めがたい。

Ｃ及びＨに関しても、一応低査定の理由となりうる事実が認められ

る賞与と、そのような事実が認められない賞与の各勤務評価を比較し

ても、明らかな差異は認められず、同人らはいずれの賞与においても

ほぼ同様に低査定を受けている。

カ これらの事情に照らすと、Ｃ及びＨについて、学園の主張する低査

定の理由の中に一応低査定の理由となりうる事実が認められるとして

も、学園が真実これらの事実を適正に考慮して同人らの当該賞与にお

ける勤務評価を行ったものと判断することはできない。

むしろ、上記で述べたとおり、Ｙ理事長が労働組合及びその組合員

に対する強い嫌悪感を有しており、賞与における勤務評価においても、

そのＹ理事長の権限が大きく、主観的かつ恣意的評価が行われた可能

性を否定できないものであったこと、勤務評価の際の着眼点の設定や

学園の主張する低査定の理由等から、学園が組合員を低く査定したい

との意図を有していたことが窺われること、組合員全体の勤務評価に
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一定の傾向が認められること、学園の主張する低査定の理由と各組合

員の評価結果との間に整合性が認められず、Ｃ及びＨがいずれの賞与

においてもほぼ同様に低査定とされていることに照らすと、Ｃ及びＨ

についても、同人らが組合員であり、とりわけＣについては委員長と

して組合活動の中心であったことから、同人らに経済的不利益を与え

る意図をもって、敢えて上記各行為を取り上げ、これに藉口して低査

定としたものと判断するのが相当である。

キ よって、勤務評価が行われた８年度３月賞与から９年度３月賞与ま

での４回の賞与と１０年度３月賞与について、各組合員に対する低査

定はいずれも組合員であること等を理由とした不利益取扱いであると

認められる。

(6) １１年度賞与について

上記(2)アで述べたとおり、１１年度賞与においては勤務評価は行わ

れておらず、各職階毎に一律の基準ないしは金額が支給されている。

しかしながら、上記５で述べたとおり、学園は、組合員を処遇上不利

に扱う意図を持って管理職制度を運用し、その結果、組合員は管理職等

に登用されずに処遇上差別されていたのであるから、一般教諭である組

合員に対し、管理職等よりも低額の賞与を支給することそれ自体が、組

合員であること等を理由とする不利益取扱いに当たるといわざるを得な

い。

(7) 結論

以上より、常勤講師であるＡについては、低査定を受けた事実が認め

られないことから、各賞与における査定が不当労働行為に当たるとはい

えないが、その余の一般教諭である組合員については、各賞与における

低査定又は低額支給は、いずれも不利益取扱いの不当労働行為に当たる。

７ 争点(7)について（救済内容）
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学園は、初審命令が、上記６の賞与差別に係る救済方法として、一般教

諭である組合員に対し、２等級格付者である管理職等を含めた勤務評価の

平均を下回らない範囲内での賞与の再査定ないしは管理職等に支給された

賞与額との差額支払を命じたことに対し、管理職と一般教諭における職務

と責任は異なるものであり、現実に管理職として職務を遂行し、管理職と

して重い責任を負っていない組合員について、管理職と全く同じ扱いを命

じる初審命令は救済方法として適正さを欠くと主張する。

しかしながら、上記５で述べたとおり、Ｓ１高校においては、その職責

や職務内容というより、主として一般教諭よりも処遇面で優遇する意図で

管理職の範囲が拡大されてきたものと理解され、労働組合の組合員を管理

職に登用しないこととあいまって、管理職制度が組合員の処遇を不利益に

扱う意図で運用されていたことが認められる。

また、学園においては、少なくとも９年度３月賞与までは、賞与の支給

に関して管理職等と一般教諭との間に差異はなかったことが認められ、そ

の後に差異が設けられたこと自体、労働組合の組合員に対する処遇差別の

意図に基づくものであったことが窺われる。

そして、組合員の一部について一応賞与の低査定をされる余地のある事

実が認められるものの、同人らの日常の勤務実績及び指導能力については、

少なくとも他の教職員と遜色のないものであったことが認められる。

さらに、学園の主張立証によっても、本件各賞与における勤務評価の合

理的基準等は何ら明らかになっておらず、一定の評価や支給額を明示した

上での再査定及び差額支払を命じることは困難であり、他方で、何ら基準

を示すことなく再査定及び差額支払を命じるのみでは、組合員らが受けた

不利益を実質的に回復することは困難である。

これらの事情に照らすと、本件賞与差別についてより実効性のある救済

を図るためには、一般教諭である組合員について、基本給において同等に
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扱われる２等級格付者である管理職等を含めた非組合員の勤務評価の平均

を下回らない範囲内での再査定ないしは管理職等への支給額との差額支払

を命じることが相当というべきであり、基本的にその旨を命じた初審命令

の救済方法が不適正とはいえない。

ただし、上記６(2)クで述べたとおり、常勤講師であるＡについては、

そもそも学園から低査定を受けた事実を認めることができず、各賞与にお

ける査定が不当労働行為に当たると判断することはできないから、主文記

載のとおり、初審命令を一部変更することとする。

第５ 結論

以上より、上記の点を除いた学園の再審査申立てには理由がないから、

これを棄却することとし、労組法第２５条、同法第２７条の１７及び第２

７条の１２並びに労働委員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり

命令する。

平成２１年２月１８日

中央労働委員会


